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001
子ども家庭支援
センター事業

子育て支援計画

家庭における子育ての支援と
児童虐待の防止により、区民
が安心して子どもを産み育て
ることができ、子どもが健やか
に成長し自立できる環境を形
成します。

児童虐待通告・相談対応や子
どもと家庭に関する相談事業
を実施し、子育て困難家庭や
虐待危険性のある親子に対し
て、家庭訪問等の事業を実
施、支援を行います。虐待防
止のため、関係機関との連携
を図り、要保護児童対策地域
協議会を開催します。虐待防
止に関するパンフレットを作成
配布します。乳幼児と保護者
が交流する親子ひろばの運
営、子育て支援講座、養育家
庭（里親）制度の普及啓発事
業を実施します。

専門相談延243件と一般相談延
1,981件の相談による対応、支援を
行いました。親子ひろば利用者延
24,586人に交流や情報交換の場を
提供しました。子育て支援講座は、
新たに親子ひろば内で職員が講師
を行う講座を加え、延644人が参加
しました。虐待防止マニュアル中学
生用を作成し、区内全中学校に通う
生徒に配布。小学生新1年生には
小学生用マニュアル及びカードを配
布しました。

23年度の虐待相談件数は、1,138件
と前年の1.2倍、中でも通告等新規
相談件数は、180件(22年度114件）
と1.6倍に増加しています。通報等
への迅速な対応と、長期・複雑化す
る事例への対応のため、一層の体
制強化と関係機関連携が必要で
す。

Ｂ ―

①・親子ひろばの開館時間を
延長してほしい（区民の声）。
　・子育て支援講座では、いろ
いろな保護者の意見が聞け
て、悩みが共有できてよかっ
た（参加者アンケート）。
・要保護児童対策地域協議会
の活用促進と調整機関として
の子ども家庭支援センターの
マネジメント機能の強化を図る
必要がある（社会保障審議会
「児童虐待等要保護事例の検
証に関する専門委員会」）。

拡充

002
虐待発生予防事
業

文京区地域福祉
保健計画（子育て
支援計画・保健医
療計画）、男女平
等参画推進計画

子育てが困難な家庭や虐待
の危険性のある親子の早期発
見及び適切な支援の継続によ
り、虐待の発生を予防します。

新生児訪問を拡大した乳児家
庭全戸訪問事業や、乳児健診
等の活用により、虐待のおそ
れのある家族・保護者を早期
発見するとともに、必要な支援
内容について支援検討会で
協議し、保健師・心理相談員
による個別相談、集団指導等
を実施します。

平成23年度4か月健診受診者1690
人の支援検討会を実施し、支援が
必要と考えられた170人（10.1％）に
支援を実施しました。

平成23年度は要支援事業のうち、
子どもグループワークの開催を増設
し、利用者数も伸びています。

妊娠届時から、継続した相談・支援
を行うための体制が整ってきていま
す。今後は支援が必要と考えられる
親子が適切で切れ目のないサービ
スにつながるよう関係職員の技術の
さらなる向上に努める必要がありま
す。

Ａ ―

①子ども支援グループに参加
した母より、「最初は子どもと
遊ぶのが苦手だったがのびの
び広場で遊びのバリエーショ
ンを増やすことができ楽しかっ
た。」「遊びの中で子どもの成
長を見ることができよかった。」
「スタッフが気にかけてくれ、
分からないこともアドバイスを
もらえて安心して育児ができ
た。」との声がありました。

②直接的な区民参画はありま
せんが、健診や地区活動、グ
ループ活動、心理相談等から
得た区民の声を活かしたサー
ビス運営や案内等を実施して
いきます。

現状維持

003
保育園の相談機
能の充実

保育園のノウハウを生かし、子
育てに関する相談や情報提供
を行うことにより、子育て世帯
が抱える悩みや不安・ストレス
の軽減を図り、出産や育児に
自信や喜びを実感してもらうよ
うにします。

区立保育園１８園で、乳幼児
子育て相談を常時実施するほ
かに、各保育園が独自のメ
ニューを設定して、子育てに
関する相談や情報提供を行う
地域子育てステーション事業
を月１回、午前中1時間程度実
施します。

①平成22年度748人、平成23年度
738人と、子どもの発育・発達や基本
的習慣などに不安をもった子育て家
庭の相談に着実に対応できていま
す。
②地域子育てステーションの参加者
数は、東日本大震災の影響で4、5
月の利用が極めて少なかったにも
かかわらず、平成22年度の2,268人
から2,682人に増加しており、参加者
の日頃のストレス発散などに貢献し
ております。

相談人数及び参加者数は計画を上
回る実績となりましたが、地域子育
てステーションの参加者の実績につ
いては、園によってばらつきが目立
つため、今後はどの園も魅力あるプ
ログラムを検討し、事業のPR方法を
検討していきます。

Ａ ― 現状維持
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004
ファミリー・サポー
ト・センター事業

文京区地域福祉
計画（子育て支援
計画）

地域の中でお互い助け合いな
がら子育てができるような環境
を整え、子育てに関する不安
感や負担感を減らし、子育てと
就労の両立を支援します。

子育ての援助を受けたい区民
と子育ての援助を行いたい区
民が会員となり、保育施設終
了後の子どもの預かり等短期
的、補助的な相互援助活動を
行います。

地域における子育ての相互援助活
動として、子どもの一時預かり、送迎
等を行い、子育てと就労の両立を支
援しました。
　　　　　　　22年度　　23年度
　会員数　　　2,153人　 2,294人
（提供会員）　　221人　　 235人
（依頼会員）　1,897人   2,027人
（両方会員）　　 35人　　　32人
活動実績 23年度 7,623件(865件
増)

区報を通じた周知、講演会等の開
催、案内の徹底により、依頼会員
数・提供会員数ともに6％、活動実
績も12％伸びています。
委託先である文社協と情報を共有し
ながら、引き続き小・中PTA等への
働きかけなどにより、提供会員の増
加を図っていきます。

Ａ ―

①依頼会員から「地域によっ
て提供会員に偏りがある」との
声があります。

②提供会員も依頼会員も区
民であり、区民による相互扶
助による活動です。

現状維持

005

乳児家庭全戸訪
問事業（こんにち
は赤ちゃん訪問
事業）

文京区地域福祉
保健計画（子育て
支援計画・保健医
療計画）、男女平
等参画推進計画

乳児家庭の孤立を防ぎ、乳児
の健全な育成環境の確保を図
ります。

生後４か月以内の乳児がいる
すべての家庭を保健師や助
産師が訪問し、母子の健康管
理や子育てに関する情報提供
を行うとともに、孤立しがちな
子育て家庭における不安や悩
みを聞き、支援が必要な家庭
を適切なサービスに結び付け
ています。

事業の周知により出生通知票の受
理数が増加し、事業が円滑に遂行
できました。さらに、４か月児健診の
対象者リストと突合して未訪問家庭
を把握し、保健師が訪問することに
より、訪問率は当初目標を上回るこ
とができました。また、訪問家庭の約
２割に、継続した支援を実施しまし
た。

訪問率は目標を達成していますが、
引き続きその向上に取り組み、支援
を要する家庭の把握に努める必要
があります。
また保健師や助産師を対象に研修
や連絡会を行い、適切なサービスの
提供や継続的な支援に努める必要
があります。

Ｂ ―

①訪問時には、「予防接種、
健診の受け方がわかり、安心
した。育児の相談だけでなく、
母自身のことも相談できるとわ
かった。児の成長を確認して
もらい、安心した。」との声が
聞かれました。また、一時保
育や保育園のニーズが高いこ
とがわかりました。

②直接的な区民参画はありま
せんが、健診や地区活動で
得た区民からの情報を活かし
たサービス運営や案内等を
行っています。

改善・見直し

006
子育てひろば事
業の拡充

文京区地域福祉
計画（子育て支援
計画）

子育てに不安を感じたり身近
なところに相談できる人がいな
い保護者の、子育てに伴う心
理的な負担の軽減を図りま
す。

乳幼児及びその保護者が安
心して遊べ、仲間作りもできる
場を提供し、専門指導員によ
る子育てに関する相談、援助
及び子育て関連情報の提供
を行うとともに、子育て支援に
関する講習等を実施します。

23年度の西片と汐見のひろばの利
用登録者数は2,507人で前年比116
人、4.9％増加しています。また、相
談件数も2,873件で前年比244件、
9.3％増加しており、子育てに悩み
を抱える保護者の支援に寄与して
います。
利用者数も西片と汐見のひろばで
50,303人と5万人を突破し、毎年着
実に増加しています。
水道は23年度に新規開設し、5,490
人の利用者がありました。

乳幼児の生活リズムを考慮し、開設
時間を午前10時から午後4時までと
しているが、開設時間のニーズの把
握と対応を検討する必要がありま
す。
平成25年4月の千石子育て支援施
設における子育てひろば開設に向
け、円滑な開設準備を進めることが
求められています。

Ｂ ―

①区民の声に終了時刻延長
の要望があります。

②利用者からご意見等をお伺
いし、運営に活かしています。

拡充

007
子育て情報提供
事業

文京区地域福祉
計画（子育て支援
計画）

地域から孤立しやすい乳幼児
期の子育て中の保護者に対
し、子育てに関する十分な情
報を提供し、サービスの利用
を勧めることにより、子育てに
伴う心理的負担や肉体的負担
を軽減し、すべての家庭が安
心して子育てできるようにしま
す。

民生児童委員と協働で「子育
てガイド」を作成し、母子健康
手帳取得時に併せて配布する
とともに、3歳児に向けて、郵
送配布を実施します。また、区
内の子育て関連サービス提供
機関が一堂に会する「子育て
フェスティバル」を開催します。

民生・児童委員で構成する会議で、
ガイドの内容の見直しを行い、子育
てガイドのリニューアルを行いまし
た。23年度6,100部。

第2回子育てフェスティバルは、平
成23年11月20日（日）にシビックセン
ター内の展示室で開催し、来場者
1,428人（前年比8.2％増）に子育て
関連情報の提供を行いました。

紙媒体であるガイドだけでなく、子
育て世代にも利用しやすい、モバイ
ルによる情報提供を推進していく必
要があります。

子育てフェスティバルについては、
効果的な展示、情報提供の方法に
ついて、工夫が必要です。

Ａ ―

①子育てフェスティバルにつ
いては、会場でアンケートも行
いましたが、来場者から好評
でした。

②民生・児童委員が「子育て
ガイド」編集委員会の委員と
なっています。

現状維持
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008
子育て支援ホー
ムヘルパー派遣
事業

文京区地域福祉
計画（子育て支援
計画）

生後すぐから満１歳未満の乳
児の育児を行っている保護者
の精神的・肉体的負担の軽減
を図り、すべての家庭が安心
して子育てができるようにしま
す。

生後から満1歳未満の乳児の
保護者が、病気や通院、育児
の疲れによるリフレッシュ等に
より保育ができないときにホー
ムヘルパー（ベビーシッター）
を派遣します。

母子手帳交付時に案内ちらしを配
布するようになってから、事前の問
い合わせも増えるようになり、23年度
は登録者411人(58％増)、利用件数
も669件(38％増)となりました。
産褥期の利用、定期的なリフレッ
シュ、兄・姉の学校行事への参加な
どに活用されています。

周知がかなり行き渡ってきたので、
引き続き母子手帳交付時、出生届
出、乳児全戸訪問等で周知を図る
予定です。

Ａ ―

①利用したらとても便利な
サービスでした。（窓口）

②直接的な区民参画はありま
せんが、実際に利用した方か
らの意見を積極的に聞き取
り、改善を図るようにしていま
す。

現状維持

009 一時保育事業
文京区地域福祉
計画（子育て支援
計画）

満１歳から就学前までの幼児
の保護者を対象に、育児疲れ
のリフレッシュや学校、幼稚園
等の行事参加など多様な保育
需要に対応するため、一時保
育所を運営し、保護者の社会
活動への参加を推進します。

一時保育施設として、キッズ
ルーム目白台、キッズルーム
シビックで、幼児の一時保育を
行います。

23年度のキッズルーム（２か所）の利
用者数は、7,266人と前年比8.1％の
増となり、子育て支援事業としての
成果がありました。
施設利用の登録者も増加している
点からも一時保育事業のニーズは
高いと思われます。
22年度　3,168名、23年度　3,492名

利用者の増加に対応し、保育の質
を維持するため、今後も指導・監督
を実施する。さらに、事業に係る登
録申請、利用申請、予約管理等を
一体的に管理するシステム開発を
推進します。また、今後安全かつ効
率的な運営方法について検討しま
す。

Ａ ― 現状維持

010 緊急一時保育等 子育て支援計画

在宅子育て家庭の保護者の
緊急の事由（疾病、出産等）に
より、保育に欠ける状態になっ
た児童に対し、一時保育を実
施し、もって児童の福祉の増
進に資することを目的としま
す。また、理由の如何を問わ
ず保育を実施するリフレッシュ
一時保育を提供することで、
在宅子育て家庭の子育てを支
援し、子育てに伴う心理的な
負担の軽減や、多様な保育需
要への対応を図り、安心・安全
な子育てを促します。

緊急一時保育では、区立保育
園１７園で平日の午前7時15分
から午後6時15分まで、原則と
して１か月間を限度に一時保
育を実施します。また、リフレッ
シュ一時保育は、6カ所の区立
保育園で、緊急一時保育の空
きがある場合に、月に10回ま
でを限度として一日3時間以上
8時間以内で一時保育を実施
しています。

23年度の緊急一時保育の利用率は
27％であり（全体では40％）、緊急
時の利用に柔軟に対応できる枠が
確保できていると言えます。保育の
ノウハウを有した保育園で、緊急時
の一時保育を実施している点で、利
用者の安心感は、高いものとなって
います。
また、リフレッシュ一時保育の利用
率が高いという実態（実施園全体で
56％）から、子育て家庭での一時保
育の需要は高く、子育て負担軽減
に寄与している事業であると言えま
す。

リフレッシュ一時保育の実施園が6
園と限られているため、予約が取り
づらいという声がありますが、24年5
月から実施園を17園に拡大すること
で概ね解決できると考えます。

Ｂ ―
①「リフレッシュ一時保育の実
施園を拡大してほしい。(利用
者）」

現状維持

011 妊婦健康診査
文京区地域福祉
保健計画（保健医
療計画）

妊婦の妊娠中の健康管理に
努め、母・児の障害を予防しま
す。

妊娠届出をした妊婦に都内の
委託医療機関で受診出来る
妊婦健診14回分と経腹超音
波検査1回分の受診票及び区
内の委託医療機関で受診出
来る歯周疾患検診の受診票を
交付します。
里帰り出産等による都外医療
機関や、助産所での妊婦健診
受診分については、償還払い
で費用を助成します。

妊婦歯周疾患検診の周知が進み、
受診者数が順調に伸びています。

超音波検診の受診人数の伸びが鈍
化しているため、積極的受診を勧奨
する必要があります。

Ｂ ― 現状維持
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012
特定不妊治療へ
の支援

健康保険が適用されず、一度
に多額の費用が必要となる特
定不妊治療を受ける区民に対
し、経済的負担の軽減を図る
ことにより、次世代育成を支援
します。

特定不妊治療を受ける区民に
対し、当該不妊治療に係る医
療費の一部を助成します。ま
た、金融機関による融資を
あっせんするとともに、当該金
融機関に係る利子の補給を行
います。

特定不妊治療費助成制度の周知が
進み、認定件数が順調に伸びてい
ます。
また、特定不妊治療費助成制度に
ついて、申請者の医療機関に支払
う文書料等の負担を軽減するため、
平成24年度から必要書類の変更を
行うべく要綱改正を行いました。

特定不妊治療費融資あっせん制度
の認定件数が伸びず、更なる周知
の必要があります。

Ｂ ―

①特定不妊治療費助成制度
申請の際、東京都と文京区の
助成制度双方に医療機関の
受診等証明書の作成が必要
で、文書料の負担が重い。
（区民）

現状維持

013
母親・両親学級の
実施

文京区地域福祉
保健計画（子育て
支援計画）、男女
平等参画推進計
画

妊婦及びその夫を対象に、妊
娠、出産、子育てについての
知識を学習し、不安の解消や
地域での仲間づくりを目的とし
ています。

産婦人科医師、歯科医師、助
産師、保健師、歯科衛生士、
栄養士等による講義及び実習
を実施します。

育児について具体的なイメージがで
き、不安の解消につながるように、
体験実習中心のプログラムを継続し
て行いました。
区民のニーズに対応して、両親学
級の回数を2回増加しました。

延受講者数
　母親学級　1,104人
　両親学級　389組
　公開講座　194人

教室に参加することで育児や子供
のいる生活のイメージがもてるよう、
参加者のニーズを取り入れながら適
宜内容の見直しを行います。また、
公開講座の参加率向上のため、周
知を徹底して行います。

Ａ ―

①夫婦で体験し、二人で生ま
れてくる子どものことなど、
ゆっくり話せる良い機会となり
ました。また父親・母親として
の意識や子育てのイメージを
もつことができました。このよう
な機会をもっと利用したいで
す。（両親学級アンケート）

②直接的な区民参画はありま
せんが、参加者の意見・要望
を踏まえ、事業の運営方法や
内容の改善に努めています。

改善・見直し

014
育成室への障害
児受入れ

地域福祉計画（子
育て支援計画及
び障害計画）

保護者が仕事や病気等のた
め保育の必要な児童に対し
て、指導員のもと遊びと生活を
通して、健全な育成と保護を
はかります。必要に応じて６年
生まで学年延長を行います。

障害児保育補助の非常勤職
員を配置し、受入れ環境を整
えます。指導員のための研修
を定期的に確保し、保育の質
の向上を図ります。障害児育
成室巡回指導を実施し、策定
したサポートプラン（個別指導
計画）に基づき、充実した保育
を実施します。

昨年同様、育成室における障害児
の受入れと保育補助の非常勤職員
の配置を行うとともに、サポートプラ
ンの作成・実施、年２回の障害児保
育研修、育成室巡回指導を行って
います。

昨年同様、育成室卒室後（中学入
学後）の放課後の居場所の確保が
求められています。
地域によって、育成室の障害児保
育の利用申請数の差異が生じてい
ます。

Ａ ―

①障害のある児童の受入れ
数拡充をしてほしい（区民
ニーズ（文京区学童保育連絡
協議会要望等））
育成室卒室後の放課後の居
場所を確保してほしい（区民
の声）

現状維持

015
児童館等耐震補
強工事等

子育て支援計画・
耐震化整備プロ
グラム

児童館等耐震補強工事の実
施を行うことで、利用児童及び
保護者が安全で安心して利用
できる施設を目指すとともに、
利便性を高めて子育てサービ
スの向上を図ります。

文京区が所有する公共建築
物の耐震化整備プログラムに
沿って、優先順位の高い施設
から耐震補強を実施します。
耐震補強工事に併せ、内装改
修及び設備整備を行うととも
に、育成室面積拡大などレイ
アウト見直しを行います。

小日向台町児童館の耐震補強工事
等を実施しました。（工事期間　平成
２３年７月中旬から９月末まで）

工事期間中の児童館及び育成室の
安全かつ円滑な運営が課題です。

Ａ ―

①各施設の父母会等により施
設改修の要望があります。

②育成室保護者への説明会
を実施し、あげられた要望に
ついては出来る限り応えてい
ます。

現状維持

子
育
て
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①区民要望等
②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
(B様
式)

目的 手段 成果 課題
指   標
達成度
(A様

方向性

016
認証保育所の充
実

文京区地域福祉
計画（子育て支援
計画）

区民の多様な保育ニーズに対
応するとともに、保育所入所待
機児童の解消を図ります。併
せて認証保育所の保育環境
及び保育内容など質の確保を
図ります。

認証保育所を月160時間以上
利用する場合に、月額２万円
の保育料助成を行います。ま
た、第３子以降の児童につい
てはさらに月額２万円を追加し
て助成します。
なお、認証保育所に対して
は、在籍児童数に応じた運営
費の補助を実施するとともに、
小規模のＢ型施設については
家賃補助を月額５万円を限度
に行います。

認証保育所の利用件数は前度比
10.1%の増となり、幅広い保育ニーズ
に引き続き保育料助成が有効に活
用されています。
また、既存保育所のレイアウト変更
により２施設で20人の定員増を行う
ほか、年齢別の定員変更を行うこと
で、入所希望児童の受入れに柔軟
に対応しました。

保育士が巡回する中で、認証保育
所に在籍する児童について心身の
発育の状況から配慮を要するケー
スが複数確認されており、今後専門
機関等へつなげ、連携を強化しな
がら児童の発達の促進を図っていく
体制づくりが必要となっています。

Ａ ―

①認証保育所保育料助成の
増額についての要望がありま
す。（区民の声）

②直接的な区民参画はありま
せんが、窓口等で得た区民か
らのご意見や要望を各保育所
に伝え、円滑な保育運営及び
保育内容の向上等に反映さ
せています。

現状維持

017
保育園耐震補強
工事

耐震診断により補強工事が必
要となった施設について、児
童及び保護者に対して安全で
安心な保育を提供できる施設
として整備するとともに、利便
性及び保育環境の向上ととも
にサービスの向上を図ります。

工事期間中に保育等を実施
する仮園舎を設置してから、
本園舎の耐震補強工事を行
います。

こひなた保育園について、耐震補
強工事を実施し、耐震性能を確保
するとともに、園舎を全面的に改修
して、保育環境を向上させました。

こひなた保育園については、前年に
水道保育園が耐震補強工事のため
に使用した仮園舎を引き続き使用し
たため、仮園舎の手当ては容易でし
たが、今後の耐震補強工事におい
ては、仮園舎設置場所の確保に困
難が予想されます。
なお、24年度は、千石拠点施設を
建設して、その中に千石保育園を
移転するので、耐震補強工事は実
施しません。

Ａ ―

①「仮園舎が離れた場所にな
るのは困ります。仮園舎にお
いても、本園舎と同等のサー
ビスを受けられるようにしてく
ださい。」（保護者の要望）

②耐震補強工事の実施前
に、保護者・関係者に対して
説明会を開催し、意見・要望
を取り入れるようにしていま
す。

現状維持

018
保育園障害児保
育

心身の発達の遅れなどにより
保育にあたって特別な配慮を
要する児童に対して、健やか
な発達を促進することにより、
児童福祉の向上を図ります。

個別支援計画を作成し、家庭
や福祉センターと連携を図りな
がら子どもの健全な成長を図
るとともに配慮を要する児童に
対して非常勤職員を配置し、
安全な集団保育を実施しま
す。

要配慮児童保育における取組は、
個別指導計画に沿った保育の実施
と関係機関との連絡により、子供の
成長に有効に寄与しています。入
園後に成長段階で発達の遅れが顕
在化してくる場合にも、随時判定会
を行い、可否・要否を決定し、対応
をしています。

保護者の就労状況によって、早朝
保育や残留・延長保育を必要とする
要配慮児童に対し、確実な保育を
提供していくために、通常保育時間
外の安全な集団保育を確保するた
めの、人員配置等の必要が生じて
います。

Ａ ―
①要配慮児保育対象児童の
延長保育実施→H24.4.1文京
区延長保育実施要綱改正

現状維持

019
区立保育園の充
実

保育に欠ける児童に、健康と
安全を第一として基本的な生
活習慣を身につけ、自立心、
創造性を養うことを目的とした
保育を行います。
子育てと仕事の両立を支援す
るため、保護者の就労時間そ
の他家庭の状況等を考慮し、
多様な保育を実施します。

多様な保育ニーズに対応する
ため、区立保育園の保育の質
の向上を図るとともに、待機児
童対策として、定員の見直しを
行う。

保育理念や保育所保育指針に基づ
き、保育を行いました。計画に基づ
き区立保育園の定員を拡充し待機
児解消を図りました。また、多様な保
育サービスに対応するため、区立保
育園におけるリフレッシュ一時保育
の実施園拡充について検討し、平
成24年度から実施することとしまし
た。

平成24年1月時点で就学前児童人
口が計画における人口推計を上回
るとともに、既に計画期間内の保育
サービス事業量を整備しているもの
の、保育需要の高まりが計画の想定
を超える状況となっています。その
ため現在の実績を踏まえ、計画の
修正を行い、待機児解消に向けた
対策を推進してまいります。

Ａ ―

①「申し込みをするがなかな
か入園できない。(窓口）」
　「スペースに不足感あり、こ
れ以上児童が増えないことを
望む。（保護者アンケート）」
　「災害対応をより万全にして
ほしい。(保護者アンケート）」

拡充

子
育
て
教
育
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①区民要望等
②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
(B様
式)

目的 手段 成果 課題
指   標
達成度
(A様

方向性

020
認可保育園の充
実

文京区地域福祉
計画（子育て支援
計画）

就学前児童の保育ニーズにこ
たえるため、認可保育園（私
立）の整備により保育サービス
事業量の拡充を図り、保育所
入所待機児童の解消を目指し
ます。
また、開園後においては、質
の高い保育サービスを提供で
きるよう、保育内容の充実を図
ります。

子育て支援計画に基づき、待
機児童数の動向を見極めなが
ら、認可保育園（私立）を整備
します。
また、開設後に保育内容の充
実を図るための事業経費の補
助を行うとともに、区の職員
（保育士）が適宜巡回し、保育
内容の確認・助言を行いま
す。

平成23年4月に「こころの保育園文
京西片」（定員91人）及び「小学館ア
カデミー小石川保育園」（定員45
人）、6月には「日本興亜スマイル
キッズ江戸川橋保育園」（定員40
人）を開設し、合計176人の保育定
員の拡充を図りました。
また、新設園への巡回を重点的に
行い、指導・相談対応を重ねながら
保育の質の安定確保を図りました。

就学前人口については、子育て支
援計画策定時の人口推計を上回る
増であるとともに保育利用世帯も増
加しており、保育定員の拡充を図る
も待機児童の解消には至らない状
況です。今後も、人口動向及び保
育ニーズ等を見極めながら保育所
整備を促進する必要があります。

Ａ ―

①「認可保育所を開設してほ
しい。」「認可保育所に入所し
たい。」（区民の声）

②直接的な区民参画はありま
せんが、日常の保育内容に対
するご意見等については、保
育所と問題の共有を行い、保
護者の方が安心して保育
サービスを利用できるよう改善
を図っています。

拡充

021
グループ保育室
運営

保護者が就労などのために日
中保育ができない0歳から2歳
の子供について、認可外の保
育室でお子さんを預かります。

区立後楽幼稚園の1室を利用
した保育室で、区立保育園を
退職した再任用保育士が保育
します。

待機児童の解消のために、後楽幼
稚園内に設置したグループ保育室
で、平均１０名の児童（０～２歳児）を
預かりました。

認可保育園と比べて、保育時間が
短いことや給食がないことなどの理
由により、年度途中で認可保育園に
移る児童もあり、なかなか定員を充
足しない状況にあります。

Ｂ ―
①弁当持参が負担です。（保
護者の声）

現状維持

022

千石一丁目子育
て施設整備事業
（子育て・区民複
合施設）

保育園及び育成室の施設を
拡充することで待機児童対策
を図るとともに、子育てひろば
を新設し地域における子育て
支援機能の拡充を図ります。

「千石地区区民施設検討委員
会」の最終報告に基づき、新
たに取得した千石一丁目用地
と隣接する区有地を一体的に
整備し、子育て支援施設（保
育園、児童館・育成室、子育
てひろば）及び大原地域活動
センターを含む区民施設の建
設を進めます。

23年度中に実施設計を行い、建築
工事に着手しました。

工事はⅠ期とⅡ期に分かれており、
プレイヤードはⅡ期工事になってい
ます。その間の遊び場の確保が困
難なため、工夫が必要です。

Ａ ― 拡充

023
区立幼稚園の預
かり保育

子育て支援計画

　就労している保護者への子
育て支援と、区立幼稚園にお
ける保育内容の充実を図るこ
とを目的としています。

区立幼稚園全園（１０園）にお
いて、月～金曜日は教育課程
終了後から午後５時まで（除：
祝祭日及び園休業日）、長期
休業中（夏休み等）は月～金
曜日の午前9時から午後５時ま
で（除：祝祭日及び年末年始）
預かり保育を実施します。
　登録利用：月を単位とした預
かり保育 （利用には就労、自
営、介護、療養等の条件あり）
　一時利用：日を単位とした預
かり保育

預かり保育の実施時間を午後５時ま
でに延長したことと、一園あたりの登
録定員の拡大を入園案内時に周知
し、預かり保育内容の充実を図った
ことで、利用回数の増につなげまし
た。

一部の園で、登録利用の枠が定員
近くに達し、一時利用の枠に制限が
かかる場合があるため、利用が集中
する時期に、利用の案内などを工夫
する必要があります。また、保護者
負担額や実施時間についても更な
る検討が必要です。

Ａ ―

①「預かり保育の終了時間を
延長してほしい。」（幼稚園に
子どもを通わせている保護
者）

②直接的な区民参画はありま
せんが、幼稚園を利用してい
る保護者からの声を幼稚園を
通して受け取りながらサービ
ス運営や案内等に活かしてい
ます。

改善・見直し

子
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①区民要望等
②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
(B様
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方向性

024
育成室の整備拡
充

子育て支援計画

保護者の就労状況等と児童を
取り巻く環境の変化により増加
傾向にある待機児童の解消を
図ります。また、児童に生活の
場を提供し、援助並びに指導
をすることで、その健全な育成
を図ります。

定員を上回る児童の暫定受け
入れ、改修時の面積拡大等の
対策を講じるとともに、文京区
次世代育成支援行動計画（子
育て支援計画）により、新たな
育成室の整備拡充を図りま
す。
職員研修の内容の充実等によ
り、児童指導における専門的
な知識と経験を有する職員を
育成します。また、各育成室間
での情報を共有化しスムーズ
な運営を行います。

4月に第三中学校育成室を開室し、
柳町地区の待機児解消に努めまし
た。

育成室を新設する施設と多くの調整
が必要です。

Ａ ―

①育成室等新設に向けては
計画の段階から保護者等も要
望をあげるなど参画を希望し
ています。

拡充

025
家庭的保育事業
の充実

文京区地域福祉
計画（子育て支援
計画）

保護者の就労により、日中保
育に欠ける乳児を家庭的保育
者がその居宅等で保育するこ
とで、児童の健全な育成を図り
ます。また、保育の対象年齢
が保育所入所待機児童の割
合が高い０歳児から２歳児まで
であることから、待機児童の減
少にも寄与するものです。

家庭的保育事業の事業要件
を満たした方を家庭的保育者
として認定します。
保育を希望する保護者の児童
を家庭的保育者に紹介し、保
護者と家庭的保育者との間で
保育契約を締結します。
また、安定的な保育サービス
を提供するため、家庭的保育
者に対し、受託児童に応じた
運営費等の助成を行っていま
す。

家庭的保育事業のより一層の周知
を図るため、資料の充実によるＰＲ
の強化を行いました。
また、保育の記録等も巡回保育士
が助言を行いながら再度精査し、保
育の質の向上に取り組みました。
さらに、受託児童枠を有効に活用で
きるよう募集期間の見直しを行い、
利用を希望する世帯が効率よく申
込みできるよう整備しました。

23年度末に家庭的保育者１名の自
己都合による退職が生じましたが、
認定要件を満たす希望者がいない
ため、新たな認定には至っていない
状況です。低年齢児の保育ニーズ
を満たすためにも、事業拡充の方策
が必要です。

Ｃ ―

①保育時間の延長に対する
要望があります。（窓口）

②直接的な区民参画はありま
せんが、利用者からの問合せ
内容等を「利用の手引き」に
反映させ、保護者の方への丁
寧な情報提供を行うことで、安
心して保育を利用できるよう努
めています。

拡充

026

こどもひろば（校
庭開放）の自主運
営委員会化の推
進

子育て支援計画
（次世代育成支援
行動計画）

地域における児童の安全な遊
び場の確保並びに児童の健
全育成及び余暇指導を目的と
して、区立小学校の校庭を開
放するこどもひろばについて、
地域の実情に沿った柔軟な運
営を行います。

学校休業日に区立小学校の
校庭を開放しています。
開放時に指導員を配置し、遊
びやスポーツの指導及び安全
の確保に努めています。

23年度は区立小学校全校（20校）で
開放を実施しました。直営校15校、
自主運営校5校です。
開放日数は延べ1,835日、利用人数
は延べ38,977人です。
6月に林町小学校（自主運営校）
が、10月に駕籠町小学校（直営校）
が放課後全児童向け事業（児童青
少年課所管）へ移行しました。

児童青少年課と連携を図り、「文京
区放課後全児童向け事業」への円
滑な移行を推進する必要がありま
す。24年度は4月に明化小学校（直
営校）が移行し、年度内にもう1校移
行する予定です。

Ａ ―

①安全の確保と指導員の資
質向上への要望があります
（保護者）。

②4校において、地域住民に
よる自主運営を実施していま
す。

現状維持

027
病児・病後児保育
事業

文京区地域福祉
計画（子育て支援
計画）

病気により集団保育の困難な
児童を一時的に預かり、保護
者の就労等を支援します。

２施設の委託施設において、
病児・病後児を預かり保育しま
す。

順天堂病後児ﾙｰﾑ「みつばち」は開
設した22年度と比較すると利用者数
が増加しており、保坂病児ルームと
併せて総利用者数は12%増加しまし
た。
総利用者数　　　　　　　　1,676人
保坂病児ﾙｰﾑ　　　利用者数 　986
人
順天堂病後児ﾙｰﾑ　利用者数
690人
保護者の子育てと就労の両立を一
層支援しました。

「みつばち」についてはさらにＰＲを
していき、利用者の拡大を図りま
す。
また、利用者と同数程度のキャンセ
ルがあるため、安易な予約、キャン
セルを抑制する対策を検討する必
要があります。

Ａ ―

②直接的な区民参画はありま
せんが、区民及び委託施設
の意見等を聞き、改善を図っ
ています。

現状維持

子
育
て
・
教
育
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①区民要望等
②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
(B様
式)

目的 手段 成果 課題
指   標
達成度
(A様

方向性

028
放課後全児童向
け事業

文京区地域福祉
計画（子育て支援
計画）

放課後等に子どもたちを犯罪
や事故から守り、安心してのび
のびと過ごすことができる居場
所に対する区民ニーズが高ま
りを見せる中、「小学生を対象
とした新たな居場所づくり」とし
て実施します。

小学校において、授業終了後
に児童がランドセルのまま指
定の受付場所で受付をし、
（学校休業日は、自宅等から
の参加となる。）その後事業受
託団体スタッフの見守りの下、
校庭や図書室内で自由な活
動を行います。

モデル校である林町小学校（23年6
月～）、駕籠町小学校（23年10月
～）の２校で事業を開始しました。参
加者数も２校とも毎月平均で５００名
以上となっています。

平日の実施を広げていくためには、
学校側との調整や受託団体のスタッ
フ確保が必要です。短時間でも、実
施日が増やせるように工夫が必要で
す。

Ａ ―

①平日の実施日を増やしてほ
しい。（保護者会説明会での
意見）

②受託団体である地域団体
やＰＴＡの方が見守りに参加
することにより、子どもの安全
な居場所づくりへの参加につ
ながっています。

拡充

029

民間事業者誘致
による小学生の受
入れ（都型学童ク
ラブ）

文京区地域福祉
計画（子育て支援
計画）

保護者の就労形態の多様化
や長時間就労などの理由によ
り、区立育成室では保育ニー
ズに応えられない時間延長を
希望する家庭、また、家族の
介護や病気等により、緊急
的、一時的に保育に欠ける状
態にある家庭に対し、軽食等
の提供サービスができる民間
事業者等を誘致し、学童の受
入れをする事業を支援しま
す。

学童保育事業を実施する民間
事業者による学童クラブの開
設に係る費用について補助を
行うことにより支援します。合わ
せて、都型学童クラブの要件
を満たす事業者については、
その補助について東京都へ申
請します。

対象となる民間事業者等と打合せを
重ね、実現に向けた調整を行って
います。

要綱整備等の準備には、さらに東
京都や民間事業者等との調整や交
渉が必要です。

― Ｃ
①育成室の開設時間延長の
要望があります。

拡充

030
「ふみだせパ
パ！」プロジェクト

男女平等参画推
進計画

男女がともに協力して子育て
ができるように、男性保護者に
子育ての楽しさへの気づきと、
親の役割や責任への理解を
促します。

乳幼児の父親等を対象に、子
育て施設の利用の促進や育
児を体感できる講座等実践的
な事業を実施します。

乳幼児の父親等を対象として、子育
て支援施設の利用促進や保育園利
用者の一日保育士体験（父35人、
母60人　計95人）、離乳食講習会と
ベビーマッサージ（12組）、プレパ
パ・子育てパパ応援講座（14人）等
の実践的な事業を行いました。

男女がともに協力して子育てができ
るように、男性の積極的な家庭生活
への参画を推進する事業を継続的
に実施することが必要です。

Ａ ―

①・家族で参加できるセミナー
はとても楽しかった。
  ・実際に体験でき良かった、
家でも実践してみたい。
   (アンケート結果より）

現状維持

031
母子家庭自立支
援事業

文京区地域福祉
計画（子育て支援
計画）、文京区男
女平等参画推進
計画

児童扶養手当受給水準にある
母子家庭で、知識・技能を習
得するための講座を受講して
いる母を対象に、給付金を支
給することで、母子家庭の経
済的な自立を図ります。

事前に相談を受け、就職や転
職に有利な知識・技能の習得
を希望する人からの申請に基
づき、自立支援教育訓練給付
金、高等技能訓練促進費及び
受講修了後の修了一時金を
支給します。

区のホームページや区報に掲載す
るとともに、児童扶養手当受給者に
は個別にチラシを送付するなどして
周知に努めた結果、高等技能訓練
促進の相談件数や申請件数は増加
しました。また、修了者は国家資格
を取得し、その資格を生かして安定
した収入を得られる仕事に就いた
り、さらなるレベルアップに向けて就
学中です。

国制度の改正により、条件等が変更
となったため、変更内容をわかりや
すく対象者にお知らせする必要があ
ります。

Ｂ ―

①本制度を利用したことにより
安定した仕事に就くことがで
き、自立できたことへの感謝の
声が寄せられています。

現状維持

032
特別支援子育て
事業

文京区地域福祉
計画（子育て支援
計画）

特別な支援を必要とする児童
の保護者が、学校行事や通
院、冠婚葬祭等により一時的
に保育ができない場合、児童
を一時的に預かり、保護者の
負担軽減と社会参加を促進
し、子育てを支援します。

林町小学校内に保育施設「ふ
れんど」を設置し、一時保育を
行っています。

23年度　登録者１５人
　　　　延利用者数２４人
　　　　開設日数２２０日
特別な支援を必要とする児童を預
かり、一時的に保育を行い、保護者
の負担軽減を図り、子育てを支援し
ました。

22年度から引き続き、利用者が減少
しているため、24年度中に事業の見
直しを検討します。

Ａ ―
①利用者の居住範囲や学校
が限定されてしまっている。
（窓口）

改善・見直し

子
育
て
・
教
育

8



①区民要望等
②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
(B様
式)

目的 手段 成果 課題
指   標
達成度
(A様

方向性

033
教育振興基本計
画の策定

文京区における教育の振興の
ための施策に関する基本的な
計画として、教育振興基本計
画を策定します。

区民参画による教育改革区民
会議において、平成24年度か
ら検討を開始し、平成25年度
に計画を策定します。

平成24年度からの検討を始めるに
あたり、区民会議への諮問文（案）
の作成及び区民会議の立上げに向
けた委員候補者の選定等を予定通
りに行いました。

・年８回開催予定の区民会議におい
て有意義な審議ができるよう、資料
作成等の準備を計画的に行う必要
があります。
・教育推進部全体で取組むととも
に、関係部（男女協働子育て支援
部等）との調整を図ります。

― Ａ

②区民会議委員２０人のうち、
公募区民委員の候補者を５人
決定しました。また、地域団体
に対し、委員候補者の推薦依
頼を行いました。

拡充

034
教育ビジョンの推
進

文京区基本構想の趣旨の実
現を図るために、各学校・園が
地域に開かれた特色ある教育
活動を推進します。

・全小・中学校において「道徳
授業地区公開講座」「教科の
授業地区公開講座」を実施し
ます。
・全小・中学校、幼稚園におけ
る特色ある教育活動の実践と
成果を紹介するため、啓発資
料「かがやく心」を作成・配布
し、学校、家庭、地域に広めま
す。

・引き続き、全小・中学校において
「道徳授業地区公開講座」「教科の
授業地区公開講座」を実施しまし
た。また、区のホームページを活用
し開催日程等周知に努めました。
「教科の授業地区公開講座」では、
各学校の「授業改善推進プラン」の
改善について周知を図りました。

・各学校が「道徳授業地区公開講
座」「教科の授業地区公開講座」の
実施方法を工夫し、引き続き特色あ
る教育活動の向上に取り組む必要
がある。
・啓発資料「かがやく心」の内容改善
をさらに進めていく。

Ａ ―

①各学校・幼稚園が地域に開
かれた特色ある教育活動を更
に推進していくことを期待した
い。（学校関係者評価委員）
　
②道徳授業地区公開講座、
教科の授業地区公開講座に
は、各学校とも多数の保護者
（区民）に出席をいただいてい
ます。

現状維持

035
確かな学力育成
事業

・区立小学校において校長の
経営方針、指導の重点等を踏
まえた指導を行い、学力向上
を図ります。35人以上の小学
校低学年では複数担任制によ
るきめ細やかな指導を行いま
す。
・区立中学校において、少人
数指導やティームティーチン
グによる指導方法の工夫・改
善を推進し、学力向上を図りま
す。

・各小学校に1名非常勤講師
を配置し、指導方法工夫・改
善を推進するとともに、35人以
上の低学年学級に複数担任
制のための講師を配置しま
す。
・各中学校に、指導方法工夫・
改善に向けた学校の計画・要
望に基づいて非常勤講師を配
置します。

・区立全小学校に校長の経営方針
に基づいた指導方法工夫・改善の
ための講師を配置しました。
・学級の個別課題に対応するため
に講師を配置しました。
・中学校に基礎基本の定着、少人
数指導の充実を図るため、講師を配
置しました。（少人数学習の充実）

・前年同様、学校の現状や課題、校
長の方針に応じて、各学校で講師
の効果的な活用が図られるよう適宜
指導・支援を行う必要があります。
・また、複数担任制のための講師配
置（35人以上の低学年学級）につい
ては、小１問題への対応等について
適宜検証することが必要です。

Ｂ ―

①各学校での学力向上への
取り組みを今後とも続けてほ
しい。また、各小・中学校への
非常勤講師を配置による指導
方法の工夫・改善、複数担任
制の成果については、学校関
係者評価において取組を評
価してほしい。（学校関係者
評価委員）

現状維持

036
いのちの教育の
推進

様々な体験活動や学習にお
いて、「いのち」について考え
る機会を提供し、「いのちを大
切にする心」や自尊感情を育
む教育の充実を図ります。

・いのちの教育推進モデル校
を指定し、発達段階に即して
「命」について考え、自尊感情
を高める教育活動を実践研究
を行います。
・生命にかかわる重大な事故
やいじめや不登校を未然に防
ぐために、感情表現やコミュニ
ケーション能力を育てる「いの
ちと心のケアプログラム」（仮
称）を試行し(アサーショント
レーニングの導入）、さらに全
校において「いのちと心の授
業」を実施します。

・全小中学校で実施した「いのちと
心の授業」は、児童生徒に「いのち」
の多様な価値について深く考えさせ
ることができました。参観された保護
者からも好評でした。

・全小中学校で実施する「いのちと
心の授業」の内容の充実を図るとと
もに「いのちの教育」の趣旨を各学
校へ一層伝えていく必要がありま
す。また、「いのちを大切にする心」
や自尊感情を育む教育の充実を図
るとともに、「いのちと心のケアプログ
ラム」の実施に向けてモデル校にお
ける研究の充実を図る必要がありま
す。

Ａ ―

②「いのちと心の授業」には区
民保護者にも公開し、アン
ケートにより内容の充実に努
めていきます。

現状維持

子
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①区民要望等
②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
(B様
式)

目的 手段 成果 課題
指   標
達成度
(A様

方向性

037
学校図書館の充
実

子ども読書活動
推進計画

「学校図書館図書標準」の達
成に向けて、計画的に図書を
購入するとともに、区立図書館
の人材を活用し、子供読書環
境の整備を図ります。

学校図書館用コンピュータを
利用し貸出・返却を行うこと
で、子ども達に読まれる図書
の傾向を踏まえて図書を購入
するとともに、区立図書館から
派遣された司書（司書補を含
む。）からアドバイスを受けて
蔵書や図書データの整理な
ど、学校図書館の環境を整備
します。

平成23年度に学校図書担当教諭に
対し、操作方法等の研修を１回行い
ました。
また、中学校の学校図書館用コン
ピュータとインターネットの接続を行
いました。

学校図書館用コンピュータとイン
ターネットの接続については、中学
校だけでは整備が不十分なため、
今後は順次小学校にも接続を行っ
ていく必要があります。

― Ｂ

核を担うべき図書室は、蔵書
管理・貸し出し確認なども不
充分で、始業前、休み時間、
放課後を通じて、日常的に図
書室を利用しにくい状況で
す。
②学校図書館ボランティアも
機能し､ＰＴＡでも壁を塗り替
えるなど、自分たちでできるこ
とからと活動をすすめてまいり
ました｡蔵書数も順調に増えて
きましたが、昨年度、学級数
の増もあり学校図書館図書基
準を満たすにはいたっており
ません｡生き生きとした図書､
図書室にするために､早期の
購入計画をお願いいたしま
す。

拡充

038
「文の京」学ぶ力
レベルアップ推進
校

各学校から確かな学力の向上
を図るための企画を募り、提案
を支援することで各学校の課
題に応じた児童・生徒一人一
人の学ぶ力レベルアップを図
ります。

実施希望校からの提案に基づ
いて教育委員会が実施校（学
ぶ力レベルアップ推進校）を
決定し、企画内容に応じて予
算を配分し、特色ある実践的
な取組みを支援します。

・23年度は小学校11校、中学校全
校を学ぶ力レベルアップ推進校に
指定し、事業を実施しました。
・小学校では、主に特色ある教育活
動の外部講師、学習支援等に活用
し、中学校では、主に放課後や土曜
日等に活用し、児童・生徒の学力向
上に取り組みました。

・各学校の特色ある教育活動の推
進に向けて、学校の主体性を期待
し引き出す事業であり、今後も一層
の充実・拡充を目指す必要がありま
す。
・実施校における取組を未実施校に
おいても活用できるように情報提
供、普及啓発を行う必要がありま
す。

Ｂ ―

①各学校の課題に応じた児
童・生徒一人一人の学ぶ力の
レベルアップを今後とも図って
ほしい。（学校関係者評価委
員）

改善・見直し

039
健康教育推進事
業

文京区健康教育
推進委員会　検
討結果報告、健
康ぶんきょう２１

区立小・中学校の児童・生徒
を対象に、学校と家庭と地域
が連携し、健康増進や疾病予
防、一人ひとりの健康課題に
応じたきめ細かな健康教育を
推進します。

区立小・中学校の児童・生徒
が、個に応じた健康への取組
を行えるよう、学校医会・学校
保健会及び区内大学の協力
を得て、健康事業を実施しま
す。

小日向台町小学校をモデル校に選
定し、健康トレーナーによる健康指
導および健康相談を３学期中に計９
回（週１回毎週月曜）実施しました。
また、全校保護者・教職員を対象と
した順天堂大学教授等による健康
教室を、３学期中に２回実施しまし
た。これらにより、児童の体力向上・
生活習慣の改善が進み、保護者に
対しても意識の変容などの成果が
得られました。

体育や保健だけでなく、家庭科や
総合的な学習の時間を通して健康
教育・食育を計画的に行う必要があ
ります。また、23年度は協力いただ
いている順天堂大学の先生方のお
力を一校に集中することができまし
たが、24～26年度は5校、27年度か
らは全30校と順次拡大するため、規
模にあわせた環境整備が課題で
す。

Ａ ―

①今後区内で健康教育を推
進するというが、偏食・アレル
ギーなどの生活習慣を家庭だ
けで改善するのは難しいと思
う。（文京区健康教育推進委
員会検討結果報告パブリック
コメント）

現状維持

子
育
て
・
教
育
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040
地域の伝統・文化
を活かした教育活
動の推進

区立小・中学校において、我
が国や郷土の伝統や文化を
尊重するための教育を充実さ
せ、体験活動を重視した学習
活動を展開します。

・副読本（小学校「わたしたち
の文京」、中学校「わがまち文
京」）を活用した伝統・文化理
解に関する教育活動を実施し
ます。
・学校及び地域の実態に応じ
て地域人材を活用するなど、
教科や領域の学習、部活動、
学校行事等において体験活
動を重視した教育活動を展開
します。
・伝統・文化理解教育に関す
る教員研修（教育課題研修）を
実施します。

・副読本を活用した文京区の伝統文
化理解に関する事業を実施しまし
た。
・教育課題研修会を開催、文京ふる
さと歴史館の職員による教職員への
講義を行ったほか、「文京ふるさと学
習プロジェクトチーム」を立ち上げ、
区の歴史や文化、森鴎外生誕１５０
年をはじめ区にゆかりのある人物を
扱った教育活動の開発を行いまし
た。

・「文京ふるさと学習プロジェクト
チーム」の機能を活用し、文京ふる
さと歴史館、森鴎外記念館、大学等
関係機関との連携を図りの歴史や
文化、区にゆかりのある人物等に触
れ、学習する機会の充実を図り、我
が国や「わがまち文京」を愛する心、
感動する心の醸成の充実を図る必
要があります。

Ｂ ―
②各校園とも地域の人材を活
用しています。

改善・見直し

041
学力向上個別支
援プログラム

・児童・生徒の学力・学習状況
調査を実施し、その分析結果
を各学校の指導方法を工夫・
改善するとともに、家庭学習の
啓発に生かします。

・小学校第4学年、中学校第1
学年では区独自の調査を実
施し、小学校第6学年、中学校
第3学年では全国学力・学習
状況調査（抽出校以外）の分
析を実施します。
・各小・中学校が調査結果を
客観的資料として、自校の児
童・生徒の学力・学習状況を
把握し、一人一人の「確かな
学力」の育成に向けた授業改
善を行います。

・区・都の学力調査を実施し、学習
状況を把握し、授業改善に活用しま
した。また、各小中学校が調査結果
と授業をもとに「授業改善推進プラ
ン」を改訂し、ホームページ等で公
表するほか、保護者会等で説明しま
した。平均正答率については、全国
比較で5.2ﾎﾟｲﾝﾄ（小4・小6・中1・中
3）、都比較で5.9ﾎﾟｲﾝﾄ（小5・中2）上
回っています。

・調査結果の分析及び活用、授業
改善の具体策について各学校がさ
らに検討する必要があります。文京
区の学力の定着状況は、都全体や
国全体の平均より上回っています
が、理科の正答率が他教科より低
く、今後の重点課題の一つと言えま
す。引き続き、授業改善に努める必
要があります。

― Ｂ

①「子どもたちの意欲、興味
関心を引き出す指導の工夫を
より積極的に行っていってほ
しい。習熟度別学習のグルー
プの意味を子どもたちにしっ
かりと伝え、個に応じた指導の
充実を図ってほしい。」「より生
徒がわかりやすい授業のため
の授業を求める。」等の意見
が学校関係者評価委員会か
ら挙がっております。

現状維持

042
保・幼・小・中の連
携教育の推進

「小１問題」及び「中１ギャップ」
の未然防止をを図るために、
各学校・園が連携による教育
課程改善、学力向上策、相互
交流等による教育的効果を総
合的に検討します。

・プロジェクトチームを設置し、
連携教育カリキュラム作成を含
む保・幼・小・中連携に関する
教育施策の検討を行います。
・区立幼稚園（保育所）、小・中
学校によるブロック別連携協
議会を開催し、各ブロックの現
状に応じて教育課程連携、交
流活動、情報交換等を推進し
ます。

・都の指定事業の実践の成果と各
学校・園の実践をもとにプロジェクト
チームで、連携教育カリキュラムの
冊子を作成、各校園に配布しまし
た。それをもとにスタートカリキュラム
や連携プログラムを実施したことによ
り、各段階間の円滑な接続を進める
ことができました。

・今年度実施したスタートカリキュラ
ムの検証を行うと同時に、各段階で
育てたい力や態度を明らかにして、
連携教育のシステム化を図り、さら
に全校園の普及啓発を図る必要が
あります。またプロジェクトチームの
協議、検討の内容の充実を図って
まいります。

― Ｂ

①学校関係者評価委員会に
おいて「幼稚園教育が土台と
なり、小中学校に進んでいくも
のなのだと改めて痛感した」と
の意見がありました。

改善・見直し

043
大学との連携によ
る学校活動支援
事業

区立小･中学校における学力
向上の支援策として、大学生
等ボランティアを活用し、学習
指導補助員として派遣します。

・区立小・中学校が大学と連携
を図り、大学生等を学習指導
補助員として活用します。
・大学生等ボランティアには、
任用に従って交通実費程度の
謝礼を支払います。

・区立小学校１７校、中学校８校で大
学生等ボランティアを学習指導補助
員として活用しました。
・通常の授業における担任の指導
補助をはじめ、放課後や長期休業
中の補習などの学習指導補助員と
して活用することで、きめ細かな指
導を行っています。

・大学生等ボランティアの人材確保
が必要です。
・区内の大学等への広報活動のあり
方も課題です。

Ｃ ―

①学級担任以外のボランティ
アが学習補助に入るのはあり
がたい。大学生等の指導補助
が加わることによる個別指導
の充実を期待する。（学校関
係者評価委員）

現状維持

子
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044
交流及び共同学
習支援員配置事
業

障害のある子どもの自立と社
会参加を促進するとともに、障
害のある子どもとない子どもと
の相互のふれ合いを通じて豊
かな人間性を育みます。

区立小・中学校の特別支援学
級在籍の児童・生徒が、通常
の学級との交流や学習を行う
際、学習活動のサポートや介
助を行う交流及び共同学習支
援員を特別支援学級設置校
に１～２名配置します。

・特別支援学級在籍の児童・生徒
が、通常の学級との交流や学習を
行うために支援員によりサポートや
介助を行うことによって、「交流及び
共同学習」をより広く進めることがで
きました。

・特別支援学級在籍の児童・生徒が
増加傾向にある現在、今後十分な
サポート体制が組めるかどうかが課
題です。

Ａ ―

①特別支援学級に在籍する
児童・生徒と、通常の学級との
交流や学習を更に進めてほし
い。（保護者）

現状維持

045
特別支援教室専
門指導員派遣事
業

通常の学級に在籍する発達
障害等、特別な支援が必要な
児童・生徒への支援体制の整
備は急務です。そのため、在
籍校において、派遣指導員
（教員免許をもつ専門指導員）
を配置し、適応状態の改善を
図るための教育環境の整備を
行います。

モデル校（特別支援学級未設
置小・中学校５校）を指定し、
教員免許をもつ専門指導員を
派遣し、通常の学級における
必要な児童・生徒の取出しに
よる専門的指導を行い、「特別
支援教室」の運営を支援しま
す。モデル校では「特別支援
教室」の運営における指導内
容・方法等について研究し、
検証を行います。

・通常の学級に在籍する発達障害
等の特別な支援が必要な児童・生
徒への支援体制の整備として、指導
員（教員免許をもつ専門指導員）を
配置しました。このことにより、適応
状態の改善が少しずつ図られるよう
になってきました。

・通常の学級における「特別支援教
室」の運営の在り方について、今後
とも研究と検証を行う必要がありま
す。

Ａ ―

①通常の学級においても、特
別支援教育を更に推進してほ
しいという意見をいただいてい
る。（保護者）

現状維持

046
教職員ＩＣＴ活用
研修

教職員が、基本ＯＳやベー
シックな事務用ソフトの他、授
業や教材作成に活用できるグ
ラフィックソフトやプレゼンテー
ションソフトに習熟するほか、Ｉ
ＣＴ機器を利用した授業方法
を学ぶことにより、教務や校務
の効率化や授業の質の向上
を図ります。

６時間を１単位とした研修を幼
稚園、小・中学校の長期休業
期間に集中して実施するほ
か、学校等への技術的サポー
トを随時行います。

・学校のニーズに合わせて、アプリ
ケーションの基本的な操作のほか、
画像処理など校務や授業等で活用
できる内容の講座を実施しました。
・電子黒板や大判プリンターなど、
授業に直接活用できるＩＣＴ機器の
研修を実施しました。
・幼稚園、小・中学校のホームペー
ジの更新、メンテナンスのサポート
や随時学校への技術的支援を行い
ました。

・研修内容、実施時期等を工夫し、
魅力があり受講しやすい研修にする
ことにより、効率化を図る必要があり
ます。
・教職員がＩＣＴ環境に適応するため
の継続的な支援が必要です。

Ｂ ― 改善・見直し

047
総合教育相談事
業の連携強化

学校や保護者、子ども本人に
対し多角的な支援を行うことに
より、いじめや不登校、家庭内
暴力、児童虐待、集団不適応
等の課題や教育・生活上の悩
み等について、予防・発見・解
消を図ります。

教育相談室での面接相談を
はじめ、専門家の派遣や適応
指導教室等様々な形で、子ど
も、保護者、学校等に対する
多角的な支援を実施します。

・不登校対策の強化をはかり、総合
教育相談内で「不登校対応チーム」
を立ち上げました。各小・中学校か
ら年3回不登校児童・生徒の個票を
提出してもらい、情報を集約しまし
た。個票をもとに全小・中学校を訪
問し、不登校児童・生徒の協議をし
ました。
なお、メンタルフレンド事業は「家庭
と子どもの支援員制度」（新規事業）
に統合しました。

・定期的な面接が難しく、こちらから
出向くスタイルの相談ができると良
いケースが増加しています。平成22
年度より開始したスクールソーシャ
ルワーカーは、訪問相談やケース
ワークをして、効果をあげています。
今後、さらに対応するケースが増加
すると思われるため、本事業を拡充
していくことが求められます。

Ｂ ―

①「自分自身を振りかえる時
間ができた」「来談すると子ど
もの表情が明るくなる」「学校
では話しにくいことが話せる」
「教育相談室まで行くのがし
んどい」「学校や家庭に足を
運んでもらえて動き出すことが
できた」「学校以外に不登校
になってしまった子どもの居
場所ができて良かった」（相談
時の聴き取り）

②主任児童委員との連携（民
生委員・児童委員協議会主任
児童部会への参加、総合教
育相談連絡会でのスクールカ
ウンセラーとの協議、四者協
への講師協力）

拡充

子
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048
科学教育支援事
業

自然観察や実験・ものづくりを
通じ、子ども一人ひとりの、自
然科学に対する豊かな感性や
創造性、科学的な見方や考え
方を育成します。併せて、子ど
も向けの情報科学事業を通
じ、パソコンのスキルや情報リ
テラシーの向上を図ります。

「科学教室」、「親子理科教
室」、「やってみましょう楽しい
実験」、「親子パソコン教室」等
の教室を開催するほか、「子ど
も科学カレッジ」等の新規事業
を通じ、大学連携を一層拡大
します。また、移動科学教室、
理科の出前事業、教員向けの
理科実技研修を実施します。

科学教室等では、延べ2,323人の参
加がありました。講座の内容も、普
段、学校の授業では経験できないメ
ニューを提供するよう工夫し、科学
への興味や関心を触発する契機に
することができました。また、親子で
参加する教室では、協力して実験
や工作に取り組むことで、親子のコ
ミュニケーションを深める良い機会
にもなっています。

５歳以上の幼児から中学生までを対
象とし、年齢層に応じた講座を実施
していますが、全体的な傾向とし
て、参加者が低年齢（低学年）化し
ており、参加者に応じた講座内容を
提供することが課題でした。そこで、
２４年度は、「子ども科学カレッジ」を
立ち上げ、高学年を呼び込む起爆
剤としました。

Ｂ ―

①「科学事業に参加して、子
どもが理科に興味を持つよう
になりました。これからも、大
学との連携を進めて、より高度
な内容の講座を設けてくださ
い。」（子ども科学カレッジ参
加者）

拡充

049
学校支援地域本
部事業

地域全体で学校教育を支援
する体制づくりを推進すること
により、教員の子どもと向き合
う時間の増加、住民等の学習
成果の活用機会の拡充、及び
地域の教育力の活性化を図る
ため、学校支援地域本部の設
置をします。

昨年度実施した本事業のＰＲ
事業である学校支援地域本部
フォーラム開催後に、実施希
望校が大幅に増加したことか
ら、そのような学校と調整を図
りながら、設置校を拡大してい
きます。

23年度においては、小学校11校に
おいて学校支援地域本部による活
動が行われ、前縁同様、授業・部活
動・文化芸術活動の指導補助、学
校HPの作成支援等が行われまし
た。
また、23年８月の設置意向調査で
は、24年度に4校、25年度に4校新
たに設置の意向があり、中学校にも
初めて学校支援地域本部が設置さ
れる予定です。

・本事業は平成２０年度から開始し
た事業であるため、実施状況等を踏
まえ、より良い事業展開を目指し、
今後も取り組む必要があります。な
お、前年度掲げた課題については
検討を進める必要があります。

Ａ ―
②PTA関係者、及び地域の
方々に活動を担っていただい
ています。

拡充

050
学校運営協議会
（コミュニティ・ス
クール）の運営

学校運営に関する校長の権
限と責任の下、地域・保護者
等も一定の権限と責任をもっ
て学校運営への参画を進める
ため、学校運営協議会（コミュ
ニティ・スクール）を設置し、運
営します。

地域住民・保護者・校長等を
委員とする学校運営協議会を
設置し、学校運営の基本的事
項の承認、学校運営に対する
意見、支援をとおして、開かれ
た学校づくりを進めます。

平成２３年度、モデル校２校とも試行
錯誤しながら適切に運営することが
できました。１校については学校運
営協議会が、学校支援地域本部の
新設について検討し、具現化するな
ど、２校とも学校運営の基本的事項
（教育課程）の承認、学校運営に対
する意見、支援を行いより魅力的な
学校づくりに学校運営協議会がそ
の役割を果たしています。

・文京区として、初めての事業であ
り、保護者・地域住民の理解をさら
に深めていく必要があります。
・学校支援地域本部、学校関係者
評価委員会との整理（統合や存続
などを含めた）について、各校の実
態に合わせて進める必要がありま
す。

― Ｂ
②モデル校２校の学校運営協
議会は、保護者や地域住民
等が委員を構成しています。

現状維持

051
空調機設置（幼稚
園保育室等の冷
房化）

夏季の気温上昇等、近年の気
候変化に対応し、良好な教育
環境を確保します。

（設置済みの柳町幼稚園を除
く）幼稚園9園の保育室、小学
校1校・中学校2校の図書室、
及び小学校7校の図工室に、
コストやメンテナンス面を考慮
し、リース方式による空調機を
設置します。

（設置済みの柳町幼稚園を除く）幼
稚園９園の保育室、小学校１校及び
中学校２校の図書室に空調機の設
置を実施し、園児・児童・生徒の健
康維持を図りました。
　なお、設置に係る電源設備の改修
等は終了しましたが、リース経費は
継続していきます。

空調機台数が増えることによる消費
電力量の増加が課題となります。ま
た、近隣より室外機の音に対する苦
情が寄せられます。

Ａ ―
①小・中学校の特別教室に空
調機を設置してほしい。
（PTA）

縮小

052 外壁・サッシ改修
小中学校の児童・生徒・教職
員に、安全で良好な教育環境
を提供します。

老朽化している外壁・サッシの
改修を行います。
改修にあたっては、主に夏季
休業期間を活用して行うた
め、１校の改修完了には、複
数年にわたる工事が必要で
す。

駕籠町小学校（Ⅰ期）の外壁・サッ
シを改修しました。

工事期間中は、校舎・校庭の一部
が使用できなくなるとともに、騒音等
も発生するため、児童・生徒への負
担の軽減を図る必要があります。

Ａ ―

①外壁・サッシの老朽化やそ
れに伴う雨漏りなどへの対策
の要望が多く寄せられていま
す。（小・中学校PTA）

拡充

子
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①区民要望等
②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
(B様
式)

目的 手段 成果 課題
指   標
達成度
(A様

方向性

053 校地の拡張
小・中学校の児童・生徒・教職
員に、より充実した教育環境に
整備します。

必要な運動場を確保するな
ど、良好な教育環境を確保す
るため、校地の拡張に努めま
す。

引き続き情報収集に努めています。

小・中学校に隣接し、有効な活用が
可能な土地を探すことは困難な状
況です。
また、土地の購入には、多大な経費
が必要となります。

― Ｃ

①運動会の練習及び運動会
は六義公園運動場を借りてい
るため、練習時間、量とも制約
があるとともに、六義公園運動
場の使用にあたり日程調整が
難しいため、運動場の拡張を
要望する。（ＰＴＡ）

現状維持

054 第六中学校改築

文京区立 小・中
学校将来ビジョ
ン、文京区立第
六中学校改築基
本構想

「区有施設中長期改修計画」
において耐震ランクがＣである
校舎の全面改築を行い、生徒
の安全を確保し、良好な教育
環境を提供します。また、向丘
地域活動センター及びアカデ
ミー向丘についても老朽化等
により改築が必要なため、同
校舎と併設し改築改築を行こ
とにより、施設の有効活用を図
ります。

現在の敷地を有効活用して改
築を行うため、仮設校舎を敷
地内に建設いたします。また、
１期工事で旧校舎東側部分に
地上７階地下１階の校舎及び
体育館等を、２期工事で旧校
舎西側部分及び旧体育館部
分に一部校舎を含む区民施
設とグラウンドの整備を行いま
す。

平成23年度は既存校舎一部解体、
改築工事着工しました。一期工事完
了25年度、二期工事完了26年度に
向け、工事を進めています。

躯体工事中に地中障害が生じ、杭
工事を含め工程表の見直しを検討
しながら工事を進めていきます。

Ａ ―

①・基本構想検討委員会にお
いて、校舎と屋内体育館との
一体改築等多数の要望があり
ました。
　・改築基本設計説明会を実
施し、工事期間中の騒音、振
動対策等安全面の確保等の
要望がありました。

②・文京区立第六中学校改築
基本構想検討委員会にＰＴＡ
会長等の参加
　・検討結果報告においてパ
ブリックコメントにより意見募集
　・計画説明会の実施

拡充

055 校庭の整備
幼稚園、小・中学校の園児・児
童・生徒・教職員に、安全で良
好な教育環境を提供します。

全天候型舗装（ウレタン系、ゴ
ムチップ系、アスファルト系、
砂入り人工芝）校（園）庭を採
用している幼稚園・学校のう
ち、舗装が老朽化している幼
稚園、小・中学校について、整
備を行います。

汐見小学校の校庭舗装を改修し、
教育環境を向上させることができま
した。

運動中の事故を防ぐためにも。園
児・児童・生徒が運動する校庭の舗
装面を良好な状態に保つことが求
められており、計画的に整備する必
要があります。天然芝の導入につい
ては、学校とも協議していく必要が
あります。また、維持管理コストや地
域の教育力活用の観点から地域の
方々の協力が不可欠です。

Ａ ―
①改修に当たっては、学校と
協議してほしい。（小・中学校
PTA）

現状維持

056 耐震性能の向上

文京区区有施設
の中長期改修計
画、文京区が所
有する公共建築
物の耐震化整備
プログラム

幼稚園、小・中学校の園児・児
童・生徒・教職員に、安全で良
好な教育環境を提供します。

校（園）舎の耐震性を向上させ
るため、改修工事を実施しま
す。小・中学校については、1
校の改修に2年（夏季休業期
間×2期）を要します。

林町小学校（2期）、金富小学校（1
期）、小日向台町幼稚園の耐震補
強工事を実施しました。工事手法を
工夫し、夏季休業期間中に大部分
の工事を完了させました。

工事期間中は、校（園）舎の一部ま
たは全部が使用できなくなるととも
に、騒音等も発生するため、園児・
児童・生徒への負担の軽減を図る
必要があります。

Ａ ―

①学校・幼稚園の校（園）舎の
耐震性を高めて安全性を確
保してほしいとの要望が多く
あります。（小・中学校PTA）

現状維持

057 給食室の整備

老朽化した給食室を改修し、
ドライシステムに整備すること
で、安全な給食を提供すること
を目的とします。

衛生面の安全性を高めるた
め、ドライシステムの施設に改
修します。

小日向台町小学校をドライシステム
の給食室にすることにより、施設の
安全、衛生環境が改善されました。
駒本小学校の給食室の実施設計を
行いました。

区立小・中学校給食室は、まだウ
エットシステムの学校があり、老朽化
も進んでいます。また、作業区分を
分けることや専用の便所など未整備
の学校があります。衛生基準にあっ
た安全、衛生を確保するために継
続的、計画的な改修、設備工事が
必要です。

Ａ ―

①給食室は、かなり老朽化し
ているため、改修をして欲しい
との要望があります。（給食運
営協議会）

現状維持

子
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①区民要望等
②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
(B様
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達成度
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方向性

058
教育情報ネット
ワーク環境整備
の充実

児童に対するＩＣＴ環境を拡充
し、ＩＣＴ学習の習熟をより高め
ます。
また、小学校に校内ＬＡＮを敷
設し、教育用のコンピュータの
活用等、ネットワーク環境を統
一し、校内の情報流通の円滑
化、共有化を図ります。

小学校のコンピュータ教室の
更新に合わせ整備台数を1教
室当たり20台から40台へ変更
します。
教員人数、栄養士人数に加え
講師、非常勤事務員及び専門
職職員用として既存環境と同
様のコンピュータ2台を追加し
ます。
小学校の普通教室、特別教室
に有線ＬＡＮを敷設します。

小学校20校うち、10校のコンピュー
タ教室のパソコン台数が40台となり、
一人１台が達成され、ＩＣＴ教育の充
実が図られています。

電子黒板を活用するために、電子
教材をネットワークで共有して利用
できることが求められています。

Ａ ―

①児童用コンピュータの台
数、ネットワーク環境等につい
て、近年、ＰＴＡなどからも、不
足・不十分を指摘する意見が
寄せられるようになってきてい
ます。

拡充

059
青少年対策地区
委員会活動支援

子育て支援計画・
アカデミー推進計
画

各地区が持つ地域性を活かし
ながら、地域における青少年
健全育成事業を実施している
青少年対策地区委員会（９地
区）の活動を支援することによ
り、区内青少年健全育成施策
の充実を図るとともに、子ども
たちが地域の中で温かく見守
られながら健やかに成長して
いける環境をつくります。

青少年対策地区委員会が実
施する青少年健全育成活動
に対する補助を行うとともに、
合同行事の支援を行います。
また、委員研修会、会長会、
地区連絡会などを開催し、情
報交換や委員の知識の習得
の場として活用しています。

各地区委員会の活動方針に基づ
き、地域性を生かしながら、地域と
子どもをつなぐ中心的役割を担う団
体として青少年健全育成事業を展
開しています。とりわけ九地区合同
行事「文の京こどもまつり」の参加者
は年々増加するなど、青少年対策
地区委員会活動への期待が高まっ
ています。

青少年対策地区委員会の役割や他
の地域団体との連携のあり方をあら
ためて整理し、青少年健全育成活
動をより効果的に展開する必要があ
ります。
青少年問題協議会と連携しながら、
時代に即した活動の推進を図ること
が必要です。

Ａ ―

①各地区委員会の事業は、
家族のふれあいの場や青少
年の社会参加の場としても好
評です。

②青少年対策地区委員会の
活動には、地域の青少年関
係団体や学校関係者などが
参加しています。また、中高
生リーダーの育成や事業への
参画も定着してきました。

現状維持

060

「はじめの一歩！
（文京区青少年育
成プラン）」の推
進

「はじめの一歩！
（文京区青少年育
成プラン）」・子育
て支援計画

文京区青少年問題協議会で
策定した「はじめの一歩！（文
京区青少年育成プラン）」に基
づく実効性のある取り組みを、
区内青少年関係団体とともに
実施し、青少年健全育成施策
の充実を図ります。

「はじめの一歩！（文京区青少
年育成プラン）」の重点行動で
ある「あいさつ・声がけ・きっか
け作り」の啓発チラシや、ＩＴメ
ディアの安全かつ適切な活用
についての情報提供用冊子を
作成し、区内小学生等に配布
します。また、文京区青少年問
題協議会に検討部会を設置
し、「（仮称）中高生育成方針」
の策定に向けて検討を行いま
す。

「あいさつ・声がけ」運動の啓発用
シールやＩＴメディアに関する情報提
供用冊子を区内児童や保護者に配
布し、継続的な啓発を行っていま
す。また、中高生が大人になるまで
の総合的な育成支援施策を推進す
るための「文京区中高生育成基本
方針」を策定し、今後の中高生向け
事業の充実に向けて、地域団体な
どとの意識の共有を図りました。

「文京区中高生育成基本方針」に基
づく中高生施策の充実を図るため
には、その理念や中高生育成に関
する意識を浸透させていく必要があ
ります。　また、青少年健全育成施
策の一層の推進を図るためには、
各地域団体等の役割も含め、時代
に即した青少年健全育成活動のあ
り方を整理する必要があります。

Ａ ―

①「区民の声」には「あいさつ・
声がけ」運動に共感する意見
も寄せられています。

②「文京区中高生育成基本方
針」は、地域団体や学校教諭
など普段から中高生と向き
合っている大人たちの意見に
より組み立てられています。

現状維持

061
青少年の社会参
加及び青年育成
事業の推進

子育て支援計画・
アカデミー推進計
画

青少年が地域の人たちとの交
流を通じて社会の一員である
ことを実感し主体的に社会参
加するきっかけとなる事業を支
援することで、青少年の社会
参加と自立を促進します。
また、青年が地域社会で自主
的に活動するために必要とな
る講座や、青年自らが企画・運
営する事業を支援し、地域社
会で自主的に活動できる青年
を育成します。

区内で非営利活動を行う団体
（ＮＰＯ等）が実施する、地域
の人たちとの交流を通じて青
少年が主体的に社会参加す
るきっかけになる事業及び、青
年が地域社会で自主的に活
動するために必要となる講座
や、青年自らが企画・運営する
事業に対し、補助金を交付し
ます。

継続して実施している事業について
は事業内容の充実が図られました。
また、新規事業は積極的な事業の
周知により、多くの子どもたちが参
加するなど十分な成果をあげていま
す。
補助事業の選考については、区の
青少年関係所管課長及び学識経験
者が多面的な視点から審査を行っ
ています。

事業目的を実施団体と区が十分に
共有し、実効性の高い事業展開を
図る必要があります。また、青少年
育成事業は申請団体が固定化する
傾向があります。
補助事業の選考について、補助対
象が幅広く、選考基準のあいまいさ
が指摘されています。

Ａ ―

①補助事業は、様々な立場の
人たちとの交流の場として、参
加した子どもたちにも好評で
す。
　活動の実績が少なく、その
運営が不安定な団体からは、
区からの様々な側面支援が
期待されています。

②ＮＰＯ等と他の地域団体と
の協力体制も見受けられま
す。

現状維持

子
育
て
・
教
育

15



①区民要望等
②区民参画
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達成度
(B様
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達成度
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方向性

062
文京区社会を明
るくする運動

子育て支援計画・
アカデミー推進計
画

法務省が主唱する「社会を明
るくする運動」の趣旨に基づ
き、すべての国民が犯罪や非
行の防止と、罪を犯した人たち
の更生について理解を深める
とともに、それぞれの立場にお
いて力を合わせながら、犯罪
や非行のない明るい社会を築
いていくことを目指します。

関係３０団体からなる「文京区
社会を明るくする運動推進委
員会」を組織し、７月の強調月
間に合わせて「東京ドーム周
辺広報啓発活動」「文京区社
会を明るくする大会」「文京矯
正展」などの啓発事業を実施
し、本運動の趣旨を広く呼び
かけます。

東京ドーム周辺広報啓発活動で
は、６００名を超える人が参加し、広
く本運動の趣旨を呼びかけていま
す。
文京区社会を明るくする大会では、
非行からの立ち直りを支える家庭の
絆の大切さを伝えていました。
文京矯正展では、３日間で約３，４０
０名の来場者があり、多くの区民に
対して更生保護の重要性を呼びか
けました。

それぞれの事業においては、参加
者をはじめ区民に対して本運動の
趣旨・目的を十分に理解してもらえ
うような内容にしなければならず、引
き続きその啓発効果を見据えた事
業展開が必要です。

― Ａ

①いずれの啓発事業も参加
者からは好評を得ています。

②（株）東京ドーム・読売巨人
軍・文京学院大学女子中学高
等学校・都立工芸高校など、
企業や学校との連携も推進し
ています。

現状維持

063
子ども110番ス
テッカーの充実

子育て支援計画

子どもたちに対する犯罪の未
然防止と、青少年が安全かつ
安心して生活できる良好な地
域環境の形成を目指します。

緊急時に子どもが駆け込める
緊急避難場所を示す「子ども１
１０番ステッカー」を協力者の
自宅や事業所などに貼付する
とともに、区内の小学校１年生
には事業周知用のステッカー
を配布します。
また、区立小学校ＰＴＡの協力
により、ステッカー貼付場所の
確認と協力者の継続意思の確
認を行います。

協力者数の増加により、地域ぐるみ
で子どもたちの安全を見守る環境が
整備されています。
また、区立小学校PTAの協力を得て
ステッカー貼付場所の確認と協力者
の継続意思の確認調査を行ってい
るため、より信頼性のある事業となっ
ています。
  

子どもたちがステッカー貼付場所を
正確に把握し、緊急時の避難場所
を認識することで、より安全面を強化
することが可能になります。
また、スクールガードなど、他の事業
と連携することで、本事業がより発展
していくことも期待できます。

Ａ ―

①地域で子どもを守ろうとする
意識の高まりから、事業に対
する問い合わせ及びステッ
カー協力者数が年々増加し
ています。

②区立小学校ＰＴＡの協力に
よる貼付状況の調査を実施し
ており、保護者の目線から子
どもたちの安全が保たれてい
ます。

現状維持

064
家庭の日啓発事
業

子育て支援計画・
アカデミー推進計
画

最も基本的な人間形成の場で
ある「家庭」の意義を見直し、
家族のふれあいや結びつきを
深めることの重要性を呼びか
けることにより、青少年健全育
成施策の一層の推進を図りま
す。

青少年対策地区委員会（９地
区）が実施する「家庭の日」啓
発事業に対する補助を行うとと
もに、啓発資材を配布します。

「文の京こどもまつり」など、青少年
対策地区委員会が実施する「家庭
の日」啓発事業は家族のふれあい
や地域の交流の場として活用されて
います。
「家庭の日」の啓発品を野菜の種に
変更し、家族参加型の啓発にするこ
とで家族のふれあいや結びつきを
深める機会を拡大しています。

より多くの家族がその必要性を感
じ、具体的な行動につながっていけ
るよう様々な工夫が必要です。

Ａ ―

①青少年対策地区委員会が
実施する「家庭の日」啓発事
業には、毎年多くの家族が参
加しています。

②青少年対策地区委員会の
活動を通じ、地域性を活かし
た事業展開を図っています。

現状維持

065
青少年対策推進
関係機関連絡会

アカデミー推進計
画

青少年の健全育成や非行防
止などの青少年対策につい
て、情報交換・意見交換を行
い、区内小・中学校、高校、警
察などの緊密な連携と対策の
推進を図ります。

連絡会を開催し、警察からの
少年非行概況の報告や、青少
年健全育成施策に関する情
報交換・意見交換を行いま
す。

各地域における少年非行の状況を
管轄の警察から報告するなど、生活
指導の面からは有益な情報提供が
できています。
学校と地域との関わり（各校の現状
や課題）や中高生世代の社会参加
活動等、学校として行政や地域に
期待することについて意見交換を行
い、連絡会が行政と私立校等をつ
なぐパイプとして活用されています。

各校の特性や教育方針の独立性を
尊重しながらも、中高生向けの事業
の拡充を図るためには、連絡会での
パイプを有効活用する必要がありま
す。

Ａ ― 現状維持

066
（仮称）青少年プ
ラザ事業

（仮称）青少年プラザを設置
し、中高生が気軽に集まれて
自主的な活動ができる場や
様々な人との出会いの機会を
提供することで、中高生が社
会性を身につけ自立した大人
へ成長することを応援します。

教育センター等建物基本プラ
ンに基づき、平成２７年度の事
業開始に向けて施設面や運
営面についての詳細を検討し
ます。

　基本設計の検討に関し、他自治
体の類似施設を見学したことは、諸
室のイメージを固めるために大きな
成果がありました。
　また、地域団体や学校関係者との
意見交換会は、中高生の実態を知
るために効果的であり、利用者側の
視点に立った検討が進められまし
た。

　中高生にとって魅力ある施設にす
るために、中高生のニーズにあった
事業計画を検討するとともに、その
事業を実施していく運営体制も構築
していく必要があります。また、事業
計画の検討にあたっては、中高生
自身のニーズも取り入れていく必要
があります。

― Ａ

①意見交換会では、中高生
世代の社会性と自立を促す
施設のあり方について多くの
意見があります。

②地域団体や学校関係者な
どにより、様々な角度からの議
論がされています。

現状維持

子
育
て
・
教
育
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①区民要望等
②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
(B様
式)

目的 手段 成果 課題
指   標
達成度
(A様

方向性

067
シルバーお助け
隊事業補助

文京区シルバー
お助け隊事業補
助要綱

７０歳以上の高齢者世帯や障
害者世帯を対象に、日常生活
におけるちょっとした困りごとを
援助するサービスを提供す
る。

日常生活におけるちょっとした
困りごとに対し、公益社団法人
文京区シルバー人材センター
が会員を派遣して援助しま
す。１回につき３００円を申込
者が負担し、区が実績にあわ
せてシルバー人材センターに
助成金（１回につき１,３００円）
を交付します。

①平成23年度は524件の実績があり
ました。主な作業内訳はガラス拭き
等の作業、281件、電球等交換69
件、家具移動66件となっています。
②平成20年9月に事業を開始しまし
た。事業開始以来、依頼件数は平
成21年度158件、平成21年度325
件、平成22年度428件、平成23年度
524件と順調に増加しています。

①1件の作業時間が30分を超える場
合があり、利用方法について整理す
る必要があります。
②当初、あまり想定されていなかっ
た軽易な修繕に関する依頼が増加
しています。

Ｃ ―

①高齢者が日常生活の中で
起こった困りごと（短時間でで
きる軽易なもので、継続性の
ないもの）の需要は依然として
高いものがあります。また30分
を超える作業を依頼するケー
スが増えています。
（シルバー人材センター実績
報告より）

②シルバー人材センターの会
員がサービス提供を行ってい
ます。

拡充

068
特別養護老人
ホームの検討

文京区地域福祉
保健計画（高齢
者・介護保険事業
計画）

現在の特別養護老人ホームの
入所希望者と、今後の高齢者
人口及び要介護者の増加に
対応するため、新たな特別養
護老人ホームを整備します。

庁内において、条件整理や整
備手法等について公募に向け
た具体的な検討を行っていき
ます。

新たな特別養護老人ホームの整備
については、一定規模の土地が必
要となるため、公有地を含めて検討
した結果、面積などの基準を満た
し、最も早く整備が可能である、教
育センター敷地を活用することとしま
した。

居室の形態（ユニット型・多床室）や
併設施設の内容など、事業者公募
の条件を検討する必要があります。

― Ｂ

①平成２４年７月１日現在の入
所希望者は８０２人となってお
り、要介護度４・５の入所希望
者は５割程度となっています。

②事業者の公募に当たって
は、学識経験者、福祉保健関
係団体の代表者、公募区民
等で構成する地域包括ケア
推進委員会において意見集
約を行います。

現状維持

069
介護保険サービ
スの充実

文京区地域福祉
計画の高齢者・介
護保険事業計画

高齢者が住み慣れた地域で、
安心して暮らしていくことがで
きるよう、介護及び介護予防
サービスの充実をはかり、各々
の身体の状態に応じ自立した
日常生活を営むことができるよ
う介護保険サービスを提供し
ていきます。

介護保険事業計画に基づき、
被保険者の要介護状態又は
要支援状態に関し、その状態
の軽減又は悪化の防止に必
要な保険給付を行います。保
険給付は被保険者の心身の
状況、その他環境に応じて、
被保険者の選択に基づき適
切な介護サービスが事業者及
び施設等から提供されます。
介護保険事業の持続可能で
安定的な運営を行っていきま
す。

利用者数の伸びなどにより、23年度
の介護給付費は前年度に比べ約
4.8%増加し、高齢者の暮らしを支え
る制度として定着しております。
改正介護保険法で求められている
医療、介護、予防、住まい、生活支
援サービスの５つを一体的に提供し
ていく地域包括ケア体制の実現に
向け、24～26年度までの第5期高齢
者・介護保険事業計画を策定しまし
た。

地域包括ケア体制の実現に向け第
5期事業計画を着実に実施していく
ことが必要です。中でも認知症高齢
者等の施設整備として地域密着型
サービス施設の整備を進めていくこ
とが必要です。

― Ａ

②公募区民を委員に加えた
地域包括ケア推進委員会に
おいて、第5期高齢者・介護
保険事業計画の検討を行い
策定しました。

現状維持

070
地域密着型サー
ビス施設整備費
補助

文京区地域福祉
計画（高齢者・介
護保険事業計画）

要介護状態になっても住み慣
れた地域での生活が継続でき
るよう、地域密着型サービス施
設を整備します。

介護保険法第8条第14項に規
定する地域密着型サービス事
業のうち、小規模多機能型居
宅介護及び認知症対応型共
同生活介護を提供する施設の
整備に係る費用の一部を補助
することにより、整備を促進し
ます。

・24年度を開設年度とする地域密着
型サービス事業所の公募を行い、
認知症対応型共同生活介護（駒込
地区、3ユニット定員27人）の施設整
備に取り組みました。（開設は24年
12月予定）
・24年4月の開設に向け、認知症対
応型共同生活介護（富坂地区、2ユ
ニット定員18人）の整備を進めまし
たが、6月の開設となりました。

小規模多機能型居宅介護拠点施設
は整備が進んでいない状況にありま
す。都心部における土地の確保が
困難であることから、公有地の活用
等も視野に入れた施設整備の検討
が必要です。

Ｃ ―

①グループホームなどが多く
地域にできたらよいと思う。
（介護保険相談、高齢者等実
態調査報告書より）

拡充

福
祉
・
健
康
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①区民要望等
②区民参画
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達成度
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071
高齢者の社会参
加促進事業

文京区地域福祉
計画

会社を退職したり、自営業を
引退した高齢者を対象として、
社会参加、地域活動参加の
きっかけづくりのために講演
会、イベント、見学会等を開催
し、地域社会への参加を促進
します。

区民課協働推進、アカデミー
推進課、社会福祉協議会、シ
ルバー人材センターと連携協
力し、既成のボランティア団
体、ＮＰＯ団体の実態を認識し
たうえで、調整、連絡をしなが
ら、講演会等を実施し、高齢
者の社会参加を図っていきま
す。

平成23年7月23日　　「それぞれの
社会参加～あなたはどれを選びま
すか～」　34人
平成23年10月7日　「一歩の勇気で
人生が変わる～ためらいを捨てて地
域に出よう！」　205人
平成23年12月9日　「まるごとシル
バー人材センター」　11人
平成24年3月4日　「震災に負けない
地域の絆～大震災に備えて～31人

①地域活動への参加意向のある方
が、実際の活動に参加に至ための
工夫が必要です。
②就労に対する意向が高く、区の支
援内容の検討が必要です。
③区民課、アカデミー推進課と連携
し、効果的な事業展開を行うことが
課題です。

Ｂ ―

①60歳以降でも仕事をしたい
（し続けたい）・する予定と答え
た方は67.1％であり高齢期に
おいても就労意欲は高いもの
があります。また、参加したい
地域活動があると答えた方は
68.3％となっており、高い参加
意向が伺えます。（平成22年
度文京区高齢者等実態調査）

②人材センター、区内NPO等
と連携し講演会等を実施して
きました。

拡充

072
ふれあいいきいき
サロンへの助成

　外出の機会が少なくなりがち
な高齢者や障害者、子育て中
の親子が、月に１～２回程度
集い、いろいろな活動の中
で、楽しみながら仲間づくりを
していきます。地域で孤立しが
ちな人たちが住み慣れた地域
の中で支え合い、安心して暮
らしていけることを目的としま
す。

　社会福祉協議会に助成し
て、各サロンに多くの区民が気
軽に参加でき、多様な活動と
幅広い年齢層のサロンが各地
区にバランス良く開設されるよ
う、サロンの開設を計画してい
る人に開設から自立までの支
援を行います。

・サロンが孤立化を防止し、気軽に
参加できる場となっています。
・サロン設置数も74か所となり、計画
の予定数を上回り、開設相談も多く
寄せられています。
・参加者は延べ33,711人で前年比
3,669人増、ボランティアは延4,785
人で同22人増となっています。
・開催回数は延べ2,115回で、同302
回増となっています。

・今までの交流の場としての機能に
加え、参加者同士の変化に気付い
た時に関係機関につなぐ役割を持
つなどの課題解決の機能を持つサ
ロンづくりが必要となります。
・サロン同士のネットワーク化を図る
取り組みが必要となります。

Ａ ―

①定期的に開催会場を確保
するのが困難なので、支援し
て欲しい。（サロン主催者の
声）

②区民が主体となって開設運
営するサロンである。

拡充

073
転倒骨折予防教
室

文京区地域福祉
保健計画（高齢
者・介護保険事業
計画）、健康ぶん
きょう２１

高齢者の心身の機能低下を
防ぎ、転倒や閉じこもりを予防
することで、要介護状態となる
ことを予防します。

地域の身近な施設（12会場）
において、作業療法士・保健
師等が、転倒骨折を予防する
ための運動教室を定期的に実
施します。教室卒業後も運動
が継続できるよう支援します。
あわせて歯科衛生士が口腔の
健康と機能向上のための指導
を直営の各会場で行います。

①体力測定による評価の結果５ｍ最
大歩行において9割以上が維持・改
善し、また、7割以上が身体の変化
を感じており、参加者の心身機能の
維持・向上につながっています。
②新たに自主グループが4グループ
でき、既存のグループと合わせて２８
５人が自主グループに参加し運動を
継続しています。
③平成23年度は卒業生の約6割が
自主グループで運動を開始しまし
た。

①より多くの区民が参加できるように
１会場当たりの定員が増えるよう会
場の見直しが必要です。また、年度
途中でも参加できるよう欠員がある
会場は追加募集する体制づくりが必
要です。
②身体機能の向上と閉じこもり予防
を継続するために教室卒業者の自
主グループを支援するサポーター
が不足しており、今後も引き続きサ
ポーターを育成し増やしていく必要
があります。

Ａ ―

①「転ばなくなった」「腰痛、膝
痛がなくなった」「姿勢に気を
付けるようになった」「運動が
習慣になった」「転びそうな時
に踏ん張れる」「友達にも教室
を紹介したい」「教室を終了し
ても継続して参加できるところ
が欲しい」（参加者のアンケー
ト）

②教室卒業後も運動が継続
できるよう、教室や自主ｸﾞﾙｰ
ﾌﾟに参加している区民・サ
ポーターからの意見を生かし
た教室運営を行っていきま
す。

現状維持

074
文の京介護予防
体操の普及

文京区地域福祉
保健計画（高齢
者・介護保険事業
計画）

元気な高齢者から健康に不安
を抱えている高齢者までが、
自宅や会場等で気軽に体操
を行うことにより、閉じこもりや
要支援・要介護状態になること
を予防します。

地域会場での事業実施、体操
教室、各種イベントにおける実
演、体操出前講座の実施な
ど、あらゆる機会を通じて普及
を図るとともに、体操推進リー
ダーの養成を行います。

平成23年度から汐見・駒込の地域
会場で、参加者の増加に伴い2部制
を実施し、平成24年4月からはシル
バーホールの会場でも2部制を導入
しました。
文の京介護予防体操が区民に浸透
し始めた傾向が見られると考え、23
年度は延7,919人が参加しました。

今後も会場を増やし、自宅近くで気
軽に体操をできる環境を整える必要
があります。
そのためには、大学のボランティア
サークル等今までに周知していない
ところへ推進リーダーの募集をかけ
るなど、地域会場の安定した運営の
ために推進リーダーの養成に努め
ていきます。

Ｂ ―

①一人ではなかなか運動しな
いが、地域会場に来ることで
運動の生活習慣ができ、さら
に友達もできて楽しいです。
（参加者の声）

②区民ボランティアによる推
進リーダーが、自発的に地域
会場の運営を行い、活動が定
着してきています。

拡充

福
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②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
(B様
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目的 手段 成果 課題
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達成度
(A様

方向性

075
認知症予防の充
実

文京区地域福祉
保健計画（高齢
者・介護保険事業
計画）

前頭葉の前頭前野領域の機
能低下を防ぐことから認知症
を予防することで、高齢者が介
護を必要とする状態を防いだ
り、たとえ介護が必要になって
もそれ以上悪化させないように
して、高齢者の自立を支援す
ることを目的とします。

簡単な「読み書き」や「計算」の
習慣化を促す脳のトレーニン
グ（学習療法）に基づいた教
室事業のほか、有酸素運動な
どから脳の血流を良くし認知
症を予防する教室事業を行い
ます。

9月に実施した体験教室に参加した
33名のうち、19名が下期の教室に
参加しました。
上期・下期合わせて、定員192名に
対して218名の応募があり、人気の
事業として定着してきています。
5月より実施している新規事業「脳力
アップ教室」では、参加者が楽しく
積極的に参加している様子が見ら
れています。

人気の事業ゆえにリーピーターも多
く、より多く新規の高齢者に参加して
いただくために、周知方法の見直し
や、途中辞退者が出た場合に、効
果に差が出ない程度に追加参加を
可能にするなど、運営方法の見直し
も検討していきます。
また、新規事業についても効果等を
検証する必要があります。

Ｂ ―

①毎日の宿題を行うことが日
課となり、教室でサポーターの
方とお話するのが楽しいで
す。（参加者の声）

②区民ボランティアによる脳の
健康教室サポーターにより、
学習の誘導を行っています。

拡充

076
ひとり暮らし高齢
者緊急連絡カー
ド設置

文京区地域福祉
計画

６５歳以上のひとり暮らし高齢
者の自宅内での緊急事態に
適切に対処するため、住所・
氏名・緊急連絡先・かかりつけ
医等を記載したカードを作成
し、対象の高齢者宅に設置し
ます。カードの情報は、区と民
生・児童委員、話し合い員、地
域包括支援センターが共有
し、緊急時に備えます。

民生・児童委員が区からの委
託に基づき対象者宅を訪問
し、緊急連絡カードの設置を
勧奨します。

23年度に全数調査を行い、4833件
のカードを設置しました。高齢者の
安否確認や緊急対応、その後のケ
アなどに役立てることができました。

６０歳代の高齢者の中にはカードを
不要と考える方が増えているため、
対象年齢の再検討が必要です。
老々世帯など高齢者だけの世帯で
も、カード設置が必要な場合があり
ます。また、自宅外での緊急時対応
の方法も研究課題です。

Ｂ ―

①「まだ元気なので必要ありま
せん」「ひとり暮らしで心配な
ので…」という声があります。
（民生委員が対象住民を訪問
した際）

②状況調査には民生・児童委
員に委託し、カードの保存も
民生・児童委員も行い、緊急
時に備えています。

改善・見直し

077
緊急通報システム
の整備

文京区地域福祉
計画

独居等高齢者が、安心して自
立した在宅生活を継続するた
めに、家庭内での緊急事態に
対応します。

65歳以上独居等高齢者世帯
で、慢性的な疾患により日常
生活を営む上で常時注意を要
する状態にある方が、自宅内
で緊急事態に陥った時、速や
かな救援を行うことができるよ
う、無線発報器等を利用して
東京消防庁等に通報する緊
急通報システムを整備してい
きます。

民間型緊急通報システム導入によ
り、協力員を確保できない対象者や
協力員の高齢等による辞退の際も
民間型に変更することにより設置が
できるようになりました。このことによ
り、慢性的な疾患を持つ独居等高
齢者を速やかに救援することができ
ています。

①対象者の心身の変化により、緊急
通報システム利用方法の理解が困
難になった時の対応
②消防庁型緊急通報システムから
民間型緊急通報システムへの切換
えの促進などを検討し、援助を要す
る方が適切なサービスを受けられる
体制の構築が必要です。

Ｃ ―

①民間型利用者からは、「い
つでも、相談等でも看護師が
対応してくれるので安心でき
る。」という意見をいただいて
います。

②消防庁型緊急通報システム
の場合、近隣の方や地区の
民生委員、話し合い員が、協
力員として本人宅の鍵を預か
り、消防庁と協力して対象者
の救出に当たります。

現状維持

078
認知症サポー
ターの養成

高齢者・介護保険
事業計画

認知症になっても、住みなれ
た地域で暮らし続けることがで
きるように、地域に１人でも多く
の認知症サポーターを養成し
ます。

認知症サポーター養成講座を
開催し、サポーターの人数を
増やします。
※認知症サポーターとは、認
知症を正しく理解し、認知症の
方や家族を温かく見守る存在
です。認知症サポーター100
万人キャラバンは、厚生労働
省が提唱する全国キャンペー
ンです。

サポーターを増やすことは、認知症
高齢者を地域で受け入れることの第
１歩です。平成23年度は地域包括
主催16回、民間主催4回、区主催1
回、合計21回のサポーター養成講
座を開催し、566人の認知症サポー
ターを養成しました。平成23年度末
までに合計で3,315人のサポーター
を養成しています。

①認知症サポーターのステップアッ
プを図る仕組みを構築することが必
要です。
②小・中学生に対して認知症サ
ポーターを拡大していくことが求めら
れています。

Ｃ ―

①認知症サポーターとして、さ
らに知識を身につけステップ
アップしたい。認知症サポー
ターとしての活動の場を知りた
い。（認知症サポーター養成
講座修了後のアンケート）

②ボランティア団体が主催し
た認知症サポーター養成講
座が計4回開催され54人のサ
ポーターを養成しました。

拡充

福
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①区民要望等
②区民参画
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達成度
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079
ハートフルネット
ワーク事業の充
実

高齢者・介護保険
事業計画

高齢者が住み慣れた地域で
安心して自立した生活を継続
できるよう、区、地域包括支援
センター及び関係協力機関が
相互に連携し、地域全体で高
齢者に対する見守り、声かけ
等を行うとともに、異常等を発
見した場合には、迅速に対応
できる体制を確保します。

関係協力機関それぞれの日
常業務の中で高齢者の異常
を発見したとき、声かけや、地
域包括支援センターへの通報
等を行います。
団体協力機関を中心に安心
ネット連絡会を開催し、ケース
検討や情報交換等を行いま
す。

①民間事業者から5件の情報が寄
せられ早期対応ができました。
②平成23年度は新たに配食サービ
ス事業者1団体が加入し535団体・
個人となりました。

①今後とも協力機関の拡充に努め
ます。また、高齢者あんしん相談セ
ンターと協力団体との連携強化に努
めます。
②連絡会の内容及び開催日数等に
ついて検討する必要があります。
③活動をより活発なものとするため
活動状況の周知方法について検討
する必要があります。

― Ａ

①倒れている方を発見したこ
となど、他の協力団体にも伝
えて欲しい。
（連絡会等における協力団体
からの意見）

②協力団体は区内の個人又
は団体であり、各包括支援セ
ンターを中心にしたネットワー
クは区民参画によって成り
立っています。

拡充

080
高齢者安心見守
りネット

独居高齢者や高齢者のみ世
帯の増加に伴い、高齢者の所
在不明問題や孤独死などが
社会問題化しています。このよ
うな背景の下、高齢者の生活
状況を定期的に捉えるととも
に、異常時等に迅速に対応す
るためには日頃からの見守り
が重要であることから、従来の
見守り事業に加えて、地域に
よる支援のしくみを強化し、高
齢者に対する総合的な見守り
体制を構築します。

高齢者の状況把握訪問とし
て、これまで介護保険や高齢
者サービス等の利用がなく、
区等が状況を把握していない
高齢者（７５歳以上）を対象
に、日常生活の状況、見守り
の希望等について聞き取りを
行うとともに、各種見守り等を
紹介し、個々人の状況に応じ
た見守りにつなげていきます。
また、区において高齢者の
サービス利用状況の一元的な
管理を行い、高齢者への相談
支援について、より迅速かつ
的確な対応を図ります。

３か所の生活圏域で状況把握訪問
を完了しました。訪問の際には、高
齢者の生活状況を確認するととも
に、必要に応じて福祉サービスのご
案内を行いました。また、改めて訪
問が必要と考えられる世帯には、高
齢者あんしん相談センターが再訪
問を実施し対応しました。

新たに７５歳に達する方等への見守
りや状況把握については、高齢者あ
んしん相談センターが行っていくこ
とになっています。その中で、サー
ビス利用の意向は示されていない
が、支援を要する状態にある方への
継続したアプローチが必要です。

Ａ ―

①「元気なのでまだ必要ない」
とおっしゃられる方がいる一方
「区で高齢者のことを心配して
いただき感謝します」との感想
もありました。（訪問調査をし
た訪問員より聴取）

②社会福祉協議会の見守り
訪問事業における見守りサ
ポーターが、希望される高齢
者宅へ定期訪問をしていま
す。また、ハートフルネット
ワークにおいて民生・児童委
員や町会、商店街や医師会
などが地域のネットワークを形
成し、高齢者への支援を行っ
ています。

縮小

081
院内介助サービ
ス

文京区地域福祉
計画

医療機関受診時に付添いが
必要な一定の要件を満たす高
齢者に対し、受診時の待ち時
間における付添い等のサービ
スを提供することにより、一人
では通院困難な高齢者の通
院の機会を確保します。

介護保険で要支援2以上の認
定を受けている65歳以上独居
等高齢者が、通院介助を利用
して医療機関を受診する際、
院内での付添い等のサービス
を提供します。

介護保険での通院介助に引き続く、
医療機関の院内における付添いや
誘導等の介助を、延べ773人に
1,575時間30分提供しました。
広くケアマネジャーにも認知され、
利用登録者数が伸びています。

ケアマネジャーから、院内介助サー
ビスの対象となるか相談を受ける
ケースや、利用申請書を提出したケ
アマネジャーとサービス提供事業者
との連携不足によるサービス提供の
遅れなどが一部見られます。事業者
への啓発、連携を強化し、利用者が
適宜適切なサービスを受けることが
できるよう努めていきます。

Ａ ―

①「毎回、家族が仕事を休ん
で付き添わなくてもよくなり、
助かりました。」(利用者家族）
「待ち時間が長い総合病院で
有効に活用しています。」（ケ
アマネジャー）

現状維持

082
家族介護支援事
業（認知症介護教
室）

高齢者・介護保険
事業計画

認知症の高齢者等、介護が必
要な高齢者を介護している家
族を支援します。

認知症等に対する知識や介
護方法の普及を行うため、区
内４カ所の地域包括支援セン
ターで認知症介護教室等を開
催します。家族同士の交流
や、体験の共有を図ることで孤
立感を減らすことにつながる家
族交流会を開催します。

認知症介護教室を年8回開催し、
325人の参加がありました。23年度
は4地域包括が各2回ずつ開催し、
コンスタントに1回40名前後が集まる
状況になっています。
認知症家族交流会は、年10回の開
催となりましたが、参加人数は10回
で79人となり増加しています。また、
パネルディスカッションを企画するな
ど新たな試みもあり、好評を得てい
ます。

認知症高齢者は増加しており、今後
も着実な事業実施が必要です。

Ｂ ―

①「デイサービスへの参加の
勧め方が参考になった。」「家
族の健康を維持するためにも
交流会を活用したい。」「様々
な分野の講師から話を聞きた
い。」等の感想がありました。
（教室等開催報告書より）

現状維持
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083
高齢者の権利擁
護の推進

基本構想実施計
画

高齢者の尊厳を保持するた
め、虐待を防止することが重要
であることから、虐待を受けた
高齢者の養護措置を図るとと
もに、虐待防止に向けた広報・
啓発活動を推進し高齢者の権
利擁護に努めます。また、身
寄りがない認知症の高齢者等
を擁護するために、成年後見
制度の区長申立の活用を促
進します。

高齢者の権利擁護のための
積極的な広報・啓発活動の充
実を図り、地域や関係機関の
理解と協力を深め、虐待防止
や早期発見に努めるとともに、
虐待を受けた高齢者を保護
し、必要な措置を実施します。
また、身寄りがない認知症高
齢者等に区長による成年後見
申立を行い、権利擁護を図り
ます。

虐待が疑われるケースの通報件数
は５４件にのぼり、早期発見がなさ
れるとともに虐待が実際に確認され
た事例については措置を含め適切
な対応を行いました。また、高齢者
あんしん相談センターとともに「高齢
者虐待対応の手順と書式」を作成
し、虐待対応に臨みました。高齢者
の成年後見区長申立て件数は１２
件と前年を上回りました。

高齢者虐待の早期発見が期待でき
るケアマネージャーやヘルパーなど
に、虐待防止の周知と啓発をしてい
くことが大切です。また、社会福祉
協議会や高齢者あんしん相談セン
ターなどの機関との連携を進めると
ともに、区民への広報啓発活動を着
実に進めて行く必要があります。

Ｂ ―

①認知症により判断力が低下
し、金銭管理ができない、外
出時に不思議な行動をしてい
る。家の中がゴミだらけになっ
ている。必要のない高価なも
のの購入契約をしてしまった。
これらの状況に対し家族をは
じめ、近隣も心配している。
（地域住民からの相談窓口で
の相談や訪問時の相談にお
いて）

②区民に認知症サポーター
養成講座に参加していただ
き、認知症への理解を深め認
知症者やその家族を温かく見
守る認知症サポーターとなっ
ていただいています。

拡充

084
権利擁護セン
ター事業の充実

高齢者、障害者等の権利を擁
護し、誰もが安心して地域社
会での生活が続けられるよう
に、各種の支援を行い、地域
福祉の向上に努めます。

社会福祉協議会に助成して、
福祉サービス利用援助事業及
び財産保全管理サービスの実
施、福祉サービスに関する苦
情等の受付、成年後見制度の
相談受付・利用支援、法人後
見、申立経費の助成、法律相
談、成年後見相談の実施など
を行っています。

・相談問い合わせ件数は23年度で
1396件と、前年度比435件増となりま
した。
・制度の周知・普及および親族申立
支援のため、成年後見学習会及び
親族向成年後見講座を実施し、参
加者数135人で前年比13人増となり
ました。
・成年後見制度利用支援策として、
法人後見1件を新たに受任しまし
た。

・福祉サービス利用援助、財産保全
管理サービス及び成年後見制度の
利用実績は伸びていないことから、
区民及び関係機関への継続的な周
知に加えて、周知先の新規開拓お
よび関係機関と連携した新しいアプ
ローチを取り入れた取り組みが必要
です。

Ｂ ―

①成年後見学習会の参加者
アンケートの中に「成年後見
制度についてもっと知りたい」
「気軽に相談ができる窓口が
必要」との言葉が聞かれ、権
利擁護センターの実施する相
談事業や支援策のニーズが
高まっています。

②福祉サービス利用援助及
び財産保全管理サービスの
生活支援員を区民の中から
募り、活動しています。

拡充

085
医療と介護の連
携強化

高齢者・介護保険
事業計画

高齢者が住みなれた地域で安
心して暮らせるよう医療関係者
と介護サービス事業者等との
連携を強化します。

高齢者の生活に必要な医療・
介護サービスにつなぐため
の、ケアマネジャーの後方支
援を行います。

①10月の事業開始から年度末まで
の半年間で、延490人件の相談に対
応しました。
②医療連携推進員が対応事例を検
証し、課題の抽出を行いました。

①医療に対する不安を解消する目
的でケアマネジャー向けに講座等
の開催を検討します。
②病院側が介護生活・在宅サービ
スを具体的にイメージできるようにな
ることを目的に、意見交換会の開催
等を検討します。

― Ａ

①退院後が不安だったが、医
療や介護サービスの利用の
目途をつけて退院できて安心
だった。医療と介護の両方の
事情が分かっている方に相談
できて、説明もわかりやすかっ
た。（高齢者あんしん相談セン
ター相談窓口にて）

現状維持
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086
地域包括支援セ
ンターの体制強
化

高齢者・介護保険
事業計画

高齢者が、住みなれた地域で
安心して暮らし続けることがで
きるよう、必要な相談・支援等
に的確に対応する地域におけ
る総合相談窓口の拠点として
各地域包括支援センターの機
能強化を図ります。

・民間の専門性やノウハウを活
用し、サービスを充実させるた
め、社会福祉法人に業務を委
託して運営します。　　・業務
量の増加に対し、適切な人員
配置、対応策を検討します。
・職員研修等を実施し、対応
力の向上を図ります。
・地域包括支援センターを中
心として、地域の医療関係者
と介護サービス事業者とのネッ
トワークと相互の連携体制を支
援します。

平成23年度の総相談件数は、
27,019件と前年度に比べ13.4％増
加し、地域包括支援センターの重要
性が増しています。
10月より各センターに医療連携推員
を配置し、退院時の支援など医療と
介護の連携推進に取り組みました。
利用者からは「退院後が不安だった
が、医療や介護サービスの利用の
目途をつけて退院できて安心だっ
た。」などの評価をいただいていま
す。

現在の4つの地域包括支援センター
に加え、新たにサブセンターを増設
することが、第5期計画に盛り込まれ
ました。増設するサブセンターの役
割や設置方針を決める必要がありま
す。検討にあたっては、地域包括支
援センターからの意見聴取や地域
包括ケア推進委員会での審議を経
て進めていきます。

Ｂ ―

②地域包括支援センターの
運営については、団体推薦や
公募による委員を含む包括ケ
ア推進委員会に諮りながら進
めています。また、年に３回、
各圏域で安心ネット連絡会等
を開催し、民生委員、話し合
い員、高齢者クラブ等の地域
の方と地域課題の意見交換
や情報交換等を行っていま
す。

拡充

087
障害者地域自立
支援協議会の運
営

文京区地域福祉
計画(障害者計
画)

障害者地域自立支援協議会
は、地域の障害者福祉の課題
を共有し、支援体制の整備に
ついて協議するために設置し
ました。協議会のもとに相談支
援、就労支援、権利擁護専門
部会を設け、地域の課題を明
確化するとともに、支援体制や
ネットワーク化など検討を進め
ています。

障害者地域自立支援協議会、
各専門部会が課題を検討、分
析するとともに、支援体制の
ネットワークづくり等の検討を
進めます。

23年度の障害者計画改定にあた
り、障害当事者等の意見の反映され
た計画とするため、自立支援協議会
を通じて、「障害当事者等の意見を
聞く場」を開催しました。障害者計画
については、1月の自立支援協議会
に報告があり、意見を提出しました。
なお、各専門部会では支援体制等
協議・検討を重ねています。

平成25年4月施行予定の障害者総
合支援法に合わせて、障害当事者
の参加体制を整えられるよう準備を
進めます。さらに、24年10月の障害
者虐待防止法施行に向けて、権利
擁護部会では虐待予防のための取
り組みやネットワークの検討を行い
ます。

Ｂ ―

①障害当事者の参加を拡大
してほしいという意見がありま
した。（文京区地域自立支援
協議会傍聴者）

②障害当事者の協議会参加
は本より、下部組織の各専門
部会においても参加を諮りま
す。

拡充

088
障害のある中・高
生の放課後居場
所対策事業

文京区地域福祉
計画（「文の京」
ハートフルプラン）
の障害者計画

特別支援学校、特別支援学級
に通学する中・高生を対象に
放課後及び長期休暇期間の
活動場所を確保し、日常生活
上の支援やレクリエーション等
の社会適応訓練等を行うこと
により、障害児の余暇活動の
充実と障害児の家族の一時的
な休息を図ります。

社会福祉法人文京槐の会及
び社会福祉法人太陽福祉協
会に委託し実施します。室内
のスペースにおける活動プロ
グラムに加えて、外出プログラ
ムを組み合わせながら、充実
した余暇活動の支援を行いま
す。

放課後を単独で時間を過ごすことが
難しい中・高生の障害児にとって、
放課後の居場所の確保は当事者及
び家族にとって非常にニーズが高
い事業です。平成23年度は7月より
２か所目の開設をし、定員が5名か
ら12名になりました。事業内容もそ
れぞれの法人で、外出プログラムや
室内でのお菓子づくり等、特色のあ
るプログラムを実施しました。

２か所目の開設後もニーズは増加し
ており、平日もキャンセル待ちの出
る状況が続いています。特に長期
休暇中については更なるニーズの
増加が予想されるため対応が必要と
なっています。

Ａ ―

①毎日利用したいが利用でき
なくて困っている。
　放課後支援の受け皿が今後
も充実することを切に願って
います。(放課後居場所対策
事業利用者の保護者）

拡充

089

療育事業の拡充
及び関係機関等
のネットワークづく
り

文京区地域福祉
計画（子育て支援
計画・障害者計
画）

福祉、教育、保健、子育て、医
療等の関係機関によるネット
ワークを整備することにより、
区内に住む発達に何らかの遅
れ等のある学齢期前の乳幼児
とその家族に対する効果的な
支援を行います。

関係機関のネットワークを強化
し、効果的な連携を行うため
に、ケース会議の開催、職員
対象の研修会、巡回相談の充
実、区民対象の講演会、「個
別支援ファイル」の検討等を行
います。

乳幼児発達支援連絡会やケース会
議を通じ、関係機関職員間の「顔の
見える関係」が構築でき、対象者の
情報や支援方針を共有することで、
より効果的な支援に繋がるケースが
増えてきています。

乳幼児発達支援連絡会の各事業の
効果が保護者に見えにくいため、事
業内容や事業効果を保護者に周知
する方法を検討していく必要があり
ます。

Ａ ―

①発達障害について社会的
な認知が不十分なため、区民
に対する周知・啓発を充実し
てほしい。関係機関相互の連
携をさらに強化し、障害児とそ
の家族に対する支援を充実し
てほしい。（福祉センター幼児
部父母会アンケート）

拡充

福
祉
・
健
康

22



①区民要望等
②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
(B様
式)

目的 手段 成果 課題
指   標
達成度
(A様

方向性

090
グループホーム・
ケアホームの整備

文京区地域福祉
計画（障害者計
画）

知的障害者または身体障害
者が住み慣れた地域において
自立した社会生活を送るため
に、グループホーム・ケアホー
ムを整備します。

　グループホーム・ケアホーム
の整備費に係る補助制度及
び開所費用に係る補助制度を
活用し、民間事業者を誘致し
て整備を計画的に進めていき
ます。

【23年度実績】
・知的障害者グループホーム・ケア
ホームを設置運営する２事業者に対
し整備費補助を行いました。また、１
事業者に対し開所費用補助を行い
ました。
・上記とは別に、都有地を活用して
障害者施設を設置運営する事業者
を都が公募し、その事業者選定に
係る意見書作成のため区の選定委
員会による審査を行いました。

・グループホーム・ケアホームの整
備において、建築上の制約が厳し
いため、それをクリアするよう計画を
調整する必要があります。
・グループホーム・ケアホーム等障
害者施設整備を進めるには、地域
住民の理解を得ることが重要である
ため、丁寧な説明を行うことが必要
です。

Ａ ―

①・障害があっても自立して
暮らすためのグループホー
ム・ケアホームを計画的に整
備してほしい。
　・親なき後に区内で暮らすた
めのグループホーム・ケア
ホームを作ってほしい。
　・グループホーム・ケアホー
ムの利用を経験し、一人暮ら
し等の生活に慣らしていくた
め、体験利用があるとよい。
　　（障害者・保護者等のヒヤリ
ングによる）
②　22年度の区有地活用のグ
ループホーム・ケアホーム整
備事業者選定に当たっては、
障害者相談員に選定委員とし
てご参加いただきました。

拡充

091
（仮称）新福祉セ
ンターの整備

文京区地域福祉
計画（障害者計
画）

障害者入所施設等の新設や
現行事業の拡充を行い、（仮
称）新福祉センターを整備して
いきます。

旧第五中学校の校舎の解体
工事を行い、平成２３年度に実
施した基本設計及び実施設計
に基づき、新福祉センターの
建設工事を着工します。

新福祉センターの設計に社会福祉
法人が持つ障害者支援施設運営の
ノウハウを反映させながら、基本設
計及び実施設計を進めることができ
ました。
また、計画敷地から遺構が発見され
たことから、遺構の一部の現地保存
についても設計に反映しました。

遺構の発掘調査については、校舎
の解体工事や新福祉センターの建
設工事とのスケジュールを調整しな
がら行う必要があります。
また、建物のしつらえ等について
は、視覚障害者や肢体不自由障害
者等の利用者の視点に立ち、バリア
フリーチェック等を行っていきます。

Ａ ―

①施設の整備に当たっては、
利用者への配慮や使う設備
等について、使いやすいもの
にして欲しいとの要望がありま
す。（障害者関係団体への意
見照会、パブリックコメント）

②基本設計の中間段階で、
障害者団体への個別説明会
や区民説明会を実施する中
で、意見や要望を収集し、可
能な限り設計に反映しました。

拡充

092
精神障害者グ
ループホームの
拡充

文京区地域福祉
保健計画（障害者
計画・保健医療計
画）

精神障害者が地域で自立した
生活を築いていくにあたって、
必要な生活スキルを習得する
ためのサービスとしてグループ
ホームは必要不可欠です。し
かし現在区内には１か所だけ
で需要を満たしていないた
め、事業者がアパート等を借り
上げるための初期経費を助成
することによりグループホーム
の拡充を図ります。

グループホームの運営を予定
している事業者に対して、敷
金・礼金・入居までの家賃（上
限３か月）の初期費用を助成し
ます。

平成23年度は、定員5人のサテライ
ト型のグループホームが千石四丁
目、大塚三丁目に１施設開設されま
した。

平成24年度は早期に開設準備団体
との調整を行っていきます。 Ａ ―

①介護者の高齢化及び退院
促進対象者の増等により年々
ニーズが増えています。（窓
口での区民対応・家族会）

現状維持
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093
障害者就労支援
事業の充実

文京区地域福祉
計画（障害者計
画）

　障害者が地域において自立
した職業生活・社会生活を営
み続けられるように、個人個人
に見合った就労の支援を行い
ます。また、障害者が当たり前
に働ける社会を推進していき
ます。

　飯田橋公共職業安定所や区
内障害者支援施設などの就
労に関する機関・施設等と連
携を図りながら、障害者の就
労相談、職業準備訓練、ジョ
ブコーチ支援等を行っていま
す。また、就労を継続するため
に、職場訪問等での企業支援
や当事者への余暇支援も行っ
ています。
　さらに、区庁舎内における障
害者の就労をすすめるための
取り組みとしてインターンシッ
プや、シュレッダー業務の障
害者施設への委託を行ってい
ます。

・新規登録者29人、相談・支援件数
4,486件（対前年比106％）、新規就
労者数23人（前年同数）でした。
・関係機関との連携や、各種のきめ
細かい支援を実施し、新規就労障
害者の就労継続者数は72人となり、
目標数を大きく上回りました。
・企業実習、委託訓練にはのべ24
人が参加し、その内、7人が就職に
結びつきました。

・新規就職先は大企業や特例子会
社、独立行政法人等で占められ、中
小企業や区内企業の掘り起し等が
課題です。
・増加していく就労者への継続支援
等、安定的に専門的知識をもった
職員による支援が必要となります。

Ａ ―

①文京区役所及び区関連施
設における障害者雇用を促
進してください。現在庁内で
シュレッダー作業がチャレンジ
雇用の一環として行われてい
ますが、職種を増やして雇用
の場を確保してください。（障
害者団体からの要望書）

②障害者地域自立支援協議
会就労支援専門部会及び就
労支援連絡会において、区内
民間施設も一体となって検討
し、就労支援事業を展開して
います。今後は障害当事者の
意見も反映させていく仕組み
を構築します。

拡充

094
精神障害回復途
上者デイケア事
業

文京区地域福祉
保健計画（保健医
療計画）

回復途上にある精神障害者が
事業への参加を通して規則正
しい生活習慣や生活技能を身
につけ、対人関係能力や社会
生活への適応能力を高め、社
会復帰を促進していきます。

話し合い、生活技能訓練、社
会復帰施設見学、医療・福祉
に関する学習や創作、運動な
どのプログラムを毎週3回（月、
水、木）午前10時から午後3時
まで実施します。

生活技能訓練を含む学習プログラ
ムの実施や、デイケア日常活動での
人との交流は、日常の挨拶をはじめ
としたコミュニケーション能力や生活
能力を向上させました。その結果、１
名の方が修了し、社会復帰、社会
参加を果たしました。また、リーフ
レットを作成し事業の周知を図った
ことや保健師の地区活動により、新
たな参加者が6名となりました。

地域の回復初期にある人の利用を
促進し、増やしていくことにより、グ
ループを活性化させ、事業効果を
高めていく必要があります。今後も
積極的な周知活動を行うとともに、
生活技能訓練をはじめとしたプログ
ラムを発展させ、社会復帰を促進し
ていく必要があります。

Ｂ ―

①デイケアの充実したプログ
ラムは、元気の素となっていま
す、また、とても居心地がよく、
楽しく前向きになれる仲間も
います。自分らしくいられる環
境の中で、社会復帰に向け
て、自分のペースで活動して
います。（メンバーミーティング
での参加者の意見）

②「文京区心のふれあいをす
すめる会」主催のボウリング大
会に参加し、区内関係団体
（就労支援施設、社会復帰施
設ほか）の方々と交流してい
ます。

現状維持

095
障害者事業を通
じた地域交流

文京区地域福祉
計画（障害者計
画）

施設祭りなどを通じて、障害者
と地域住民との交流を図り、障
害者に対する区民の理解を促
進します。

心身障害者（児）通所施設合
同運動会をはじめとして、区内
障害福祉施設等のステージエ
コの参加、「福祉の店」のさくら
まつり等への出店など、さまざ
まな地域活動への参画を推進
します。

【通所施設合同運動会】23年度実
績：通所施設8施設、利用者206人、
保護者158人、職員等307人、合計
671人。【ステージエコ参加】23年度
実績：区内3施設（15人）が参加し、
来客数約100人。【「福祉の店」出
店】23年度実績：アンテナスポット：３
日間出店、総来客数263人、売上金
額合計106,910円。さくらまつり：1日
出店、売上金額23,770円。

【通所施設合同運動会】参加施設が
増加したため、会場である六義公園
運動場が手狭になりつつあります。
【ステージエコ参加】リサイクル清掃
課と調整し、ステージエコの参加回
数や団体数を増やす必要がありま
す。【「福祉の店」出店】「福祉の店」
の周知拡大のため、他のイベントへ
の参加が必要です。

Ｂ ―

①通所施設合同運動会につ
いては、「ボランティアとしてよ
い機会である」（参加ボラン
ティア）等の意見がありまし
た。

②通所施設合同運動会につ
いては、当日はボランティアと
して多数の在住在勤の方の
参加がありました。

現状維持

福
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①区民要望等
②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
(B様
式)

目的 手段 成果 課題
指   標
達成度
(A様

方向性

096
福祉環境整備要
綱等に基づく整
備

文京区地域福祉
計画(障害者計
画)

区内の公共的性格を持つ建
築物等のバリアフリーを促進し
ます。

福祉環境整備要綱・東京都福
祉のまちづくり条例により、指
導対象施設に、バリアフリー化
の指導助言を行い、基準に達
したものには適合証を交付し
ます。

計画した適合件数を上回った成果
となっています。また、適合証の取
得には至りませんが、バリアフリー化
の指導助言を行う中で、建築物の整
備状況は一定の水準以上が確保さ
れている傾向が見られます。

①本事業は、事業者への指導事業
で強制力を伴うものではありませ
ん。そのため、建築事業者のコスト
増となる整備は理解されにくい状況
です。②本事業は建築分野に係る
技術的な面があるため、福祉部の
事務職員の対応には専門性など指
導に一定の課題があります。③国の
法律、都の条例が整備され、一定の
バリアフリーは確保され、その他指
導施策もできています。それらと区
要綱との役割分担を考える必要が
あります。

Ｂ ―
①設計業者からは、各法律、
条例との関係性が分かりにく
いとの意見があります。

改善・見直し

097
情報のバリアフ
リーの推進

文京区地域福祉
計画(障害者計
画)

障害者が円滑に情報を利用
し、意思を伝達できるようにす
るIT利活用を推進し、適切な
情報の受信と発信ができる環
境を整えます。

適切な情報機器や提供媒体
を提供するとともに、新たな
ニーズを捉えた機器や仕組み
を検討します。また、障害者の
IT利活用を支援する体制を構
築します。

23年度は、「区報ぶんきょう」「区議
会だより」をデイジー版で制作する
外、24～26年度までの「障害者計
画」、並びに各分野の個別計画に
ついても一部デイジー版で制作しま
した。
また、初年度となる障害者パソコン
支援ボランティア養成講座について
は、8人の受講生が参加し、その後
も障害者団体のパソコン講習会に
参加する等、支援のノウハウを学ん
でいます。

SPコード、デイジー版等の活用につ
いては、利用者の利便性を勘案し、
情報の種類に応じて適切な媒体に
よる情報を提供できるよう、ガイドライ
ンを作成する等、視覚障害者団体と
も協議しながらバリアフリーにおける
取り組みを進めていきます。また、パ
ソコンボランティアの育成について
は、ボランティア団体として活動する
ようになるまで区も支援していきま
す。

Ｂ ―

①区が発行する多くの情報の
中でSPコード化できるものを
実現してほしい旨の要望があ
ります。（心身障害者・児及び
その家族との区政を話し合う
集いでの要望）

②文京区社会福祉協議会主
催の障害者パソコン教室等に
参加した方々の継続支援を、
養成したパソコンボランティア
が行うことにより、障害当事者
のIT利活用に対するモチ
ベーションが高まります。

現状維持

098
障害者週間記念
事業「ふれあいの
集い」

文京区地域福祉
計画（障害者計
画）

障害者に対する理解と認識を
深めるため、障害のある人もな
い人も、共にふれあい、交流
を図ります。

障害者週間を記念し、障害の
ある人もない人も、共にふれあ
う交流の場として、「障害者の
作品」などの展示や「障害者ス
ポーツ」のデモンストレーション
等を行う「ふれあいの集い」を
開催します。

障害者の出品作品展示や障害者ス
ポーツ（ボッチャ）のデモンストレー
ションを通じて理解や認識を深める
良い機会となりました。

　出品者の固定化及び高齢化のた
め、年々作品数が減少の傾向にあ
るので、個人の出品方法を検討する
必要があります。視覚障害者の参加
を増やすためには、触れて楽しい壊
れにくい作品へのPR活動を進める
必要があります。

Ａ ―

①・展示だけではなく、幼児・
児童等も一緒に遊べる「ふれ
あうコーナー」があるとよい。
（区民の声）
　・障害者だけに拘らず、協同
作品がその場で作成できる
コーナーがあるとよい。（作品
の提供者と打合せの中で）

②　区民の作品が展示されて
います。

現状維持

099
障害及び障害者
に対する理解の
促進

文京区地域福祉
計画（「文の京」
ハートフルプラン）
の障害者計画

障害の特性について基本的な
理解を深め、障害のある人に
対して偏見や誤解なく自然に
接することができるように、講
演会の開催やハンドブックの
作成などを行い、必要な時に
気軽に助け合うことのできる、
ひとにやさしいまちづくりを進
めます。

障害の特性や障害のある人に
ついて、子どもから大人まで関
心を持って理解を深めることが
できるよう講演会の実施を行う
とともに、わかりやすいハンド
ブックを作成し、完成後は
様々な機会を通して活用を図
ります。

「知るということ～今日から始める福
祉～」をテーマに障害者の理解を促
進する講演会を開催し、100名の参
加がありました。講演会について
は、ＣＡＴＶで収録し、文京区民チャ
ンネルの番組で放送することで、広
く区民への周知啓発を行いました。

障害のある人もない人も、互いに生
き方や個性を尊重し認め合い、自
然に接することができるように、多く
の区民が参加できる講演会やわかり
やすいハンドブックなどを作成し、周
知啓発活動を推進する必要がありま
す。

Ｂ ―

①・施設で、障害者が一生懸
命働いている姿を見てほし
い。
　・障害者がどんな人たちか
理解してほしい。
　・知的や身体に障害がある
障害者も人間であり、障害は
一つの個性であると理解して
ほしい。
　（小石川四丁目都有地障害
者施設整備計画住民説明会）

拡充

福
祉
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①区民要望等
②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
(B様
式)

目的 手段 成果 課題
指   標
達成度
(A様

方向性

100
生活保護受給者
自立支援事業

生活保護受給者のうち、就労
阻害要因が少ない人を対象
に、ケースワーカーや就労支
援専門員が就労活動の支援
を行います。また、精神障害、
アルコール、薬物依存等の問
題を抱える被保護者を対象
に、健康管理支援員が健康回
復・維持に向けた支援を行うこ
とによって、受給者の自立を図
ります。

就労については、就労支援専
門員が求人情報収集、履歴書
の書き方、面接等就労に向け
た基本技能を指導するととも
に、ケースワーカーがハロー
ワークに同行する等、各々の
ケースの実態に合わせた支援
を行います。
また、健康管理支援員は、医
療・保健・福祉等各分野の社
会資源を有効に活用し、各々
のケースの自立に向けた支援
を行います。

ハローワークとの連携を積極的に
図ったこと等により、新たに就労又
は増収に至った受給者の数は前年
度と比較して大幅に増加しました。
また、健康管理支援員は、心に病を
持つ被保護者が増えている中で、
嘱託医や医療機関と連携を図り各
ケースへの支援を行いました。

依然として厳しい雇用環境の中、就
労に結びつかないケースも多く見ら
れます。
また、居宅安定化支援については、
心の病・薬物依存の方が多く、長期
的支援が必要なケースが増加して
います。

Ａ ―
①新たに就労に至った方から
感謝の声が寄せられていま
す。

現状維持

101
住宅手当緊急特
別措置事業

本事業は、第２のセーフティ
ネットとして、国が３ヵ年の期限
で平成２１年１０月に開始した
事業で、離職して住居を失っ
ている又は失う恐れがある方
を対象に、住宅費を支給する
ことにより就労自立を支援しま
す。

窓口にご相談いただいた上で
必要な方に住宅手当を支給
し、当面の生活基盤を築いた
上で、ハローワークの相談員
（ナビゲーター）に繋げます。

チラシ作成や区報・ホームページ掲
載等制度の周知に努めています
が、単身者世帯、複数世帯とも受給
者数は前年度を下回り、計画件数
には至りませんでした。
因みに,手当受給者の就労自立率
は、厳しい雇用環境の中、５６％を
達成しました。
なお、本事業は、国制度の終了に
伴い、24年度末（支給は25年12月）
をもって終了します。

住宅手当の受給資格があっても、失
業給付や生活資金貸付の該当では
ないため、結果として生活保護を受
給せざるを得ないケースも見られま
す。

Ｃ ―

①住宅手当が支給され生活
が安定することによって、安心
して就職活動ができるとの声
があります。（住宅手当受給
者）

廃止・休止

102
路上生活者対策
事業

道路、公園等で生活している
路上生活者を一時的に保護
し、就労自立に向けた支援を
行うことにより、路上生活から
脱却し社会復帰することを目
的とします。

区内の道路、公園等を巡回
し、路上生活者に声かけや相
談を行います。また、福祉事
務所では路上生活者からの相
談を受け、自立支援センター
「文京寮」への入所を促すとと
もに、入所後は文京寮やハ
ローワークの職員が就労自立
に向けた支援を行います。

自立支援センター「文京寮」は特段
問題なく順調に運営されており、計
画を大幅に上回る就労自立が達成
できました。

長期にわたる路上生活を続けてきた
人が多く、このような人たちに対し如
何に路上生活からの脱却を図るか
が課題です。

Ａ ―

①「文京寮」は特段問題なく
運営されており、近隣住民か
らの苦情は特にありません。

②地元の町会関係者、民生
委員を構成員とする運営連絡
協議会を設置し定期的な協
議を行っています。

現状維持

103
母子生活支援施
設保護事業

文京区地域福祉
計画（子育て支援
計画）、文京区男
女平等参画推進
計画

配偶者のない、またはこれに
準ずる事情にある女性が、養
育する児童の福祉に欠けるこ
とがある場合、施設に保護し
生活支援を行うことで、保護者
と児童の自立した生活を目指
します。

面接で健康状態、家族との関
係等の状況を伺い、施設見学
を経て、申請に基づき入所し
ていただきます。入所中は、施
設職員による養育、就労等の
生活支援の他、母子自立支援
員等による継続相談を行いま
す。また、退所後に地域で自
立した生活を送れるように、支
援を行います。

母子自立支援員は、施設職員との
連携を図り、常に利用者の生活状
況の把握に努めました。
また、日中も職員がいることで、母親
の養育への不安軽減や、就労の継
続にも繋がっています。

区内に民間施設を含め該当施設が
なく、他市町村の施設を利用する必
要があるため、利用者は生活圏が
変わることへの不安を訴えることもあ
ります。
また施設によっては、地理的な面や
設備面において、希望に沿ったご
案内が難しい場合があります。

Ｃ ―

①「区内に母子生活支援施設
があれば、利用したい。」とい
う相談者からの声が聞かれま
す。

　「母子生活支援施設に入所
でき、安心して生活できま
す。」という入所者からの声が
寄せられています。

現状維持
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①区民要望等
②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
(B様
式)

目的 手段 成果 課題
指   標
達成度
(A様

方向性

104
婦人・母子相談体
制の充実

配偶者からの暴力、妊娠・出
産などに伴う相談や母子家庭
の自立を支援するための相談
等を受け、関係機関と連携し
ながら問題解決を図ります。

女性や母子世帯からの個別の
相談に対して、２名の婦人相
談員と１名の母子自立支援員
が対応します。また、保健所や
医療機関、子ども家庭支援セ
ンターや児童相談所、学校、
警察などとも連携を図り、必要
に応じて、病院や施設に同行
し対応します。

婦人相談員が受けた相談は、ほぼ
例年並みの件数でしたが、ＤＶ関係
の相談数は前年度に比較して増加
しました。これらの相談に対して、
各々の状況に合わせた迅速で確実
な対応を行いました。

相談内容の複雑・深刻化に伴い、
慎重な対応を求められるケースも多
く、一人の相談者に関わる時間が増
える傾向があります。

Ｂ ―

①窓口相談のみでなく相談者
のニーズに沿って他機関と連
携した生活再建支援が役立っ
たという意見が寄せられてい
ます。（相談者）

現状維持

105
母子・女性緊急一
時保護事業

文京区地域福祉
計画（子育て支援
計画）、文京区男
女平等参画推進
計画

夫の暴力からの避難や居所が
ない等の理由で、緊急に保護
が必要な母子又は女性を緊急
一時的に施設やホテルに保護
し、その安全を確保します。

相談者の状況と意思に基づ
き、即日に受け入れが可能な
施設を確保し保護します。ま
た、公的施設の利用が困難な
場合には、民間シェルター（保
護施設）や近隣のホテルへを
利用します。

件数は前年度を若干下回りました
が、ほぼ平年並みに落ち着きまし
た。前年度同様、相談者の状況を
十分考慮し、確実に保護をしまし
た。

一時保護所退所後の安定した生活
を継続して支援していくことが重要
です。

Ｂ ―

①安全な居場所を見つけられ
て良かった、という安心する声
が寄せられています。（DV被
保護者）

現状維持

106
介護保険制度の
適切な運営

文京区地域福祉
計画の高齢者・介
護保険事業計画

介護保険制度の理解が深まる
よう周知や啓発を図り、介護保
険事業の適切な運営を行いま
す。

区報やホームページ、介護
サービス事業者連絡協議会等
を通じ介護保険制度の内容や
正しい情報の周知を図ってい
きます。

リーフレットやパンフレット等で様々
な機会をとらえ、制度への周知啓発
を行っています。第5期高齢者・介
護保険事業計画の策定の際には区
報特集号を作成し周知を行いまし
た。また、介護保険法の改正点につ
いて事業者連絡会を通じ、説明・情
報提供を行いました。

介護保険法の改正や第5期事業計
画の策定など制度の周知を図って
きました。特に第5期（24～26年度）
の基準保険料が介護サービス利用
見込み量増などにより、約1000円増
となることなど、今後も継続して介護
保険制度への理解やサービスの利
用方法について周知を行っていく
必要があります。

― Ａ

①具体的にわからないことが
多すぎる。情報が不足してい
る様な気がする。（介護保険
相談、高齢者等実態調査報
告書より）

現状維持

107

国民健康保険、
後期高齢者医療
保険、国民年金
制度の適切な運
営

　対象となる方々が、それぞれ
の制度に理解を深め、ご協力
をいただくことにより、健全か
つ適切に制度運営ができるよ
う情報発信、周知に努めま
す。

 広報紙やポスターの活用、各
医療保険制度のお知らせの発
行、ホームページの充実な
ど。

　23年度からの国保保険料の賦課
方式の変更等について、広報紙や
ポスターの活用及び各種お知らせ
等により幅広く周知するとともに、窓
口や電話においても丁寧に説明し、
被保険者の方々の理解を促進する
ことができました。
　また、国民健康保険の23年度の保
険料収納率は、前年度に比べて僅
かながら向上しました。

　国保、後期高齢者医療制度での
保険料の収納率は、依然として伸び
悩んでいます。保険料納付に関す
る普及啓発や口座振替の利用促進
等に一層取り組む必要があります。
　また、各種制度改正等被保険者
の方々に影響のある内容について
は、さらにに丁寧な周知・説明に努
めていく必要があります。

― Ａ
①各種制度の内容や手続等
について多くの要望・お問い
合わせをいただいています。

改善・見直し

108
区民の健康づくり
の推進

健康ぶんきょう２
１、文京区地域福
祉保健計画（保健
医療計画）

生活習慣の改善を図る一次予
防及び健康診査、がん検診等
疾病の早期発見・早期治療等
のニ次予防を実行することで、
すべての区民の健康づくりを
推進します。

地域保健推進協議会を通じ
て、計画の進捗や見直し等に
ついて審議するとともに、計画
の周知・推進及び健康づくり
推進の啓発事業の一環として
講演会を実施します。

「健康ぶんきょう２１」計画では、年2
回の地域保健推進協議会で計画の
進捗状況や保健衛生部の事業につ
いて協議しました。また「健康ぶん
きょう２１」と「保健医療計画」の統合
に向け準備を進めました。さらに普
及啓発のための講演会（「いのちを
想いあう～つよくてあたたかくてやさ
しい日本へ～」）を文京シビックホー
ル大ホールで実施し、参加者数は
900名でした。

「保健医療計画」を改定し「健康ぶ
んきょう２１」と統合した計画とするた
め、健康に関するニーズ調査（平成
23年度実施）結果等を踏まえ検討を
進める必要があります。また、「健康
ぶんきょう２１」が「保健医療計画」と
統合されることに伴い、健康ぶんきょ
う２１講演会を廃止します。

Ａ ―

①「充実した内容だった」「ま
た参加したい」（健康ぶんきょ
う２１講演会アンケートより抜
粋）

②地域保健推進協議会に
は、区内医療関係者、関係団
体の代表、公募区民委員の
方が参画しています。

縮小

福
祉
・
健
康
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①区民要望等
②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
(B様
式)

目的 手段 成果 課題
指   標
達成度
(A様

方向性

109
生活習慣病の予
防

健康ぶんきょう２１

区民が健康の重要性を認識
し、生活習慣を健康的に改善
するよう働きかける機会を設け
ることにより、区民の健康の保
持・増進と生活習慣病の予防
を図る。

医師、保健師、栄養士等によ
る生活習慣病のリスクに応じた
保健指導を実施する。さらに、
栄養・運動の実践を取り入れ
た健康づくり教室等や禁煙指
導を実施する。

生活習慣病予防のための健康教育
活動として、メタボリックシンドローム
予備群を対象にした予防教室を開
催し、合計461名の参加者がありまし
た。一般区民を対象にした歩く習慣
作りのためのウォーキング教室には
370名の参加者がありました。
また、一般健康相談、特定保健指
導、両親学級等において、呼気中
一酸化炭素濃度を測定し、たばこに
関する知識の普及や禁煙に向けて
の相談・指導を実施しました。

予防教室は、参加者のうち30歳～
50歳代の割合が前年より増加してい
ます。引き続きリスクの高い壮年期
の参加を促す企画が必要です。

Ｂ ―

①お腹の脂肪を減らす必要
性がわかった。運動を継続す
ることで体重が減少した。自分
に合った歩き方や運動の仕方
がわかった。（予防教室参加
者アンケート）

②直接的な区民参画はありま
せんが、参加者の意見・要望
を踏まえ、事業の運営方法や
内容の改善に努めています。

現状維持

110 各種がん検診
文京区地域福祉
保健計画（保健医
療計画）

定期的な検診の受診等によ
り、早期にがんを発見し、適切
な治療を行い、がんの死亡率
の減少に繋げます。

胃がん・大腸がん・乳がん・子
宮がん検診を地区医師会及
び検診機関に委託し、厚生労
働省の指針に基づいて実施し
ます。

引き続きがん検診受診勧奨ハガキ
を送付したことにより、乳がん（前年
度比+1.9％）・子宮がん（前年度比
+4.2％）と受診率において、増加の
傾向となっています。

他のがん検診と比べ、胃がん検診
の受診率があまり伸びていません。
検査方法（バリウム）もその原因かも
しれませんが、引き続き周知・啓発
に努める必要があります。
一方、肺がん検診についてもその
実施について検討します。

Ｂ ― 拡充

111
歯周疾患検診事
業

文京区地域福祉
保健計画（保健医
療計画）

歯周疾患を早期に発見すると
ともに、かかりつけ歯科医の定
着を促進します。

歯科医師会に委託して、区内
の歯科医療機関において歯
周疾患検診を実施します。検
診対象者の30歳・40歳・50歳・
60歳・70歳の区民に個別に検
診案内の通知を行っていま
す。

地区歯科医師会に委託し、平成23
年8月1日～12月28日の期間に区内
歯科医療機関137箇所で実施し、
1,485人が受診しました。受診結果
から歯周病の状況を把握しました。

歯周疾患の予防はＱＯＬ(生活の
質）の向上や介護予防に有効です
が、現状では受診率が低いです。
受診率向上のためには、歯周病に
関して区報などを通じて健康教育活
動を行なうとともに、かかりつけ歯科
医を持つことの重要性について啓
発を行なう必要性があります。

Ｃ ―

①どうなれば受診しようと思う
かについて尋ねたところ・休日
に受診できる・短い待ち時間
で受診できる・仕事帰りの夜
間に受診できるなど、歯科医
療機関側の体制整備を望む
声が高くなっています。（23年
度健康に関するニーズ調査）
②直接的な区民参画はありま
せんが、ニーズ調査の結果を
踏まえ、事業の運営方法の改
善に努めます。

改善・見直し

112
結核・感染症予防
対策事業

文京区地域福祉
保健計画（保健医
療計画）

感染症の予防及びまん延防
止対策として、エイズ・性感染
症対策、各感染症の予防及び
発生時の防疫対策、結核医療
費助成等を実施します。

エイズ・性感染症の相談及び
検査・エイズ展の実施
感染症発生時の防疫措置・疫
学調査
感染症発生動向調査

エイズについては、相談者・検査者
の総数が、昨年度より37人減りまし
たが、エイズ展で新たな企画を実施
する等予防啓発事業を強化しまし
た。
感染症対策については、集団感染
防止のため、社会福祉施設等への
調査を積極的に行いました。
結核については、潜在性結核感染
者を含めた治療支援及び健診を実
施しました。

新規エイズ患者の増加、受検者の
伸び悩み等エイズを取り巻く状況の
変化に合わせて、効果的なエイズ
予防啓発事業を実施していく必要
があります。
また、感染性胃腸炎、結核等集団
生活の場で容易に拡大する感染症
については、調査及び健診を遅滞
なくかつ適切に実施する必要があり
ます。

Ｂ ― 現状維持
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①区民要望等
②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
(B様
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目的 手段 成果 課題
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達成度
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方向性

113 予防接種の推進
文京区地域福祉
保健計画（保健医
療計画）

感染症の発生及びまん延を予
防するため、予防接種の接種
勧奨、接種費用の助成等を実
施します。

定期予防接種の実施（DPT、
DT、ポリオ、MR（緊急麻しん
対策を含みます。）、日本脳
炎）

任意予防接種費用の助成
平成22年度
水痘・おたふくかぜ・ヒブワクチ
ンの接種（一部助成）
MR（麻しん風しん）定期予防
接種の接種漏れ者の接種（全
額助成）
平成23年度
子宮頸がん・小児用肺炎球菌
ワクチンの接種を追加（全額
助成）
ヒブワクチンの接種助成を一
部助成から全額助成に変更
平成24年度
高齢者肺炎球菌ワクチンの接
種を追加（一部助成）

接種者数が前年より15,249名増加し
ました。これは、定期予防接種であ
る日本脳炎および緊急麻しん対策
のＭＲワクチン接種の積極的勧奨を
行い、さらに任意予防接種である子
宮頸がん予防ワクチン接種費用全
額助成の新規実施、ヒブワクチン接
種費用全額助成への改正で、当該
ワクチンの接種者が増加したことに
よるものです。なお、任意予防接種
に係る経費については、東京都の
補助金（支出金）を有効に活用して
います。
なお、23年度は、区内での予防接
種に係る感染症の流行はありません
でした。

定期予防接種については、平成24
年度中に不活化ポリオワクチン及び
４種混合ワクチンの導入が予定され
ています。また、任意予防接種につ
いては、平成24年7月より、高齢者
肺炎球菌ワクチン接種費用の一部
助成を開始しました。今後、これら新
規事業を含む予防接種事業を円滑
に実施していく必要があります。

Ｃ ―

①「任意予防接種について助
成対象ワクチン及び助成対象
者を拡大してほしい」（電話・
窓口）

拡充

114
公害保健福祉・予
防事業

文京区地域福祉
保健計画（保健医
療計画）

公害健康福祉事業は、公害健
康被害認定患者の健康の回
復、保持及び増進させること並
びに被害を予防することを目
的とします。また、公害健康被
害予防事業は、大気汚染の影
響による健康被害の予防に寄
与するため、気管支ぜん息等
に対する対策により区民の健
康の確保を図ることを目的とし
ます。

ぜん息やアレルギー等に関す
る知識の普及、相談・指導等
を行うため、呼吸器健康講座、
アレルギー講演会及び小児ぜ
んそく等健康相談（アレルギー
相談）を行います。また、区内
在住の被認定者（1･2級）へ保
健師が訪問し療養の指導等を
行います。更に、インフルエン
ザにり患すると重症化のリスク
が高い認定患者に予防接種
費用を助成する他、ぜんそく
児水泳教室により幼児・児童
の呼吸器の機能訓練を行いま
す。

呼吸器健康講座   　　 延　170人
アレルギー講演会　　　 　　10人
健康相談　　　　　　　　　130人
水泳教室　　　　　  　延　340人
　
・認定患者に対して、訪問や面接を
通じて療養指導を行いました。

・乳児湿疹やアトピー性皮膚炎の相
談が増加しており、その対応を図る
必要があります。
・ぜんそく児水泳教室の参加者の低
迷対策、教室内容、運営方法を見
直す必要があります。

Ｂ ―

①通年か3か月くらいは継続
してもらいたいです。冬季や
他学年も開催してもらいたい
です。（水泳教室参加者）

②水泳教室の指導を文京区
水泳連盟に依頼しています。

現状維持

115
地域医療連携推
進

文京区地域福祉
保健計画（保健医
療計画）

区民に切れ目ない医療を確保
するため、区内の医療機関の
役割分担を明確にし、かかり
つけ医・歯科医・薬局の定着、
高齢者の病院からの円滑な退
院や在宅医療の推進等、地域
医療の連携を強化します。

地域医療連携推進協議会及
び協議会の下に設置する検
討部会を開催し、地域医療の
供給において課題となってい
る医療機関同士の連携につい
て検討を行います。

地区医師会及び歯科医師会、薬剤
師会、区内大学病院、その他関係
機関からなる協議会・検討部会を開
催し文京区の地域医療連携におけ
る課題や問題点について検討しまし
た。
(1)障害者歯科検討部会は23年12
月に終了し、新たに高齢者・障害者
口腔保健医療検討部会を設置しま
した。
(2)東京厚生年金病院と後方支援病
院の協力協定を締結しました。

小児における初期救急医療、中途
障害者を含む歯科保健医療、退院
後の在宅医療など医療機関の役割
の明確化と連携について推進して
いく必要があります。

Ｃ ― 現状維持
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116
かかりつけ医事業
支援

文京区地域福祉
保健計画（保健医
療計画）

すべての区民がかかりつけ医
を持ち、日頃から適切な健康
管理ができるようにします。

小石川医師会及び文京区医
師会が行うかかりつけ医の普
及啓発事業に対して、補助金
を交付し支援します。

地区医師会が各種事業を通じて区
民啓発を実施することにより、かかり
つけ医の推進に寄与しました。

インターネットによる医療機関情報
の提供をするサービス等が普及した
ことにより、相談件数は年々減少し
ている傾向にあります。今後は、在
宅療養支援を含むニーズの多様化
に対応できように地域の医療連携を
視野に入れていく必要があります。

Ｃ ― 改善・見直し

117
難病患者等への
支援

文京区地域福祉
保健計画（保健医
療計画）

難病治療にかかる医療費等の
負担を軽減します。難病患者
の安定した療養生活の確保
と、難病患者および家族の生
活の質（QOL）の向上を図りま
す。

医療費助成制度等により、患
者の経済的負担を軽減しま
す。
日常生活における個別の相談
指導や講座・教室等により、難
病患者やその家族が安定した
療養生活を確保できるよう支
援します。

パーキンソン病体操教室　　延172
人
リハビリ教室　　　　　　　延 78人

・難病患者用の制度一覧のパンフ
レットを作成し、療養支援の充実を
図りました。
・保健サービスセンターと予防対策
課が連携し、円滑に難病医療費助
成申請受付事務を行いました。

・在宅人工呼吸器使用者について、
災害時個別支援計画を策定するこ
とが必要です。
・各種講座参加者及び家族が主体
的に情報交換できる場が必要で
す。

Ｂ ―

①教室の回数を増やしてほし
いです。（教室参加者）
　
②パーキンソン病体操教室に
患者の家族がボランティア
で、開催当日の手伝いとして
参加しています。

現状維持

118
医療安全対策の
推進

文京区地域福祉
保健計画(保健医
療計画）

良質な医療を提供するための
体制整備を行い、区民の医療
に対する信頼を確保します。

診療所、助産所、施術所、歯
科技工所、衛生検査所等の許
可、登録、届出時の審査と開
設後の監視指導、調査並びに
医療安全相談事業を行いま
す。特に診療所、助産所につ
いては、医療安全に関するマ
ニュアルを整備するよう指導し
ています。

①医療機関への監視指導を行い、
医療の安全を確保するために指針・
手順書等の整備率の向上を図りま
した。
②医療安全上の問題点については
他自治体と連携協力を図り、速やか
な問題解決を図っています。
③「患者の声相談窓口」を開設し、
専任の看護師が区民からの医療安
全に関する相談に対応しています。

①医療技術の進歩に伴い、医療監
視に携わる人材の継続的な育成が
重要性を増しています。
②「患者の声相談窓口」への相談対
応については幅広い知識と経験が
必要なため、正確な情報の収集整
理が欠かせません。

Ｂ ―

①評判のいい医療機関を紹
介してほしいです。医療安全
相談の内容が多岐に渡るよう
になってきています。（患者の
声相談窓口）

現状維持

119
健康危機管理体
制の充実

文京区地域福祉
保健計画（保健医
療計画）

震災や新型インフルエンザの
発生等緊急の事態に迅速、的
確に保健医療を実施する体制
を確保します。

地震等大規模な災害時の健
康危機に対し、災害用医療資
材の備蓄、管理を行うととも
に、災害医療運営連絡会を開
催します。
「文京区健康危機管理マニュ
アル」を状況に応じて適宜見
直します。
医療救護班として、医師会等
と協力し文京区総合防災訓練
に参加します。

年次計画に基づき、災害用医療資
材を更新しました。
災害医療運営連絡会を開催し、初
動期における災害医療マニュアル
作成について協議しました。
総合防災訓練では、応急救護所の
設置や、応急手当、トリアージ等が
適切に行えるよう消防署等関連団
体、区職員等と連携して救護活動
訓練を行いました。

災害用医療資材は引き続き年次計
画に従い更新する必要があります。
災害医療運営連絡会では、特に初
動期における連絡体制、医療救護
所での活動などより実践的なマニュ
アル作成について、関連団体と協
議をする必要があります。

Ａ ―

②災害医療運営連絡会は保
健衛生部職員のほか、医師
会、災害拠点病院、消防署等
が委員となっています。

現状維持

福
祉
・
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①区民要望等
②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
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120
環境衛生監視の
充実

健康ぶんきょう２１

理・美容所や公衆浴場、旅館
などの事業者には、自主的な
衛生管理の徹底を図るととも
に、区は衛生管理に必要な支
援や監視を行い、利用者の健
康・安全を守ります。

理・美容所、公衆浴場など環
境衛生関係営業施設への保
健所の監視・指導と営業者の
自主衛生管理によって、より衛
生的な施設環境の確保を図り
ます。
また、区民が公衆浴場、旅館
業施設、介護施設等で安心し
て入浴できるよう、レジオネラ
発生防止対策事業を実施しま
す。

環境衛生監視業務を日常的に行う
ことで、重大な事故・事件を未然に
防いでいます。
研修や講習会で監視員が技術研鑽
をしている結果、指導技術が向上
し、区民や営業者への一層の適切
なアドバイスがなされています。

公衆浴場施設や旅館業施設、介護
保険施設等においては、レジオネラ
症発生防止に関する衛生知識が浸
透しつつある状況です。しかし、レジ
オネラ属菌検出が確認された要改
善施設がまだあり、監視指導の充
実、自主衛生管理の向上が要求さ
れています。

Ｃ ―

①区内営業施設に対する衛
生面の苦情が保健所に寄せ
られています。営業者からも
衛生管理をどのように保持す
ればよいかの相談・問い合わ
せもあります。

②文京区環境衛生協会と協
働して関係施設の自主衛生
管理の推進を図っています。

現状維持

121
特定建築物衛生
検査の充実

健康ぶんきょう２１

建築物における衛生的環境の
確保に関する法律に規定され
る特定建築物のうち、その延
べ床面積が3,000～10,000㎡
の建物の衛生的環境を確保し
ます。

各種届出を通じて台帳整備を
確かなものとし、区内の特定建
築物の状況を把握します。平
成22年度末で156棟ある区が
管轄する特定建築物につい
て、年間35棟の立入検査等を
実施し、法の基準等に適合し
ない事象等に改善の指導と報
告を求めます。
第2ブロック共催で年に1回の
講習会を実施し、ビル管理の
情報提供や問題把握の場を
作ることで、建物の衛生管理
の意識啓発を図ります。

１．一般立入検査を行った20棟のう
ち、16棟で不備・不良事項を指摘、
指導しました。一般立入調査7棟中6
棟においては、法に基づき助言を
行いました。
２．平成23年10月20日実施の講習
会で70施設、64人の参加者がありま
した。（参加率70/154=45%）

１．立入件数が増加しましたが、計
画には達しませんでした。立入検査
等には様々な知識や経験が必要で
す。職員の育成について経験を要
すること、他の事業拡大等が主な理
由です。今後も職員の研修参加を
進め、さらに実地経験を積むことで
改善を図っていきます。
２．IT技術を駆使した空調設備をは
じめ、先進的な設備を持つ建築物
が増えています。職員の見識等をさ
らに高める必要があります。

Ｂ ―

①省エネルギー（節電、経費
削減）と法の基準との整合性
を考えてほしい。（講習会アン
ケート）
　多くの建物の空気調和設備
で冬場の湿度が上がらない。
根本的解決方法を提示してほ
しい。（講習会アンケート）

現状維持

122
室内環境調査の
充実

健康ぶんきょう２１

住まいやオフィスにおける有
害な化学物質の発生抑制など
に必要な指導や助言を行い、
快適な生活環境を確保し、区
民の健康・安全を守ります。

区民やオフィスの事業者に向
けて計画的に情報発信及び
相談、調査を行い、区民の快
適で健康な暮らしの向上を図
ります。

生活様式の変化や新築・リフォーム
に起因する種々の化学物質、家屋
の気密化によるダニ、カビ、結露の
相談を受けつけました。
平成24年3月に、ダニによるアナフィ
ラキシーを防ぐためのパンフレットを
作りました。
平成24年3月に、区民やオフィスの
事業者に向けて住まい衛生講習会
を開催しました。

快適な生活環境確保のため、住ま
いの衛生講習会やパンフレットの作
成で情報発信を行い、事業周知に
努め、引き続き区民の快適で健康
な暮らしの向上に取り組みます。

Ｃ ―

①乳幼児の親からダニやカビ
の住まいのアレルゲン調査の
要望があります。
　健康で快適に住むため、
シックハウス対策や家屋で発
生した害虫について適切な助
言が欲しいとの要望がありま
す。

現状維持

123
医薬品等の安全
対策の推進

文京区地域福祉
保健計画（保健医
療計画）

区民の医薬品等による健康被
害を未然に防止し、健全な生
活環境を確保します。

薬局、医薬品販売業、管理医
療機器販売・賃貸業、毒物劇
物販売・取扱業、家庭用品販
売業の許可・登録・届出時の
審査と営業後の立入検査等に
よる監視指導を行います。

①改正薬事法の経過措置終了に伴
う医薬品販売店の業態転換を完了
しました。
②医薬品や毒物劇物の事故発生時
には東京都等他自治体と情報交換
を密にし、速やかに事業者に対して
適切な指導を行うよう努めました。
③医薬品の安全管理や法令改正に
ついては随時、関係者への情報提
供を行い、周知を図っています。

①医薬品販売時の専門家による安
全使用のための確実な情報提供を
さらに推進するよう求められていま
す。
②毒物劇物営業者・取扱者に対す
る法規制の周知徹底と危機管理体
制の整備を促進する必要がありま
す。

Ｂ ―

①地方分権により、平成２４年
度に毒物劇物取締法の権限
が、平成２５年度には薬事法
の薬局に関する権限が区の
事務となることから、きめ細か
な監視指導の実施が求めら
れています。

②覚せい剤等薬物乱用防止
に関する啓発活動を行ってい
る東京都薬物乱用防止推進
文京区地区協議会の活動を
賛助しています。

現状維持

福
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124
食品の安全対策
の推進

文京区地域福祉
保健計画（保健医
療計画）、平成23
年度食品衛生監
視計画

文京区における食品等に起因
する衛生上の危害の発生を防
止し、区民の食生活の安全を
確保します。

区民・食品関係事業者・行政
のリスクコミニュケーションを充
実し、食品関係施設の自主管
理の推進とともに、地域の実
情に合わせた監視指導を行い
ます。主な取り組みは次のとお
りです。　①　食の安全性情報
の共有化の推進　② 食品衛
生関係施設の自主管理の推
進　③ 食品衛生関係施設へ
の監視・指導　④　流通食品
の監視 　⑤ 違反食品、食中
毒発生時等緊急時の迅速な
調査対応と、その整備の拡充

事業者に対する自主管理推進への
指導と肉の生食による食中毒防止、
基準設定についての普及啓発を行
いました。また、放射性物質関連で
牛肉流通調査の緊急調査対応を行
い流通の安全確保を確認しました。
また、食中毒関係の相談、調査事
例は例年よりも少なく、放射性物質
に関する相談や生食肉に関する相
談など微増した食の安全に関する
相談対応をしました。

牛レバー禁止に伴う監視指導や都
ふぐ条例改正に伴うふぐ加工製品
取扱届出施設への監視指導を徹底
し、違反や事故の未然防止を図る
必要があります。また、食に関する
情報の共有化事業では参加率向上
と、時事に応じたテーマやホーム
ページ上での啓発発信の充実と、
食品衛生協会と協働し、食の信頼
度への向上を目指す必要がありま
す。

Ｂ ―

①区民から食のリスクや食の
安全に関する最新情報提供
の要望が高くなっています。ま
た、事業者から最新の技術・
知見に基づく衛生管理・技術
支援の要望が高くなっていま
す。

②区民・事業者等の意見を反
映した文京区食品衛生監視
指導計画を策定し事業を実施
しています。また、食品衛生
推進員を活用した啓発事業と
文京食品衛生協会との協働
による自主的衛生管理の推進
を図っています。

現状維持

125
動物との共生社
会支援事業

健康ぶんきょう２１

犬・猫などの動物の飼い主
が、動物の正しい飼養に努め
るよう普及・啓発を図り、動物
愛護団体等様々な主体と連携
し、人と動物とが共に暮らせる
良き共生社会を目指します。

動物との共生や動物愛護、
犬・猫の正しい飼い方につい
て、イベントや講演会の開催、
ポスター・リーフレットの作成及
び区報やホームページなどの
活用により、普及・啓発を行い
ます。また、動物の飼養指導
員や普及員、動物愛護団体等
の協力を得て、動物の適正な
飼養を推進します。飼い主の
いない猫の去勢・不妊手術の
助成を行います。

・動物との共生社会支援事業につ
いてはイベントを２回、講演会を３回
（うち２回はイベント期間中）開催しま
した。来場者数の合計は1,177人で
した。
・飼い主のいない猫の去勢・不妊手
術については586匹の猫の手術を
実施し（560匹予定）、実施率は
105％でした。
・指導員・普及員・協力員について
は41人が活動に参加し、区内の動
物の飼養管理の適正化を図るた
め、犬及び猫の正しい飼い方の普
及啓発や飼い主のない猫の不妊・
去勢手術を実施しました。

・猫については苦情件数が22年度
に比べ38％増加しました。特に汚
物・汚水に関する苦情が倍増してい
ます。引き続き去勢・不妊手術により
繁殖抑制をするとともに、適正飼養
に努めるよう、飼い主に啓発をして
いくことが必要です。
・犬については、登録数が6,200頭
を超えており、糞尿被害や鳴き声の
苦情も多いことから、飼い主に対し
て狂犬病予防注射や適正飼養の周
知徹底が必要です。

Ｂ ―

①「飼い主のいない猫の去
勢・不妊手術助成事業は是非
継続してほしい（助成券申請
者）。」「犬の飼い主に対して、
散歩のマナーを周知徹底して
ほしい（犬のふん尿被害苦情
者）。」

②普及員、協力員として動物
衛生事業の普及啓発活動を
行っています。また、猫の助
成制度を知り、新たに去勢・
不妊手術を試みようとされる区
民が増えています。

現状維持

コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ
・
産
業
・
文
化

126
地域活動セン
ターの整備

区民サービスコーナー、ふれ
あいサロン事業の拡充、立ち
寄りスペース業務、安心・安全
まちづくり事業、環境・高齢福
祉施策などの事業を実施し、
地域の相互交流を促進すると
ともに地域コミュニティの活性
化を図る地域の拠点施設とす
るため、地域活動センターの
建て替えを進める。

地域に密着した区民サービス
を提供し、区民が身近に利用
できる施設としての機能を整え
た地域の拠点として、地域活
動センターを整備する。湯島
地活は総合体育館と併設し、
向丘地活は第六中校と併設
し、大原地活（千石交流館含
む。）は子育て施設と併設して
建設する。また、礫川、大塚地
活は、区民課を中心とした関
係課により検討を進める。音羽
地活は、福祉センター跡地利
用のなかで検討する。

湯島地域活動センター及び向丘地
域活動センターについては、工事に
着手した。
大原地域活動センターについて
は、町会連合会との意見交換会や
区民説明会を経て、実施設計を終
え、工事に着手した。

湯島地域活動センターは、体育館と
の複合施設のため、２４年度に運営
や移転に向けた調整を進める。ま
た、開設に向けては、地域活動団体
や利用者に対して、使用に関して十
分な説明を行い、周知を図ってい
く。礫川、大塚、音羽の地域活動セ
ンターは、２４年度に建替えの方向
性を検討する。

― Ａ

①区民利用の場となる多目的
の集会施設を設けてほしい。
（（仮称）千石拠点施設建設に
伴う近隣説明会より）
②多目的室や打合せスペー
ス、会議室など、施設の利
用、規模などについての区民
説明会、関係団体への説明を
実施した。

拡充

福
祉
・
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康
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127
ふれあいサロン事
業

あらゆる世代が気軽に地域活
動に参加できるよう交流の場
を提供すること、及び地域活
動を担う人材発掘・育成を支
援することを目的とし、ふれあ
いサロン事業を地域活動推進
の拠点として位置づけ、住民
の相互交流を促進し、地域コ
ミュニティの一層の推進や活
性化を図ります。

汐見、駒込地域活動センター
を中心にふれあいサロン事業
を実施し、多世代間交流の場
を設けるとともに、地域活動を
担う人材発掘・育成を目的とす
る講座を企画・実施します。
実施事業については、毎年度
見直しを行って充実を図るとと
もに、施設の状況等を勘案し
ながら、小規模講座等できる
範囲で小石川地区へ展開し、
また、平成25年に開設する湯
島地域活動センターにおいて
も、ふれあいサロン事業を展
開します。

親子や働いている世代を対象とした
事業を新たに企画に入れ、新規に8
講座（ＰＲイベント3事業を含む）をＮ
ＰＯ等と企画、実施し、計7,621名の
参加がありました。
実施事業全体の参加率は76.4％、
アンケートでは70.8％の方が講座内
容について「大変良い」という評価を
いただきました。

講座満足度が若干低下しているた
め、内容の見直しを進め、また、地
域活動を担う人材の発掘・育成をす
る講座を充実させていく必要があり
ます。
施設の状況等を勘案しながら、小規
模講座等できる範囲で順次ふれあ
いサロン事業を展開していく必要が
あります。

Ａ ―

①レベルアップした講座を
行ってほしい。地域の人達の
力を集めての企画は大変感
動的かつ有意義。短い時間
（単発講座）の中で仲間を作
るのは難しい。（各種講座参
加者アンケートより）

②区民の方が講師となって、
そば打ち体験教室やトールペ
イント入門を実施することがで
きました。また、平成24年度か
らは、提案型のふれあいサロ
ン講座を実施し、区民参画を
進めていきます。

拡充

128 地域貢献講座

長年にわたり社会活動に従事
し、各分野の知識や技能を
持っている方に、地域活動運
営に携わる足がかりを提供し
ます。また、これを契機として
区とNPO・事業者との協働事
業の活動等に寄与できるよう
にします。

区単独ではなく、地域活動を
研究している団体との協働事
業として企画・運営を行いま
す。実習を中心・核とした経験
体験型の教科目編成とし、学
術的教科は、目的達成の補強
にとどめることで、実践的な講
座とします。また、地域活動促
進の浸透を狙い講演会を併せ
て開催します。

受講生の中で、同じ分野の活動を
志す者同士がコミュニケーションをと
る姿が見られました。また、受講後
のアンケートでも9割が内容を評価し
ており、“地域活動のきっかけ”という
講座の目的は概ね達成できたと考
えます。また、前年度の修了生が参
加する科目を設定したことでリアリ
ティがある討議ができ、より一層受講
生の意欲を高めることもできました。
修了生の今後の活動に期待が持て
ます。

修了生の受け皿となる活動の場が
必要と考えます。修了生の追跡調
査を実施して活動状況を把握すると
ともに、修了生の受け皿となり得る
区事業の洗い出しや創出、既存事
業における修了生の活用を促しま
す。特に、現在検討中の新たな公
共の担い手との協働においては、
本講座で習得したスキルが十分に
発揮できることから、修了生の活用
方法を検討していきます。

Ｃ ―

①・実習はとても勉強になっ
た。もっと多くの人が講座以外
でもNPO、ボランティアに参加
できる場を必要としていると感
じた。
・協力した学生の実体験を聞
きたかった。
・大学生の活用が今一つで客
観的に観察している程度だっ
た。学生にも8回の感想を発
表してもらうことで、若い意見
が聞ける機会になったかもし
れない。（受講者アンケート）
②講座の企画・運営を区内の
大学研究室と協働で実施し
た。

拡充

129 交流館の改修

区民の福祉増進と地域社会の
良好なコミュニティ形成支援の
拠点である交流館の役割は重
要であり、交流館利用者の安
全確保のためにも、その耐震
化について検討し、施設の耐
震化整備を進めます。

「文京区が所有する公共建築
物の耐震化整備プログラム」に
基づき、耐震ランクＣランクとさ
れている、大塚北交流館、本
駒込南交流館、本郷交流館の
３館について、平成27年度ま
でに耐震改修、建替えなど、
いずれかの方法で耐震化を進
めます。また、千石交流館は
千石一丁目用地を利用し、建
替えを行い、水道交流館につ
いては、職員住宅との複合施
設であるため、担当課と耐震
化について協議を進めます。

千石交流館については、町会連合
会との意見交換会や区民説明会を
経て、基本設計及び実施設計を終
え、千石一丁目へ大原地活との複
合施設として建替えを進めました。

大塚北交流館、本駒込南交流館、
本郷交流館及び水道交流館につい
ては、関係各課との分科会を設置
し、耐震化について協議を進めてい
く必要があります。

― Ｂ

①クーラー等空調設備が古
い。和式トイレを洋式に変えら
れないか。（指定管理者による
報告資料）

②千石交流館については、町
会連合会との意見交換会や
区民説明会を行いました。ま
た、その他の交流館について
も、耐震化を行うにあたって
は、利用者である区民の意見
を活かした耐震整備を行いま
す。

拡充
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130
地域活動参加支
援サイト

地域コミュニティの活性化を図
るためには、NPO等地域活動
団体の様々な情報を相互に共
有することが不可欠です。ま
た、参加者間の意見交換の場
を設けることで、一層の参加促
進が図られるようにします。

地域公益活動情報サイト「こら
びっと文京」は、地域活動の情
報を発信する有効な手段とし
て開設して４年を経過し、地域
活動に理解や関心、興味のあ
る区民に浸透してきています。
このサイトを利用して意見交換
の場を提供します。

経済産業省が運営する、ツイッター
を利用した政府・地方公共団体の取
組集「がばったー」への登録や社会
貢献活動を積極的に推進する企業
にも登録・協力していただくなど、サ
イトの活性化に向けた取り組みを着
実に実施してきた結果、開設当初か
らのアクセス累計が15万件弱に上り
ました。

相互コミュニケーション機能の付加
には、個人情報の流出や悪質な誹
謗・中傷、犯罪への悪用等を防ぎ、
サイトの信憑性と健全性を確保する
ことが大きな課題であり、そのための
運用ルールの策定やセキュリティ対
策等が重要となります。また、初期
投資やランニングコストの抑制、運
用手法等についても十分な検討が
必要となります。

Ｃ ―

①・SNS上で協働相手を募集
したり、企画を提案したりという
掲示板機能があれば便利だと
思います。
・SNS機能は団体・個人の交
流という点で必須だと思いま
す。
（こらびっと文京開設4周年登
録団体調査）

②管理運営を特定非営利活
動法人文京区中小企業経営
協会と共同で実施していま
す。

改善・見直し

131
（仮称）新たな公
共の担い手専門
家会議の設置

文京区基本構想

文京区基本構想に掲げた新
たな公共の担い手との協働を
推進するため、専門家による
会議体を設置し、ＮＰＯ、事業
者等と区との連携のあり方や、
新たな公共の担い手を創出す
るための仕組づくりに関する提
言を受けることです。

学識経験者と実務経験者の5
名の委員で構成する「文京区
新たな公共の担い手専門家
会議」を設置し、提言内容を検
討していきます。

会議は8回開催し、24年4月10日に
提言を受けました。
提言は「区の基本姿勢」と「担い手
創出の具体的な手法」の2点が示さ
れ、内容は専門的見地からの意見
等が十分反映されたものとなってい
ます。

今後、提言の実現を図るために、区
として取り組む際の方法等を検討す
る必要があります。

― Ａ

②会議の性質から区民公募
等による区民参画ではない
が、委員全員が区内在住、在
勤又は区内在住であった委
員で構成されています。

終了確定

132
男女平等参画推
進事業

男女平等参画推
進計画

女性も男性も性別にかかわり
なく、その個性と能力を十分に
発揮できる男女平等参画社会
の実現のために、男女平等参
画推進計画に基づく施策を推
進します。

男女平等参画推進計画に基
づく施策を推進するため、有
識者や公募区民から成る文京
区男女平等参画推進会議に
より、事業の推進状況の確認
や評価を行います。また、講
座開催や啓発誌の発行によ
り、意識啓発や理念の周知を
行います。

女性の就労支援ｾﾐﾅｰ、ﾊﾟｿｺﾝ教室
などの実践的な事業を開催し、啓発
紙ﾊﾟｰﾄﾅｰでは社会状況に合わせ
た意識啓発を行いました。ﾜｰｸ･ﾗｲ
ﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ推進企業表彰では区内企
業10社を認定するとともに、東京都
労働相談情報ｾﾝﾀｰとの共催により
各社の取組み事例紹介、経営戦略
としてのﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽについて
のｾﾐﾅｰを開催しました。相談事業
では259件のｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞを行い不安
や悩みの軽減、専門機関の紹介を
行いました。

男女平等参画社会における社会的
参画の推進を目指し、個人や企業
へ多様な支援を行うことが必要で
す。

Ｂ ―

①事業実施後のアンケート結
果では、パソコンなどのスキル
アップ支援への事業継続要
望が多く、ＷＬＢ事業について
は、企業・個人が取組むべき
両立支援の視点や働き方に
ついての周知を望むものが多
くありました。

②区民公募委員の参画によ
り、男女平等参画推進会議を
運営しています。

現状維持

133
男女平等セン
ター事業の充実

男女平等参画推
進計画

男女平等参画を推進する拠点
施設として、区民に学習の機
会、活動の場を提供します。

文京区女性団体連絡会を指
定管理者として施設の維持管
理及びセンター事業の企画・
運営を行っています。

町会と協力し地域への事業周知に
努めるとともに、男女平等参画の更
なる推進を目指して記念講演会等
の事業（10回）を開催し、ｾﾝﾀｰだよ
り（3回発行）、ﾛﾋﾞｰ展示等による啓
発を行いました。　研修室利用
（4,233件）により活動の場を提供し、
安定した管理運営を行いました。
※平成23年11月から平成24年1月
までの3ヶ月間、全館休館による空
調設備改修を行いました。

男女平等参画推進計画では地域に
おける推進活動の拠点として位置
付けられており、多様な年代が利
用、参加ができるよう特に若年層へ
の更なる事業周知が必要です。

Ａ ―

①・差別の疑似体験ができる
セミナーで男女共同参画の意
味が良く分かった。（参加者ア
ンケート）
　・インターネットによる予約も
検討して欲しい。（利用者懇
談会）

②文京区女性団体連絡会が
指定管理者として運営を行っ
ています。

現状維持
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134
文京区技能名匠
者認定事業

ものづくりに携わっている技術
者の社会的評価を高め、もっ
て伝統的技術、技法の維持向
上と技術習得意欲の増進を図
り、また技術者の地位向上と
後継者の育成への努力を通し
て、区内産業の振興及び発展
を図っていきます。

学識経験者、職能団体代表者
等で構成される審査会におい
て認定希望者を審査し、適格
とされる者を技能名匠者として
認定します。

募集期間中にシビックセンター１階
アンテナスポットで過去の認定者の
作品を展示し、事業の周知を図りま
した。また、区報やチラシを作成、区
民、産業団体等に配布し、広報活
動を行いました。
23年度は1名を認定しました。

現在まで86人が認定されています。
今後は違う分野からも認定者を増や
すため、様々な分野の団体に事業
の周知をする必要があります。

Ｂ ―

①認定を受けたことにより、区
や地域のイベント事業に参加
する機会ができたり、また、文
京区の産業情報誌で紹介さ
れた事により問い合わせがふ
えました。同業者の輪が広が
り技能者同士のネットワーク作
りができました。（認定者）

現状維持

135
産学連携支援事
業

区内大学等と区内中小企業が
連携することにより、区内産業
の活性化を図ります。

区内大学等と連携し、区内中
小企業が大学の資源や研究
成果を活用できるよう、橋渡し
の役割を果たします。区だけ
の支援ではなく、国・都等の支
援を受けられるためのコーディ
ネートも行います。

文京博覧会に8大学が出展し、大学
の研究成果を発表しました。平成23
年度は、跡見学園女子大学、拓殖
大学、文京学院大学が新たに出展
しました。

大学発ベンチャー企業の育成や創
業支援施設整備について、平成24
年度に設置した文京区産学官連携
イノベーション創出協議会で提言を
頂く予定です。今後、提言を踏ま
え、効果的な事業展開が求められ
ています。

Ｂ ―

①文京区内大学関係者を集
い、産学官連携について意見
交換をする場を設けて頂くこと
は、画期的であり、大変有意
義である（区内大学）

現状維持

136

産学連携　社会
起業家アクション
ラーニング・プロ
グラム

地域を舞台にした実践的な教
育を通じて、大学と地域との連
携を促すことにより、新たな公
共の担い手となる人材の育
成、コミュニティビジネスの支
援及び地域の活性化を図りま
す。

東京大学との共同研究とし
て、社会起業家を育成する講
座を開催し、本郷界隈を拠点
として、受講生が地域課題の
解決に取り組みます。導入編
では、起業や地域活性化に関
する講義・ワークショップを行
い、ビジネスのアイデアを考え
ます。実践編では、ＮＰＯ、商
店街等と協力し、アイデアを
ベースとした事業化の着手に
挑みます。

導入編：区民18名、学生22名、実践
編：区民11名、学生3名
実践編では3つのチームを編成し、
商店街と提携して文人スイーツの制
作、文人にまつわる講演会の実施、
小学校と提携して防災ワークショッ
プを行うなど、本郷にある各主体を
つないで、地域活性化に貢献しまし
た。
なお、受講満足度は100％であり、
本事業は受講者から高く評価されて
います。

社会起業には、商店街の活性化の
ほかに、環境、子育てなど幅広い
ジャンルがあります。このような課題
に取り組みたい受講生のニーズにも
対応する必要があります。
また、「新たな公共の担い手専門家
会議」による提言を反映させた事業
展開についても検討します。

Ｂ ―

①アクションを起こすことに
よってコミュニティを活性化で
きる可能性について理解する
ことができ、体験型学習の有
用性を実感しました。（実践編
受講生）

拡充

137
中小企業セミ
ナー

区内中小企業の事業主及び
従業員に対し、多種多様なセ
ミナー等を開催していくことに
より、中小企業の経営を安定さ
せ、区内産業の活性化を図り
ます。

セミナーや講演会などを通じ
て、経営等に必要な知識の習
得を助成します。

経済講演会：１回
起業家支援セミナー：導入編、専門
編　各１回
東京都連携ＢＣＰセミナー：１回
その他セミナー：１３回

東日本大震災の影響を踏まえ、ＢＣ
Ｐセミナーを実施しました。今後も、
複雑・多様化する社会・経済状況に
合った情報や知識を習得することが
求められています。

Ｂ ―
①理解しやすい内容で、説明
も上手で明確だった（講座参
加者）

現状維持

138
経営改善専門家
派遣事業

区内中小企業者、区内中小企
業者によって組織された同業
者組合、商店会、商工団体等
の抱える経営課題等に、専門
家が適切な診断・助言・指導
を行い、諸問題の解決を図り
ます。

(財)東京都中小企業振興公社
（以下公社）より、中小企業診
断士、技術士、ITコーディネー
タ、ISOなどの分野の専門家を
派遣し、かかった経費の一部
を助成します。

区内中小企業者４社(28回）へ助成
を行いました。
専門家派遣の内容は、既存事業の
見直し・営業力強化等・新システム
の導入・ＩＴを活用した顧客開拓・社
内改革の手法と必要性等でした。
補助金の増額を行いました。（7,500
円→9,400円）

事業をさらに広く周知して、より多く
の事業者に効率的に活用していた
だく必要があります。

Ｃ ―

①外部の専門家の方から助
言をいただく事ができ、非常
に参考になりました。また、文
京区が費用の一部を補助して
くれるので非常に助かります。
（利用者）

現状維持
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139
新製品・新技術開
発費補助

区内の中小企業者が新製品
や新技術の開発等によって、
新たな市場の開拓や販路の
拡大に取り組む場合に要する
経費の一部を助成することに
より、区内の中小企業者の技
術力の向上と経営基盤の強化
を促進します。

斬新なアイデアや独創性のあ
る新製品等の開発に要した経
費の一部を助成します。平成
２１年度からは、新たに産学連
携事業枠（２件）を設けていま
す。
また、従来は助成対象業種を
製造業に限定していました
が、平成２３年度より、ソフト
ウェア開発業、情報処理サー
ビス業も対象にしました。

平成２３年度は、２件認定しました。
・スマートフォン端末におけるニュー
スサイト専用の自動変換技術
ウェブサイトの記事をスマートフォン
の小画面でより効果的に表示する
技術
・皮膚真皮評価用小型SS－OCTシ
ステム
皮膚の微細な内部構造やその変化
を瞬時に、非接触で見ることができ
るシステム

産学連携事業枠の申請が依然少な
い状況にあるので、一般枠も含め、
対象者への周知を図るために効果
的な広報を行う必要があります。

Ｂ ―

①補助金を受けられたことに
より、新製品の研究開発を進
めることができ、かなり助かりま
した。（認定事業者）

現状維持

140
チャレンジショッ
プ支援事業

区内商店会の空き店舗で開業
する地域に根ざした起業家を
支援します。また、商店会の空
き店舗を活用することで、区内
商店会の賑わいの創出と活性
化を図ります。

区内商店会で発生した空き店
舗等で開業する起業家に対し
家賃補助を行います。また、
専門家による経営相談等を行
い、創業時に起きる諸問題の
解決等を支援していきます。

これまで周知を図ってきた結果、商
店会長等地域の方々からも、新規
出店者などに対して、本事業のこと
が伝えられるようになってきました。
その結果、計画を超える8件もの申
請があり、計画の5件を認定しまし
た。認定者の紹介をCATVやアンテ
ナスポット等で行い、事業と認定店
舗の周知に繋げるとともに、店舗の
売上や商店会の活性化に貢献しま
した。

審査会の基準が、開業後の店舗と
開業前の店舗で同じ為、審査基準
を分ける必要があります。また、認定
数を上回る申請件数が数年続いて
おり、商店街から認定件数増加の要
望もでてきています。

Ｂ ―

①家賃の補助に加え、区が派
遣する専門家による経営相談
が事業モデルの確立などに
役に立ちます。また、起業家
同士の交流が生まれ、そこで
の情報も役立っています。（認
定事業者）

拡充

141
中小企業等資金
融資あっせん事
業（利子補給）

区内中小企業者の金融機関
からの円滑な資金調達を促
し、かつ融資を受けた際の借
受者負担を利子補給で軽減
することによって、経営の安定
及び経営基盤の強化を図り、
区内産業の振興につなげま
す。

区内中小企業者が必要とする
事業用資金を取扱金融機関
に対し融資あっせんを行い、
支払った利息の一部補助を行
います。

年間6,769件の利子補給を区内事
業者に実施しました。また、次年度
に向けて利率の見直し、新規メ
ニュー「借換資金」の創設を実施し
ました。利子補給は、支払利息の一
部を長期間にわたり補助し、利用者
の負担を軽減することで、経営基盤
の強化につながります。区内中小企
業者への支援として、事業経営の安
定や経営基盤の強化を図るために
資金調達を円滑にすることは、有効
な支援策です。

新規メニューについて、実績を踏ま
えたうえでの見直しをする必要があ
ります。また、その他特別融資にに
ついても、引き続き時代のニーズに
合った融資メニューを構築する必要
があります。

Ａ ―

①区から利子補給があるの
で、低利で利用ができる。利
用者にとって、利用しやすい
制度である。（窓口）

②直接的な区民参画はありま
せんが、日々の窓口応対で得
た区内事業者からの情報を活
かしたサービス運営や案内等
を行っています。また、区内事
業者と深いつながりのある、本
事業について文京区と協定を
結んだ各金融機関と毎年３月
に融資協議会を開催していま
す。

現状維持

142
中小企業エコ・サ
ポート事業

中小企業の光熱水費等の固
定経費を削減させるために、
省エネ改修や省エネセミナー
を実施するとともに改修のため
に投資する設備の一部を区が
助成し、区内の中小企業の省
エネルギー対策に関する普及
啓発を行います。

中小企業に対し、省エネ研修
(年に2回開催)・省エネ診断・
省エネ改修（診断結果の反
映）・改修後診断を一連の流
れとしたプログラムで実施しま
す。省エネ改修については、
補助事業とし、省エネ研修・診
断に参加した中小企業の中か
ら省エネモデル企業を3企業
募集し、省エネ改修を実施し
ます。モデル施設は改修効果
を報告し、次年度の研修で事
業所をエコ見学会施設として
提供していきます。

中小企業に対し、省エネ研修（10
月、１月の年２回開催）・省エネ診
断・省エネ改修（診断結果の反映）・
改修後診断を一連の流れとしたプロ
グラムを実施しました。23年度は省
エネセミナー受講者のうち、省エネ
診断を受けた事業者の申込を受け
１企業に省エネ改修補助事業を行
い、その事業所を会場として省エネ
セミナーを実施しました。

事業のさらなる周知が必要となりま
す。省エネセミナーや省エネ診断も
積極的に受けてもらい、広く省エネ
を進めていく必要があります。
また、事業者にとってさらに利用し
やすい事業にしていく必要がありま
す。

Ｂ ―

①省エネセミナー受講者から
は、具体的で、実際に省エネ
改修工事をおこなった企業を
見学する事ができ、非常に良
かった。（セミナー受講者）
実際に光熱費を減らす事がで
きて良かった。（診断企業）

改善・見直し
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143
産業情報ネット
ワーク事業

区が主体的に地域企業をネッ
トワークで結び各種情報の迅
速な提供を行い、区内中小企
業の振興を図ります。

Ｂ－なび（文京ビジネスナビ
ゲーション）の会員である中小
企業等に対して、各種情報の
提供を行うとともに、ホーム
ページを通じて会員企業の情
報を全国に発信します。

アクセス件数は昨年度より減少して
いますが、年度末に講習会を開催
し、受講者が積極的にＢ－なびの更
新をすることにより、内容の充実を図
ることができ、２月、３月のアクセス件
数が伸びました。

アクセス件数及び登録者数の増加
を図るために、周知方法のほか、Ｂ
－なびの内容・構成も見直す必要
があります。

Ｃ ―

①B－なび登録企業より、
ホームページを持っていなく
ても情報発信ができる、講習
会の充実を図って欲しいとの
意見があります。

現状維持

144 産業情報誌発行

区内中小企業が必要とする経
済・経営等の情報を提供し、
区内中小企業の振興・発展を
図ります。

区内の経済動向、景況調査結
果の要旨、区の産業振興施策
の紹介などを主な内容として、
四半期に各3,600部を発行し
(年４回）、景況調査協力企業・
商工団体・関係機関などに郵
送するほか(商工団体を通じて
区内中小企業へ配布されま
す。）、区でも配布します。

Ｈ23年度は合計４回（3,600部×４＝
14,400部）発行しました。
　区内で活躍されている方々（ＮＰ
Ｏ、大学、ベンチャー等）のインタ
ビューや産学連携に取組んでいる
大学の紹介など様々な企画を実施
しました。
　購読者にとって有益な情報を提供
できるように様々な記事を掲載し、
文京区ホームページでも掲載してい
ます。
　また、発行部数を前年度から100
部増やし、3600部としました。

区内中小企業にとって必要な情報
を提供するために、様々な工夫をこ
らした記事をさらに掲載していく必
要があります。
また、読者の反応、ご意見を知る機
会を増やし、ニーズを把握していく
必要があります。

Ａ ―
①毎回さまざまな記事が掲載
されるので非常に役に立って
います。（区内中小企業者）

現状維持

145
産業物販展（文京
博覧会）

製品や技術について実際に
見たり体験したりすることに
よって、より多くの区民に区内
産業についての認識を深めて
もらいます。

自社製品の展示・実演、販売
などを行うことによって、区内
産業の製品や技術を広く紹介
する機会とします。

各団体の展示ブースを来場者にご
覧いただくことにより、区内産業をＰ
Ｒすることができました。

１団体あたりのブースのスペースが
十分ではないので、レイアウトや会
場確保等で工夫する必要があり、あ
わせて各会場間の回遊性を高める
工夫も引き続き必要となります。ま
た、集客を高めるために、ＰＲ方法
のさらなる工夫も検討する必要があ
ります。

Ａ ―

①「今後も続けていってほしい
です」、「ますますの発展を希
望します」（来場者アンケート）

②出展団体・企業によって実
行委員会を構成し、産業物販
展の実質的な運営を担っても
らっています。

現状維持

146
商店街販売促進
事業補助

区内商店街の活性化や販売
促進に供するために、事業補
助を行います。

区内商店会、商店街振興組
合、文京区商店街連合会及び
文京区商店街振興組合連合
会が独自に実施するイベント
等の事業に対し助成を行いま
す。また、事業終了後に実施
状況を把握するため、実績報
告を提出していただきます。

地域コミュニティの核である商店街
の活性化のため、商店街が実施す
るイベントに補助金を支出しました。
54のイベントが実施されました。

今後も地域の活性化のために、
様々な新しい企画のイベントを商店
街と研究していきます。

Ｃ ―

①商店街が実施するイベント
について補助が頂けるので助
かっています。（商店会長） 現状維持

147
商店街振興組合
等設立指導及び
補助

商店街振興組合連合会の基
盤強化を行い、適切な運営を
目指しながら、区内商店街事
業の活性化を図っていきま
す。また、商店会振興組合設
立への周知を行っていきま
す。

区内商店街に対して、商店街
振興組合及び商店街振興組
合連合会の設立に関する指
導及び啓発を行うとともに、新
規設立時に要する経費及び
活動費の一部を助成します。

商店会に対して振興組合化が、商
店街振興のための有効手段である
ことを理解してもらえるよう、啓発活
動を行っています。

法人化に向けて一部の商店街は動
きつつありますが、必ずしも商店街
振興組合の設立には繋がりません。

Ｃ ―

①商店街振興組合連合会の
設立及び活動には費用がか
かりますが、一部補助がある
ので助かります。（商店街振興
組合連合会）

現状維持
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148
商店街環境整備
事業補助

安全かつ快適な商業環境ま
た、地域整備を実施することに
より、区内商店街の活性化を
はかります。

東京都と連携し、商店街が行
う街路灯・カラー舗装・駐輪場
整備・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの作成などの
新設、改修、その他共同設備
設置等に対し、事業に要する
経費の一部を助成します。

街路灯の改修・撤去・ＬＥＤランプ交
換、ドライミストの導入、宅配事業へ
の支援等により、商店街の環境整備
を進めました。
※街路灯を持つ全39商店会のう
ち、10商店会が本制度を利用し街
路灯をＬＥＤ化しました。

商店会所有の街路灯でＬＥＤ化され
ていないものがまだ多いので、引き
続き全商店会のＬＥＤ化を促進して
いきます。

Ｂ ―

①区、都のご支援のおかけで
街路灯ランプをＬＥＤに交換
することができ、ＣＯ2と電力費
の大幅な削減を実現すること
ができました。
（ＬＥＤ街路灯設置事業補助
対象商店会）

現状維持

149
商店街ポイント
カード事業補助

区内の商店会活性化を図りま
す。

文京区商店街連合会（区商
連）等が事業主体として実施
する「ぶんきょう共通ポイント
カード」事業に要する経費の
一部について助成します。

区内共通ポイントカードの普及のた
め、ステージエコや文京博覧会等の
イベントに参加しました。
その他にも、未加盟店舗及び区民
へのポイントカードの認知度を高め
る企画を実施し、店舗、区民へ加入
促進活動を行いました。

ポイントカード加盟店数が伸びてい
ません。このため区商連による組織
的な加入促進活動が必要です。
区としては、引き続き加入促進活動
を積極的に支援していくことが必要
です。
従来のPR方法を継続するとともに、
アンテナスポットを活用するなど、ポ
イントカードのPR方法の工夫をして
いくことが必要です。

Ｃ ―

①ポイントカードのメリットや、
どのお店でカードが使えるの
かを、もっとPRすれば、商店
街でのお買物が増えると思い
ます（区内商店会で買い物を
する消費者）

現状維持

150
商店会加入促進
支援補助

地域コミュニティにとって重要
な役割を果たしている商店会
の活性化を図り、商店会への
集客力アップを図ります。

既に作成したリーフレットや
マップを配布し、商店会への
加入を各店に促すとともに、加
入商店会や商店に対する支
援活動を強化するためのアド
バイザー派遣を行います。ま
た、加入促進活動への功績が
著しい商店会を表彰します。

商店会に未加入の店舗への加入促
進活動に取り組み、その結果、約８
割の店舗が商店会に加入していま
す。

今まで以上に商店会加入のメリット
を伝えていく必要があります。
後継者不足が課題となっています。

Ｃ ―

①地域コミュニティの核である
商店会の加入数を増やすこと
が地域活性化につながると考
えています。（区商店街連合
会長）

現状維持

151 消費者啓発

消費生活に関する知識の普
及により消費者被害を未然に
予防し、自立した消費者となる
支援を行います。

出前講座を実施するとともに、
情報誌や啓発冊子の作成、配
布を行います。

出前講座では、目標回数を超え５３
回実施し、講座の延べ受講者数は
２，７４７人で２年連続２千人を超え
ています。
東京都消費者行政活性化交付金を
活用して、子ども向け金銭教育出前
講座の実施や、消費生活センター
ガイド等の作成、ポスタープリンター
を購入して様々な啓発活動を行い
ました。

前年より実施回数は増加し、新しい
種類の団体にも実施したが、消費者
相談の件数が依然多いため、６０歳
以上の消費者と、インターネットトラ
ブルやマルチ商法等の被害に遭い
やすい若者への啓発活動として、出
前講座を引続き充実させていく必要
があります。

Ａ ―

①DVDが分かりやすかった、
クーリング・オフのことが分
かった、インターネットの怖さ
がわかった（以上生徒）。また
実施してもらいたい（教員）。

②消費生活研修会や普及啓
発事業の際に、消費生活推
進員に一言アドバイスを話し
てもらったり、啓発チラシの配
付をお手伝いしていただいて
います。消費者団体にも啓発
パンフレットの配布に協力を
いただいています。

現状維持
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152 消費生活推進員
消費生活に関する基礎知識を
学ぶ機会を設け、「賢い消費
者」を増やします。

(財)日本消費者協会による年
間１０回の講座の受講と、同協
会が実施する消費者力検定
試験を受験します。

３０名定員のところに２４名の応募が
あり、全員受講としました。
より多くの受講者と啓発活動を行え
るよう、４級以上の級に認定された
方を消費生活推進員としました（１
級：０人、２級：２人、３級：１０人、４
級：５人）。
また、消費生活推進員による啓発活
動を１３回行い、延べ２３人の協力を
得られました。

消費生活推進員養成講座受講希望
者が増えるよう、ＰＲ方法などを見直
す必要があります。消費生活推進員
となった受講生の今後の活用方法
を、引き続き考え直す必要がありま
す。

Ｂ ―

①啓発活動に積極的に関
わっていきたい。引続き学習
を続けていきたい（推進員）。
消費生活推進員の会として出
前講座の企画、立案、講義を
したい（消費生活推進員の会
＝消費者団体）。

②区主催事業の際、消費生
活推進員へ希望者を募って
センターのPR等をしてもらっ
ています。今後は、区と推進
員の双方が満足のいく適切な
活用方法を提案していく必要
があります。

現状維持

153 消費者研修

消費生活に関する知識の普
及及び情報の提供等を図るこ
とで、区民が自立した消費者
になることを目指します。

①「消費者の自立」を支援する
ことを目的とした研修会を開催
します。
②消費生活に関する自主的な
学習を支援し、消費者団体や
区民グループの育成を図るた
め、消費者問題に関する講演
会、学習会、調査研究会に係
る経費の一部を助成します。

①研修会のテーマを選定する際に
（昨年は防災・葬儀・整理収納・契約
等実施）、現代社会における消費者
のニーズ、研修会終了時のアン
ケート及び消費者団体の意見を参
考に選定したところ、参加年齢層が
更に広がりました。
②消費者団体連絡会において、団
体活動助成について説明をし、一
定の活用がなされました。

①消費生活研修会の開催にあたっ
ては、社会情勢の変化に気を配り、
引き続き消費者のニーズを把握した
テーマ選定が必要です。
②団体活動助成を適切に活用して
もらえるよう、更に主旨の説明を含
めた働きかけが必要です。

Ｂ ―

①研修会テーマが生活に密
着しており、受講してよかった
です。もっと多くの方に生活向
上のための知識を広められた
ら良いと思いました。消費問
題（住宅や保険の契約・通信
販売等）に困った時は、消費
生活センターに相談しようと思
いました。（研修会アンケート）

②消費生活推進員養成講座
修了者に研修会にて消費生
活センターの業務案内をお願
いしています。また、子ども向
け研修会では消費者団体が
活動を生かした研修会を開催
しています。

現状維持
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①区民要望等
②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
(B様
式)

目的 手段 成果 課題
指   標
達成度
(A様

方向性

154
消費者相談室運
営

消費生活相談員が消費者トラ
ブルに対して助言等を行い、
消費者被害の回復と未然防止
を図ります。

消費生活相談員が、消費者か
らの苦情等に対して専門的知
見に基づいて、適切かつ迅速
に苦情の処理の斡旋や助言
等をして問題解決を図ります。
また、消費生活出前講座など
啓発事業の講師や啓発資料
作成をします。

平成23年度の相談件数は1,667件
で前年度比27件の増加となりまし
た。相談員が問題解決のために斡
旋や交渉、調整をした回数は4,357
回となり、ここ数年間4,000回を超え
ている状況です。昨今の相談内容
が複雑・長期化しており、より効果的
な対応をするために国民生活セン
ター等が実施する研修へ積極的に
参加し、質の向上に努めました。ま
た、今まで以上に高度な法的・専門
知識が求められるケースが多いた
め、東京都消費者行政活性化交付
金を活用し、相談員のための弁護
士相談と新たに専門家相談を実施
しました。弁護士や専門家から助言
を得ることで、相談者に対し専門的
な知見から助言することができ、消
費生活相談をより迅速且つ適切に
解決することが出来ています。

昨今の消費者相談は複雑・長期化
という傾向が続いており、より適切に
対応するために各種研修会への参
加や、弁護士や専門家への相談を
今後も継続して行い、引き続き相談
員の能力向上への取り組みが必要
と考えます。

Ｂ ―

①消費生活相談員が何度も
時間をかけて、業者と連絡を
取ってくれて、いい方向に話
が進みました。どれ程救われ
たかわかりません。ありがとう
ございました。（相談者）

現状維持

155
大学連携推進協
議会の検討

文京区アカデミー
推進計画

区内に多くの大学が存在する
という特長を活かし、区と区内
大学とが様々な分野において
相互に連携・協力することによ
り、文京区の魅力を高め、地
域社会の活性化を図ります。

区内大学学長懇談会及び実
務担当者による会合を開催
し、大学連携推進協議会発足
の可能性や、地域連携、大学
連携をより一層推進していくた
めの方策等の検討を行いま
す。

地域連携担当者会議を7月、10月、
2月に開催し、連携についての報告
等を行いました。また、東日本大震
災を踏まえた、震災時の相互協力
等に関するアンケート調査を行い、
今後の相互協力について検討しま
した。
区内大学学長懇談会を1月に開催
し、「大規模災害における区と区内
大学との相互協力について」を議題
として、意見交換を行いました。

各大学の規模や学内連携体制に相
違があるため、連携協議会の発足
に向け、連携担当者会議において
さらに検討を進めていく必要があり
ます。

Ａ ― 現状維持

156
生涯学習一日体
験フェア

文京区アカデミー
推進計画

区民の生涯学習活動への参
加を促すため、学習相談、学
習情報の提供、活動成果の発
表の場として生涯学習一日体
験フェアを実施し、「学び」との
出会いを支援します。

文京アカデミア講座の企画協
力団体等が一堂に集い、講座
の内容紹介、サークルの活動
発表、学習相談などを行いま
す。

参加団体、協力団体は回を重ねる
につれ増加し、生涯学習講座の紹
介やサークル活動の成果発表の場
としての役割を果たしており、来場
者からのアンケートなどでは概ね好
評を得ています。さらに、実行委員
の人数も増加し、生涯学習支援者
の活動の場としても有効に機能して
います。

22年度後半から１階展示室も会場と
して使用していますが23年度の来
場者数は伸び悩びました。23年度
は天候に恵まれなかったこともありま
すが、広報ツールを増やしたり、より
効果的な周知方法を検討していくこ
とで来場者の増加を図る必要があり
ます。

Ｂ ―

①直接話が聞けて有意義
だった。何か参加してみた
い。学習室の音響が良くな
い。よいイベントなので積極的
に周知して沢山の来場を。な
ど（来場者アンケート）、発表・
演奏ができてよかった。こうい
う機会がないと区民の方々と
話ができない。出展者間で情
報交換できた。（出展出演者
アンケート）

②企画・出展者調整・設営計
画及び当日の運営を生涯学
習支援者有志により構成され
た「文京アカデミア生涯学習
一日体験フェア実行委員会」
と協働で行っています。

現状維持
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①区民要望等
②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
(B様
式)

目的 手段 成果 課題
指   標
達成度
(A様

方向性

157
生涯学習支援者
の育成・活用

文京区アカデミー
推進計画

「文の京生涯学習司」、「文の
京地域文化インタープリター」
等の本区独自の資格取得者
や、区民の講座運営を支援す
る「文京アカデミアサポー
ター」など、生涯学習支援者を
育成・活用し、地域における生
涯学習活動の活性化や区民
の主体的な学習や活動を支
援します。

「学習司」、「インタープリ
ター」、「サポーター」などの人
材を育成する講座や育成した
人材が一層スキルを高める講
座を実施するとともに、育成し
た人材が連携を深めるための
場を設けたり、活躍できる場を
充実していきます。

「学習司」は既認定者対象のスキル
アップ講座を実施しました。「イン
タープリター」は新たに17名を初級
認定し、認定者数は82名となりまし
た。また、初・中級認定者対象の上
級講座を実施しました。「サポー
ター」は新たに18名が登録し、登録
者数は108名となりました。活動の場
は、講座企画・運営、一日体験フェ
ア、企画展や講座のサポート等を行
いました。

資格取得後の活動の場の充実を望
む声に応え、さらなる活動の場を作
ることが求められます。併せて学習
支援者スキルアップ講座の内容等
を検討する必要があります。また、
「インタープリター」は現行の養成メ
ニューは予定どおり23年度をもって
終了し、新たな方向性を検討するこ
とになっています。

Ｂ ―

①資格認定者が活動する機
会や場の一層の充実を望む。
（生涯学習推進関係委員会
等）

②育成した学習支援者との協
働を進めることが区民参画に
つながっています。

現状維持

158
大学・企業等との
協働の推進

文京区アカデミー
推進計画

大学、企業や団体の施設・設
備・人材を活用した講座の実
施や、社会貢献事業の誘致に
より、より多くの区民が自分に
合った「学び」を見つけるられ
るよう、講座等のメニューの充
実を図ります。

大学の学習環境や高度かつ
専門的な知的財産を活用する
ため、大学施設を使った大学
キャンパス講座、大学学長の
講演会（大学ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｽ特別公
開講座）を実施します。
また、企業や団体の社会貢献
事業を積極的に誘致し、メセ
ナ講座を実施します。

大学キャンパス講座は、26講座と22
年度からさらに実施数を増やし、目
標をほぼ達成しています。他には大
学プロデュース講座（学長講演会）
を3回、メセナ講演会を2回実施しま
した。

大学には専門的な学習を担うことが
期待されていますが、専門的過ぎて
受講生が定員割れすることもあるた
め、受講生ニーズの把握に一層留
意して的確な企画を立てることが求
められます。また、大学や企業等新
たな協力先を開拓することも必要で
す。

Ｂ ―

①大学のキャンパスで受講で
きるため申込した。大学のこと
を知らなかったが参加できて
よかった。家の近くの大学で
准教授の話を聞けてよかっ
た。当初イメージと内容がズレ
ていた。若い人向けの感覚で
教室が寒かった。　など（受講
生アンケートより）

拡充

159
文京アカデミア講
座（生涯学習講
座）

文京区アカデミー
推進計画

区民ニーズに合った生涯学習
の機会を提供するため、魅力
的な学習プログラムを用意し、
時間や場所など、学習活動を
行うにあたっての制約を除くた
めの配慮と支援を行い、いつ
でも、どこでも、だれでも学習
できる機会の充実を目指しま
す。

地域、文学、歴史・社会、芸
術、くらし、語学、健康・スポー
ツなど、多様な分野について
学ぶことができるよう、バラエ
ティに富んだ「文京アカデミア
講座（生涯学習講座）」を実施
します。また、時間や場所を問
わずに、パソコンから講座等の
受講ができる「ｅ－ラーニング
講座」を配信します。

パソコン講座は23年度からさらに増
やして16回実施しました。その他の
講座の実施状況はほぼ横ばいです
が、講座企画募集等の時期が震災
直後であったためか、自主企画のう
ち生涯学習支援者からの提案企画
と区民プロデュース講座の実施数が
少なくなりました。
講座受講生からのアンケートでは、
大半の講座で満足度が80％を超え
ています。

一層バラエティに富んだ講座を実施
することや区の政策課題も念頭に置
いたテーマに関する講座を企画す
ることが求められています。
また、勤労者や子育て世代なども参
加しやすいメニューも実施していま
すが一層充実することが求められて
います。

Ｂ ―

①内容が高度過ぎ、内容が易
し過ぎと両意見有り、回数が
多過ぎ、少な過ぎと両意見有
り、その他楽しかったという意
見、講師が良かったという意
見多数あり（受講者アンケー
ト）

②文京アカデミアサポーター
による講座開催時のサポート
業務、区民等から提案された
企画を実施する区民プロ
デュース講座、生涯学習司に
よる区民プロデュース講座の
コーディネート（サポート）な
ど、様々な場面で区民参画を
取り入れて事業を運営してい
ます。

現状維持

160
生涯学習情報の
一元化及び相談
拠点の整備

文京区アカデミー
推進計画

生涯学習に関する情報提供
及び相談体制を整備すること
で、区民一人ひとりの学習や
活動を支援し、一人ひとりの知
識や意欲に応じた「学び」との
出会いを支援します。

区、大学や生涯学習関係団体
等のさまざま学習情報を収
集、整理、分類し、区民に情
報提供できるよう情報コー
ナーを設置します。また、区民
が気軽に相談できる体制を整
備します。

多様な生涯学習活動に関する情報
を収集し、広報誌（区報、スクエア、
講座案内）、ホームページなどを通
じて情報提供してきました。
また、区民プロデュース講座の企画
者の講座企画提案のための相談を
受けるとともに、生涯学習一日体験
フェアでは、学習相談コーナーを設
け、情報提供や相談を行いました。

区民が、いつでも、どこでも生涯学
習に参加できるよう支援するため、
情報提供に関する環境をさらに充
実させるとともに、区民が気軽に相
談できる場の整備が必要です。

Ａ ―

①平成22年1月に実施した
「文京区アカデミー推進計画
基礎調査」では、生涯学習に
取り組んでいない理由として
「十分な情報が得られないか
ら」と答えた方が、男性60歳代
と女性20歳代で3割を超えて
います。また、「学習や活動に
ついて気軽に相談できる窓口
を充実すること」が女性50歳
代で25%の方が挙げていま
す。

拡充
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①区民要望等
②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
(B様
式)

目的 手段 成果 課題
指   標
達成度
(A様

方向性

161
図書館資料へのＩ
Ｃタグ整備

文京区第4次電子
自治体推進プラ
ン、(文京区アカ
デミー推進計画)

図書館資料についてICタグに
よる管理を行い、業務の省力
化と利用者へのサービスの向
上を図ります。

図書館資料にICタグを貼付
し、従来のバーコード管理方
式からICタグ管理方式へと移
行するとともに、自動貸出機、
自動返却機、セキュリティー
ゲート等の設置を行います。

調査等を踏まえ、導入に向けたイ
メージを描き、準備を進めていま
す。

導入時における初期経費や次年度
以降の費用対効果が課題となりま
す。また、現在の図書館システムか
らのスムーズな移行に配慮する必要
があります。

― Ｂ 　 現状維持

162
図書館ホーム
ページの拡充

文京区子ども読
書活動推進計
画、(文京区アカ
デミー推進計画)

図書館ホームページにおい
て、こども・中高生向けのコン
テンツを新規作成し、読書活
動を支援します。

図書館ホームページを専門事
業者に委託し、こどもページや
ＹＡ(ヤングアダルト)ページを
公開し、多彩なメニューを増や
します。

計画していたコンテンツは利用者が
見やすいように拡充を図りました。こ
れにより読書活動への支援を充実さ
せることができました。

コンテンツの新規拡充は終了しまし
たが、継続的に、コンテンツの追加
や更新を行い、情報の充実、魅力あ
るホームページ作りに引き続き取り
組む必要があります。

Ａ ―

①資料検索から予約、貸出履
歴の確認まで、一連の流れを
子ども自身の手でシームレス
に行える設計が望ましい。（文
京区子ども読書活動推進計
画パブリックコメント）

②中学生の職場体験の際な
どにこどものページやYAペー
ジの企画・制作への参画を考
えています。

終了確定

163
映像資料の調査・
保存事業

８㎜フィルムによって撮影され
た文京区の様子を、フィルム
の劣化と散逸する前にデジタ
ル化して保存します。保存され
た映像は、行政資料として活
用するほか、上映会等でより
多くの区民に見てもらう機会を
設けます。

区報や区HP、上映会会場に
おいて、８㎜フィルムの所有者
に対し資料提供を呼びかけま
す。提供された資料はデジタ
ル化（DVD、DV-CAM)化して
保存します。また、提供者に対
しても借用したフィルム返却時
にDVDをお渡しします。

これまでの調査活動に加え、上映会
の際にも所蔵資料の情報提供がさ
れた。そのうち区に関連するもの、
資料価値の高いもの、年代が古いも
の等に重点を置き、44本（当初予定
40本）のフィルムデジタル化をした。
　デジタル化したフィルムを中心に、
その内容にゆかりのある3つの地域
にて上映会を開催し、合計で200名
を超える来場者があり、関心の高さ
を伺えた。

調査対象となるフィルムの概数の、
デジタル化する本数、上映会の開
催回数などの目標の達成値の設定
と、デジタル化後の効果的な活用方
法の検討が必要である。

Ａ ―

①上映会においては、「往時
のまちの姿が観られて嬉しい」
「経常的な開催を望む」など
（事業報告書より）

②文京区を活動拠点とする
NPO法人に委託しています。

現状維持

164
（仮称）森鷗外記
念館の整備

文京区にゆかりの深い文豪森
鷗外の作品や業績を広く区民
等に伝え、文学のまちとして区
の魅力及び情報を発信するこ
とにより、森鷗外の魅力を再発
見するとともに、多様な人々が
集う、新たな交流空間の創出
と文化の振興に寄与するた
め、森鷗外記念館を開館し運
営します。

「（仮称）森鷗外記念館」整備
検討委員会の報告に基づき、
記念館の建設を進めるととも
に、同館管理運営検討委員会
の検討結果報告により、指定
管理者制度による運営の準備
をすすめています。また、平成
２１年４月に「森鷗外基金」を創
設し、広く寄附を募っていま
す。この基金は目的を建設か
ら運用に変更し、記念館開館
以降も継続します。

①森鷗外記念館を区内外に強くＰＲ
するとともに、森鷗外が永年暮らした
文京区の魅力を全国に向けて発信
するため、平成２３年１２月より、森鷗
外生誕１５０年記念事業を開始しま
した。
②建設工事は東日本大震災と電力
使用制限令等の影響により、平成２
４年３月２０日までの工期を５月３１日
まで延長しました。

①森鷗外生誕１５０年を迎え、これを
好機として、鷗外ゆかりの「津和野」
「小倉」「ベルリン」との連携を深める
必要があります。
②開館に向けて、整備される所蔵資
料データベースを常時、更新する必
要があります。
③開館後、来館者要望を適確に把
握し、運営に活かす必要がありま
す。

Ｂ ―

①「鷗外生誕１５０年にふさわ
しい大事業に踏み切った文京
区およびそれを支持する区民
の皆様に敬意を表します。新
しい記念館の完成を心待ちに
しています」（森鷗外基金寄附
申込書）

②森鷗外生誕１５０年記念事
業の実施にあたっては、商店
街の協力を得て、区内全域に
記念フラッグを掲出すると共
に、記念館の地元町会からは
独自記念事業の実施の申出
を頂いています。

拡充
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①区民要望等
②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
(B様
式)

目的 手段 成果 課題
指   標
達成度
(A様

方向性

165
アウトリーチ事業
の実施

文京区アカデミー
推進計画

身近な施設で優れた芸術文
化に直接触れ、参加する機会
を提供することにより、区民の
芸術文化に対する理解や関
心を深めます。

小・中学校や地域の文化施設
など、身近な施設に演奏家等
が出向き、ミニコンサートを開
催します。コンサートの中で参
加者が演奏に参加するだけで
なく、ワークショップなどの手法
を活用して参加者が芸術文化
に触れる機会を設けます。

23年度はアウトリーチ事業として、東
京フィル及びシエナの13～14人の
オーケストラによる「出前コンサート」
を区立小中学校4校にて実施し、児
童･生徒など1,243人に鑑賞いただ
いきました。さらに鼓童による交流公
演及びワークショップを開催したほ
か、ミューズネット加入施設2ヶ所で
デリバリーコンサートを実施しまし
た。

中学校での「出前コンサート」につい
ては、開催時期や実施方法など事
前調整を学校側と綿密に行う必要
があります。また、多くの区民のみな
さんが文京シビックホールで開催す
る主催公演に足を運んで下さるよ
う、広報活動の連動性をより高めて
いく必要があります。

Ａ ―

①コミュニティコンサートを
行った施設から「来場者に大
変喜ばれた」「入館者が増え
たなどの効果があった」と好評
でした。今後も継続的に開催
したいという希望がありまし
た。

②区内小中学校向けでのアウ
トリーチ事業においては、保
護者や近隣の幼稚園児童の
皆さんに足を運んでいただき
ました。「プロの演奏を間近で
聴けて良かった」「楽器を演奏
してみたい」など高い評価を
いただきました。今後も身近
に文化芸術を感じられる工夫
を行っていきます。

現状維持

166
シビックホールで
の文化芸術振興
事業の実施

文京区アカデミー
推進計画

優れた芸術鑑賞事業や区民
参加型の事業を実施すること
により、区民が文化芸術に触
れ、体験できる場を提供しま
す。また、事業を通じて芸術文
化の振興を図ります。

事業協定を結ぶ芸術団体によ
る芸術鑑賞事業や区民参加
型事業をシビックホールにお
いて実施します。

東京フィルによる公演を３回実施し、
延べ来場者は4,934人でした。シエ
ナによる公演は１回実施し、来場者
数は1,623人でした。（大ホール）
東京フィルとシエナによるによる子ど
も向けコンサート2事業3公演を実施
し、延べ来場者数は685人でした。
（小ホール）
区民参加演劇は10人が受講、延べ
83回の講習を経て成果を発表、来
場者数は369人でした。（小ホール）
区民参加オペラは111人が受講、延
べ68回の講習を経て成果を発表。
来場者数は1,365人でした。（大ホー
ル）

クラシックや伝統芸術をはじめ、高
品質の公演を気軽に鑑賞していた
だけるよう公演企画を工夫するととも
に、さまざまな媒体を活用して区内
に広報活動を確立していくことが必
要です。さらに24年度は森鷗外生
誕150年記念事業を区と連携して実
施していく必要があります。

Ａ ―

①事業アンケートでは、「安価
な価格で良い公演を楽しめ
た」「文京シビックホールでこ
の種の公演が行われて嬉し
い」といったと満足度の高いご
意見をいただいています。

②「区民参加オペラ」「区民参
加演劇」では、舞台芸術の専
門家による年間を通じた指導
により初心者の区民でも本格
的なオペラや演劇に参加する
機会を設けています。応募者
数は毎年微増傾向にありま
す。
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①区民要望等
②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
(B様
式)

目的 手段 成果 課題
指   標
達成度
(A様

方向性

167
文化祭／各種発
表会／若手芸術
家支援

文京区アカデミー
推進計画

芸術文化と伝統文化を普及・
発展・継承し、文化芸術情操
の充実を図り、文京区ならで
はの文化の創造と発展を図り
ます。

日頃の練習の成果や、創作活
動の成果発表の場を設けると
ともに、区民等に対し、質の高
い文化・芸術に身近に触れる
機会を提供します。

例年通り、７つのつどい・大会を開
催するとともに、秋の文化祭（華道
展・茶会・書道展・洋画展・日本画
展）を開催しました。
かねてより申し込みが多かった合唱
のつどいの募集枠を１０団体増やし
た結果、参加団体が４団体増加し、
全体としての微増につながりました。

依然として、若年層（～３０代）の参
加が少ないため、区内大学等への
呼びかけをさらに強化する必要があ
ります。
全体的に参加者数の減が目立った
ため、効果的な広報を図るとともに、
魅力ある事業となるよう各団体と協
議をしていくことが必要です。

Ｂ ―

①・震災を通して「日本が元気
を取り戻すために、文化芸術
活動が必要」との声が多く聞
かれました。
　　プログラムに復興をテーマ
とした演目を取り入れたり、復
興をイメージさせる美術作品
が出展されるなど
　　文化を通して日本の活力
を強めることへのニーズを感じ
ました。
②・各種つどい・大会は、区民
によって構成される協会や連
盟に委託しています。
　・文化祭の運営や作品審査
等については、区内で活動す
るメンバーを中心とする文京
区華道茶道連盟・文京
　　区書道連盟・文京美術会
に協賛いただき、区民が主役
となれるよう呼びかけを行って
います。

現状維持

168

スポーツ交流ひろ
ば（スポーツ開
放）の運営委員会
化の推進

アカデミー推進計
画

区立小中学校を活用し、区民
にスポーツの場を提供するス
ポーツ交流ひろばについて、
地域の実情に沿った柔軟な運
営を行うため、運営委員会に
よる運営を推進します。

区立学校の校庭・体育館・
プールをスポーツの場として
区民に開放しています。
開放時には、指導員を配置
し、実技指導及び利用者の安
全確保に努めています。

23年度は区立小・中学校18校で開
放を実施しました。直営校8校、自主
運営校10校です。開放日数は延べ
1,427日、利用人数は延べ30,542人
です。
また、夏季休業期間中に2校でプー
ル一般開放を実施しました。開放日
数は、延べ12日、利用人数は延べ
1,240人です。プール団体開放は6
団体で実施され、参加者は750人で
す。

開放校及び種目の拡大について検
討する必要があります。
学校・運営委員会との連絡・調整を
円滑に行う必要があります。
安定的に事業を運営するため、新
たな指導員の確保が必要です。

Ａ ―

①利用者が固定化し仲間同
士のような雰囲気があります
が、初めて利用するときに参
加しにくい印象を受ける場合
があるようです。節電対策等
によりプール開放の開放日数
が減ったことに対し、仕方がな
いがもっと開放してほしいとの
要望がありました。（開放利用
者）

②スポーツ交流ひろば10校、
プール開放2校で地域住民に
よる自主運営を実施していま
す。指導員の高齢化が進んで
いますが、新しく運営に参加
する人が見つからない状況で
す。

現状維持
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①区民要望等
②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
(B様
式)

目的 手段 成果 課題
指   標
達成度
(A様

方向性

169
スポーツ団体等
協働事業

アカデミー推進計
画

・区内に拠点を持つプロス
ポーツ等団体や地域のスポー
ツ団体等との連携・協力体制
を構築し、区民がより一層レベ
ルの高いスポーツを身近に観
戦できる機会を提供し、スポー
ツに関心が持てるようにしてい
きます。
・プロスポーツ等団体をはじ
め、学校や地域のクラブチー
ムなどとのふれあいの場を設
けて、身近に接することができ
る環境をつくります。

・参画団体がもつスポーツのノ
ウハウやネットワークを活用
し、専門的な知識を収集する
ことに役立てます。
・相互協力協定を締結してい
る団体等と協力して、事業を
実施します。

・23年度は、6事業を実施し、22年度
の3倍の実績を残しました。
・元日本代表サッカー選手を講師に
迎えた少年少女サッカー教室や読
売巨人軍区民感謝デーをはじめ、
セミナー、パブリックビューイングな
ど多様な事業を展開しました。

・スポーツ団体等との連携・協力によ
り、スポーツ選手等とふれあえる事
業の実施をさらに検討していきま
す。
・教育関係機関等との連携・協力体
制を整備し、大学や地元のクラブ
チームとの事業を検討していきま
す。

Ａ ―

①東日本大震災に被災し、一
時的に文京区に避難している
子どもたちと保護者を野球観
戦に招待する読売巨人軍との
事業では、「選手とふれあい、
貴重な体験ができました（参
加者のアンケート）」などの感
想が寄せられました。

②平成23年度では、スポーツ
推進委員や少年軟式野球連
盟、少年サッカー連盟の協力
にてセミナーや教室を実施し
ました。

現状維持

170
旧第五中学校体
育館の整備

文京区アカデミー
推進計画

旧文京区立第五中学校体育
館の現有施設を継承し、区民
のための区内３番目のスポー
ツ施設として開館するのにあ
たり、リニューアルに向けた整
備を行います。

改修工事を行い整備するとと
もに、24年4月以降の管理運
営を指定管理で行なうための
選定準備等を行います。
また、地域住民団体等とも適
宜協議検討を行い、開館へ向
けて準備を行います。

平成23年7月末より改修工事を行
い、平成24年2月末に竣工しまし
た。
管理運営を行う指定管理者を選定
し(応募6団体）、24年4月1日に開館
しました。

今後は、スポーツ施設としての周知
及び利用者数の増加、施設設置の
目的に沿った運営を行うよう指定管
理者との連絡調整を図っていきま
す。
また、避難所としての施設でもある
ため、防災課や近隣町会、指定管
理者と調整が必要となります。

Ａ ―

①駐車場を広くしてほしい、
空調を入れてほしい。（スポー
ツ団体内覧会時アンケート）
災害時は避難所としてどの部
屋が使えるのか。鍵はもらえる
のか。どこに避難物資がある
のか。（内覧会/避難所運営
協議会）

②体育館で実施する事業に
ついて区内のスポーツ団体に
運営の協力依頼を行い、一般
公開事業の指導に協力しても
らうことになりました。今まで実
施していない種目を導入する
ことができました。

終了確定

171
（仮称）新総合体
育館の整備

文京総合体育館
建設基本構想

老朽化した総合体育館を建て
替えることにより、より多くの区
民がスポーツに親しむことがで
き、身近な場所で健康づくり・
体力づくりができるようにしま
す。

区民参画により策定した総合
体育館建設基本構想に基づ
き、設計を行い総合体育館を
建て替えます。なお、設計業
者は公募型プロポーサルによ
り選定しました。

・建設工事が滞りなく行われるよう、
関係各課・工事業者等との打合せ
を定期的に行いました。
・文京区体育協会やスポーツ推進
委員、町会等関係団体に対して、定
期的に設計内容や工事の進捗状況
等の報告を行いました。

・引き続き、初度調弁整備など、開
館にむけての準備を進める必要が
あります。
・区民の要望を取り入れた運営を目
指し、引き続き、指定管理者と十分
な協議を行うとともに、文京区体育
協会や文京区スポーツ推進委員な
ど関係団体と連絡をとっていく必要
があります。

Ｂ ―

①「2階更衣室のシャワーの数
を増やしてほしい」「アリーナ
の照明はプレーに影響の出
ないような配列、明るさにして
ほしい」等（文京区体育協会
加盟団体からの要望）

②文京区体育協会等への説
明を行い、意見聴衆を行っ
た。今後も、文京区体育協会
やスポーツ推進委員など関係
団体との協議・連携を図り、よ
り区民の要望にあった体育館
運営を目指していきたい。
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①区民要望等
②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
(B様
式)

目的 手段 成果 課題
指   標
達成度
(A様

方向性

172
２０１３年東京国体
開催準備

地域スポーツの振興と区民の
健康増進、体力向上を図り、
併せて地域の活性化を目指し
ます。

23年度に設立した文京区実行
委員会を中心にスポーツ祭東
京２０１３文京区競技の開催に
向けて準備を進めています。
本年度は各競技本番を想定し
たリハーサル大会を実施し、
本大会成功のための課題や
問題点を検証します。また、
様々なイベントにてＰＲ活動を
行い、多くの区民の来場を促
していきます。

・小石川運動場グランド改修工事が
予定通り竣工、備品・物品搬入やグ
ラウンド運営など、オープンに向け
最終的な準備をしています。
・スポーツ祭東京２０１３開催に向
け、２１の団体により文京区実行委
員会を設立し、開催に向けた準備を
進めています。

・本年度開催のリハーサル大会、及
び来年度開催の本番に向けて、文
京区実行委員会を中心に、関係団
体と連携をとりながら、引き続き準備
を進めていく必要があります。
・区では馴染みのないレスリング競
技の会場設置も含め、どのように運
営・周知していくか。また、国体全体
の効率的なＰＲ方法等について協
議・検討していく必要があります。

Ａ ―

①「それぞれの大会で人員は
どれくらいを見込めるの
か。」、「多数の来場者がある
ことで会場周辺でのごみ問題
が起こらないよう注意してもら
いたい。」（文京区国体実行委
員会）

②区を含めた２１の団体による
文京区実行委員会での運
営、大会運営ボランティアの
募集、会場地周辺環境美化
活動への参加、ゆりーとダンス
指導者派遣等の区民参画を
計画します。

拡充

173
スポーツ指導者
の育成と活用

アカデミー推進計
画

スポーツ推進委員・スポーツ
リーダー及び区内スポーツ団
体の指導者に対し、研修会や
講習会を実施し、専門技術や
指導力の強化を図っていきま
す。
区内のスポーツクラブ、地域住
民のスポーツ団体等に技術向
上のための支援を行い、地域
スポーツの振興を図ります。

スポーツ指導者の資質向上の
ため、専門技術・メンタルト
レーニング・指導方法・安全管
理等の講習会を開催します。
スポーツ団体等に実技指導員
（スポーツ推進委員またはス
ポーツリーダー）を派遣しま
す。

23年度は、スポーツ推進委員の意
見・要望を取り入れ、上級救命講習
会及び障害者スポーツをテーマに
した講習会を実施しました。参加者
数は延べ53名です。
延べ37団体（10種目）から、スポーツ
推進委員64単位、スポーツリーダー
52単位、計116単位の派遣依頼があ
りました。

指導者の資質向上と、若手の指導
者育成が必要です。
指導者派遣は依頼してくる団体や
種目が固定化しており、制度を広く
周知し、利用団体を増やすことが必
要です。

Ｂ ―

①参加者に応じた指導をして
くれる、丁寧に教えてくれる、
技術の向上に役立つのでこう
いう制度は続けてほしい。（派
遣依頼団体）

②指導者講習会の企画・運営
はスポーツ推進委員と協力し
て実施しています。

拡充

174
観光リーフレット
作成助成

文京区アカデミー
推進計画

文京区の様々な観光資源等
を紹介するリーフレットを作成
して無償配布し、一般観光客
の区への誘致を図ります。

区内観光施設及び名所・旧跡
等観光資源を紹介する観光
リーフレット及び食に関する
リーフレットを、文京区観光協
会に補助金を交付して作成
し、本区を訪れる方の要求に
応えるとともに、文京区観光イ
ンフォメーション、シビックセン
ター展望ラウンジ、東京都観
光情報センター及び花の五大
まつり等の会場で配布し、観
光客の誘致を図ります。

予想を上回る需要により不足が生じ
たため、23年度は大幅に増刷し、多
言語化（英･中･韓）にも対応しまし
た。その結果、まつりのイベントや観
光インフォメーション、区内外の公共
施設における需要にも充分応えら
れています。新たに整備した展望ラ
ウンジにも同様の配備を行い、好評
を博しています。

24年11月の森鷗外記念館の開館に
合わせ「おさんぽくん」の更新を予
定するとともに、「おいしゅうござい
まっぷ」についても、24年度に「食の
文京 ブランド100選」も改選があり内
容も更新される予定です。改めて効
果的な周知方法や配布計画につい
ての検討が求められます。

Ａ ―

①区内大学で実施される各種
学会や、区内社会教育団体
が参加する全国大会等が開
催される際、全国からの訪問
者向けに区観光リーフレットを
配布したいとの要望を受け、
「おさんぽくん」「おいしゅうご
ざいまっぷ」等を提供していま
す。

改善・見直し

175

案内標識等統一
化計画の策定及
びモデル地区整
備

文京区アカデミー
推進計画

区内の案内標識を、現在以上
にスマートで理解しやすいも
のとすることにより、区民及び
来訪者に、区の魅力と情報を
分かりやすく提供します。

新たな標識のモデルを設置
し、その検討を行った上で、既
存標識の集約・改修及び新標
識の設置にかかるガイドライン
等の策定を行います。

検討結果を基に、案内標識等統一
化計画の素案を策定するとともに、
新案内標識のモデルを設置しまし
た。
計画素案及び新案内標識モデルに
ついてパブリックコメントを募集した
ほか、モデルについては現地でアン
ケート調査も実施しました。

新案内標識に寄せられた区民から
の意見等を基に、最終的な案内標
識等統一化計画を策定する必要が
あります。

Ｂ ―

① モデルに対するアンケート
では、色彩、周辺環境への調
和、読みやすさ等について、
概ね７割以上の方が好意的な
反応でした。

② 平成２４年２月に計画素案
及び新案内標識モデルに関
するパブリックコメントを募集
し、また、モデルに関するアン
ケート調査を実施しました。

終了確定
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①区民要望等
②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
(B様
式)

目的 手段 成果 課題
指   標
達成度
(A様

方向性

176
フィルムコミッショ
ンによる観光振興

文京区アカデミー
推進計画

メディアを活用して区の情報
発信を行うとともに、ロケ地見
学など観光振興による地域の
活性化を図ります。

ホームページによる情報提供
等により、映画、テレビドラマ、
ＣＭ等の映像制作者を積極的
に誘致し、ロケーション撮影を
行うことを通じて、区の情報発
信を行います。

専門家を招いた庁内向け・区民向
けの勉強会を開催し、ロケ撮影への
協力に向けた機運を醸成しました。
また、ロケ撮影の候補地として、坂
道等を紹介するホームページを作
成し、公開しました。
制作者からの問い合わせは年間40
件を超え、2件について撮影のため
の具体的な協力を行いました。

区内でロケ撮影をさらに実現させる
ため、まずは区有施設等での撮影
手続等について整理する必要があ
ります。また、ロケーション撮影候補
地のホームページ等による紹介に
ついても、より積極的に実施すること
が必要です。今後、より幅広くロケ撮
影支援を展開するには、一定のマン
パワーが必要になります。

Ｃ ―

② 平成２３年度に、区民を対
象として「ロケーション撮影支
援に関する勉強会」を開催し
ました。

改善・見直し

177 観光拠点の整備
文京区アカデミー
推進計画

まちあるきを行う来訪者に対し
て、旬の情報を迅速・適切に
提供するため、区内の観光拠
点を整備します。

観光インフォメーションにおい
て、お客さまのニーズに的確
に応える情報提供を行ったり、
シビックセンター展望ラウンジ
に映像設備を設置したりして、
まちあるきを行う来訪者が立ち
寄る可能性がある区内の観光
拠点を充実させ、情報発信機
能を強化していきます。

１階の観光インフォメーションは､ポ
スター･チラシ等のPRが功を奏し､年
間27,239人(前年度比3,396人増)の
来場者がありました。他所と比較し
観光情報が充実しているとの声が寄
せられています。また､25階展望ラウ
ンジに新たに映像設備を設置し､観
光情報発信拠点として整備しまし
た。区内の観光資源を映像でご案
内している外、各種リーフレットも配
架し､おさんぽくんは年間8,270部の
需要がありました。

来訪者の幅広いニーズに応えるた
め、さらなる観光情報の収集に努め
る必要があります。また、展望ラウン
ジの映像機器を効果的に運用する
ため、観光PR用の映像ソフトのみな
らず、広報課CATV担当が制作した
まち歩きの特集番組を活用するな
ど、工夫が求められます。

Ｃ ―

①区や観光協会主催のまつ
り・イベント以外にも区内行事
のお問い合わせがあります。
①展望ラウンジに設置した映
像設備から流れる音声につい
ては賛否両論いただいていま
す。

現状維持

178
観光土産品開発
支援事業

文京区アカデミー
推進計画

文京区ならではの「食」の魅力
（おみやげ等）をまちあるきに
付加するとともに、事業の周知
活動を通じて、区の知名度向
上を図ります。

観光振興を進める上で重要な
「食」の魅力を高めるため、区
内菓子店による新たな観光土
産品（区ゆかりの文人をテーマ
としたお菓子）の開発を支援し
ます。

「文の京ゆかりの文人銘菓」の募集
要項を作成し、平成24年2月1日か
ら募集を開始しました。
ポスター、チラシ等の印刷物の配布
に加え、区設掲示板や区報、ホーム
ページなど様々な媒体を活用して、
積極的な募集告知を行いました。

区内菓子店に向けて広く情報発信
し、多数の応募が寄せられるよう、周
知活動に力を入れる必要がありま
す。
また、選定後に積極的なPR活動を
行うことにより、「文の京ゆかりの文
人銘菓」の普及に努める必要があり
ます。

― Ａ

② 区内の菓子製造業者に対
し、本事業への参加・協力を
呼びかけています。 また、実
施にあたり、東京商工会議
所、区商店街連合会、文京区
観光協会等と協働していま
す。

縮小

179
観光ガイド事業の
充実

文京区アカデミー
推進計画

来訪者を温かく迎え、本区を
印象付ける魅力の一つとし
て、区民のおもてなしの心を
醸成します。

区民を中心に観光ガイドを募
集し、ガイド技術を十分に育成
した後に、来訪者の依頼に応
じて、区内観光スポット等を案
内する事業を実施します。

23年10月から実質的にボランティア
ガイドの活動が始まりましたが、区報
やホームページによる周知等によ
り、各種まつりの際のガイドツアーは
いずれも定員を満たしているほか、
グループ・個人申込みのツアーも需
要が高まっています。

区内のまち歩きをする観光客の幅
広いニーズに応えるため、さらなる
ボランティアガイドのスキルアップに
努めると同時に、第２期生の養成を
着実に進め、併せて新たなルート開
発も行います。ＰＲについても、引き
続き各種メディアを駆使して効果的
に行っていきます。

Ｂ ―

①ガイドツアーの参加者から
は、「知識が増えた」「また参
加したい」等々の声がありま
す。

②区民の観光ボランティアガ
イド数　第1期生（活動中）8
名、第2期生（養成中）12名

拡充
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①区民要望等
②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
(B様
式)

目的 手段 成果 課題
指   標
達成度
(A様

方向性

180
五大まつり等の助
成

文京区アカデミー
推進計画

地域の町会・商店会等で組織
する各実行委員会が行う「文
京花の五大まつり」（さくら、つ
つじ、あじさい、菊、梅）及び
「文京朝顔・ほおずき市」「根
津・千駄木下町まつり」の宣
伝・広告及び実施に要する経
費の一部を助成することを通
じて、地域の発展と活性化及
び観光客の誘致を図ります。

各まつりの宣伝・広告及び実
施経費の一部を、町会や商店
会等を中心に組織された実行
委員会に助成します。

ＰＲについては公的媒体以外に民
間のメディアにも多数協力し、雑誌
等への掲載も増加する一方、近県
からの観光客も増えています。
実行委員会発案による被災地支援
物品販売など新たな試みも行われ
賑わいを見せました。
一方、各会場にて募集するガイドツ
アーには、毎回区内外から多数の
参加者が訪れ好評を博しています。

各実行委員会の新たな取組等を後
方支援し活性化を図るために、引き
続き各種メディアを効果的に活用し
集客に努める必要があります。その
一方で、まつりを担うまちの人々の
高齢化が指摘され、今後より多くの
中堅層や若い世代を引き込むため
にも、まつりの魅力を一層ＰＲしてい
く必要があります。

Ｃ ―

①花の開花情報をホーム
ページで知らせてほしい。（観
光客）
①まつりの回遊性の中で、観
光客を地元の商店街に引き
込みたい。（地元商店会）

②各々のまつりは実行委員会
形式のため、企画運営の実施
主体は地元区民です。
②地元の東洋大学の学生
が、調査研究等を目的に下町
まつりのＰＲや運営に参画した
り、あじさいまつりのイベントに
参加したりしています。

現状維持

181
国際理解推進事
業

文京区アカデミー
推進計画

多くの区民が外国と触れ合う
機会や経験を持つ今日、区民
が国際理解を深め、国際社会
の一員として、世界に目を向
け、外国人を受け入れる意識
を共有していきます。

大学等と連携し、国際理解に
資する講座を開催します。

フェアトレードに関する活動を行っ
ているサークルのある東洋大学と連
携し、「一人一人の国際貢献～フェ
アトレードについて考える～」と題す
る講座を実施、44人の参加があり、
フェアトレードについての理解を深
めました。区内団体等にも直接声掛
けするなど、きめ細かく事業の周知
を図ったため参加率が向上しまし
た。

区民の国際理解を深めるため、どの
ようなテーマを設定し、また、どのよ
うに講座を進めるかなどを、引き続
き検討します。

Ａ ―

①「とても勉強になった。興味
深かった。また、機会があれ
ば参加したい。」（参加者アン
ケートから）

②区内大学に講座の実施を
委託しました。

現状維持

182
山村体験交流事
業協力

充実した山村体験交流事業が
実施できるよう協力することに
より、区民が自然とのふれあい
や魚沼市民との交流を楽しめ
る場を確保し、自主的交流へ
の発展および山村体験宿泊
施設の活用を図ります。

山村体験宿泊施設の運営事
業者が実施する区民を対象と
した田植え・稲刈り・川遊び・
雪遊び等の山村体験交流事
業に協賛し、参加者募集に係
るＰＲ業務を行います。

田植え・稲刈り・川遊び・雪遊び等の
事業については、定員の２～３倍を
超える申し込みがあります。体験事
業のほかにも、昆虫採集や山菜とり
や、地元の方のもてなし等、四季に
応じた都会ではできない体験が喜
ばれています。（２３年度参加者アン
ケートより）

平日の山村体験交流事業申込者数
が引き続き低迷しているため、仕事
をリタイアした高齢者層等、平日利
用が見込まれる層に対してＰＲを強
化する必要があります。
また、参加者募集が事業の3ヶ月前
であり、当選後にキャンセルする例
が多いため、募集時期を改善する
必要があります。

Ｂ ―

①「自分のように田舎がない
都会の人間にとっては、最高
の場所」（平成24年度区民の
声）「施設は清潔に保たれ、細
やかな配慮を感じる」「地元の
方とご一緒できることで、まる
で自分のおじいちゃんやおば
あちゃんと接しているような気
分になれる」「苗の様子、土の
感触、植えた後の充実感、す
べてが良い体験」「地元団体
との連携プレイに関心！」「自
然だけでなく、魚沼の歴史・文
化に触れられてとても良かっ
た」「もっとＰＲに力を入れると
良い」以上、（平成23年度参
加者アンケート）

現状維持
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①区民要望等
②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
(B様
式)

目的 手段 成果 課題
指   標
達成度
(A様

方向性

183
海外都市との交
流事業

文京区アカデミー
推進計画

海外都市とのさまざまな交流
を通して、相互の発展と、友
好、理解を深めます。

相互に訪問団の派遣、受け入
れを行い、視察、意見交換等
を行います。姉妹都市との間
で、ホームステイ生徒の派遣、
受け入れを行います。

昌平区訪問団を受入れ、教育関係
を中心に情報・意見交換を行い、理
解を深めました。ﾎｰﾑｽﾃｲは、受入
れ条件の緩和等により7名の応募が
あり、選考で男女各２名を決定し、
姉妹都市に派遣しました。大学間交
流調査のため来日したｶｲｻﾞｰｽﾗｳﾃ
ﾙﾝ単科大学教授に、東洋大学を紹
介しました。
ｶｲｻﾞｰｽﾗｳﾃﾙﾝ市交流ｺﾝｻｰﾄによ
り、姉妹都市の周知を進めました。

松坡区との連絡が、先方の人事異
動等によりｽﾑｰｽﾞに進まなかったた
め、今後は、連絡を密にし交流の進
め方を考えます。
昌平区とは、交流の実績を増やして
いく必要があります。
平成25年に提携25周年を迎える姉
妹都市との周年事業を検討します。

― Ｂ 現状維持

184
外国人参加型交
流事業

文京区アカデミー
推進計画

交流事業を通して、相互に理
解を深め、また、区内に住む
外国人が地域社会の一員とし
ての意識を持ち、共に活力あ
る地域社会を作っていきます。

町会などの地域で活動する団
体と連携し、地域で行われて
いる事業に外国人が参加する
機会を提供します。さまざまな
国の文化体験、情報紹介、音
楽・舞踊演奏などを紹介する
フェスティバルを開催します。
また、外国人を対象に、区が
養成した英語観光ボランティ
アが、区内の文化、観光施設
等を案内します。

地域活動連携事業として、浴衣着
付け体験会と、初めて、子供対象の
交流事業を実施しました。
国際交流フェスタでは、様々な異文
化体験を通し、前年度より多くの交
流がもてました。
英語観光ガイドツアーを2回実施し、
30人が参加したほか、ツアーの回数
を増やし、インターネットで申込を受
ける準備を進めました。

区内にどのような地域活動があるか
調べ、連携を進めます。
国際交流フェスタでは、日本文化の
紹介が多いため、外国文化の紹介
の充実を検討します。
英語ガイドツアーでは、インターネッ
ト申込を開始し、ツアーの回数、内
容を充実することが求められます。

Ｂ ―

①「楽しかった。またこのような
事業をやってほしい」（ゆかた
着付体験、国際交流フェスタ）
「日本文化の紹介が多く、外
国の文化の紹介が少ない」
（国際交流フェスタ）

②区民団体の講師によるゆか
た着付体験を行い、外国人、
日本人の参加がありました。
国際交流フェスタは、区民等
により組織された実行委員会
が実施しています。また、ガイ
ドツアーは、区民ボランティア
が英語で外国人をガイドしま
す。

改善・見直し

ま
ち
づ
く
り
・
環
境

185
地区まちづくりの
推進

文京区都市マス
タープラン、根津
駅周辺地区まち
づくり基本計画、
千駄木駅（同）

根津・千駄木地区において、
「まちづくり基本計画」を策定
し、計画に基づいたまちづくり
の実現に向けて、関係権利者
の合意形成を図りながら、まち
づくりの手法等を検討し、地域
特性を活かした、「協働・協治」
のまちづくりを目指します。
その他まちづくりの機運がある
地域において、都市マスター
プランの実現に向けた、区民
主体のまちづくりの推進を図り
ます。

根津・千駄木地区では、計画
実現に向けて地区計画等の
具体的手法を検討するととも
に、区民等と協働したまちづく
りの機運を醸成します。また、
隣接する台東区や谷中まちづ
くり協議会とまち並みの考え方
等について意見交換を行い、
協調したまちづくりを目指しま
す。
その他の地域では、住民の要
望に応じてまちづくりコンサル
タントの派遣等を行い、住民主
体の地域まちづくりを支援しま
す。

根津・千駄木地区をまわり、「まちづ
くり基本計画」について率直な意見
や要望等の聞き取りを行い、具体化
への手法等を検討しました。
根津地区では景観担当と連携して
地域内を個別訪問し、「景観形成重
点モデル地区事業」と「まちづくり計
画」を併せて周知しました。

①根津地区では景観形成重点モデ
ル地区事業との相乗的効果を発揮
させる手法等について検討していま
す。
②「台東区谷中地区」と協調したま
ちづくりを進めるため、台東区のま
ちづくり担当と情報交換を行ってい
ます。

― Ｂ

①現在のまち並みの雰囲気を
残したまちづくりをしてほし
い。
　台東区谷中と同じ商店街を
形成しているので、一体化し
たまちづくりをしてほしい。（よ
みせ通り）
　不忍通りの歩道拡幅も併せ
て進めてほしい。
　町会・商店会の会合等に職
員が出向き、地区のまちづくり
について種々の意見や要望
をいただきました。

拡充

コ
ミ
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ニ
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①区民要望等
②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
(B様
式)

目的 手段 成果 課題
指   標
達成度
(A様

方向性

186 再開発事業助成

都市ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ、
ｼﾋﾞｯｸｾﾝﾀｰ周辺
地区・茗荷谷駅周
辺まちづくり基本
計画、後楽二丁
目地区まちづくり
整備指針

土地の細分化や老朽化した木
造住宅の密集による住環境の
悪化や、大震災等の災害時に
被害の増大が懸念される既成
市街地に対し、土地の合理的
かつ健全な高度利用と都市機
能の更新を図り、安全で快適
なまちづくりを推進します。

事業施行者に対し、広場空間
の確保の整備や災害時にお
ける一時避難場所としての防
災機能の整備（防災倉庫・非
常用トイレ）を指導します。ま
た、これらの施設整備等に要
する費用の補助を行うととも
に、都市再開発法令等に基づ
き、適切に事業が遂行されるよ
うに指導・助言を行い、市街地
再開発事業を推進します。

春日・後楽園駅前地区は、平成２４
年３月に、都より市街地再開発組合
の設立認可がされました。

春日・後楽園駅前地区は、事業が
本格的に動き出すことになります。
今後は、関係権利者の全員の合意
形成に向けて、一層の取り組みが必
要です。さらに実施設計や権利変
換計画の認可に向け、進行管理を
適切に行っていきます。

― Ａ

①周辺住民からは、建物の高
さによるビル風対策や周辺道
路への交通計画について意
見が寄せられています。
　一方、関係者においては、
早く事業展開をしてほしいと
の意見をいただいています。

現状維持

187
再開発事業適地
地区助成

文京区都市マス
タープラン、後楽
二丁目地区まち
づくり整備指針

市街地再開発を目指す地区
において、住民主体の地元組
織が実施効果の高い事業計
画を策定し、それに基づいた
共同化事業を推進します。

住民活動の組織化、組織の運
営等への指導・助言を行うほ
か意向調査や勉強会・事例視
察などの支援を行うことにより、
まちづくりの機運を高めます。

まちづくり整備方針策定のため、国
の補助金を活用して、基礎資料とな
る、土地登記簿による所有者調査や
建物調査をするなど、また地区住民
に対し、新たにまちづくりに対するア
ンケートの実施や検討会を開催し
て、意向確認を行いました。

まちづくりについては、個々の抱え
ている事情や考え方が、異なること
から合意形成には時間を要します。

― Ｂ

①東日本大震災以降、まちづ
くりに対する関心は非常に高
く、何とかしなければという意
識が強いです。
②検討会や個別意見交換会
では、参加者が固定されてし
まう傾向にあります。

現状維持

188
景観行政団体移
行に向けた景観
計画策定

文京区景観基本
計画、東京都景
観計画

地域の個性や魅力をさらに生
かした景観まちづくりを進める
ため、景観行政団体に移行す
るとともに、より地域特性を際
立たせる景観形成の基準や重
点的に景観形成を推進するモ
デル地区などを盛り込んだ景
観計画を策定します。

景観行政団体移行に当たって
は、景観計画案を作成した上
で、東京都と協議を行い、同
意を得ることが必要となりま
す。
景観計画策定に当たっては、
学識経験者や区民などで組織
する検討委員会や検討庁内
連絡会、景観審議会において
検討を行うとともに、広く区民
からの意見を聴取するため、
地域ごとに開催する意見交換
会や住民説明会及びパブリッ
クコメントを実施します。

景観計画(骨子)を作成しました。
景観計画(骨子)の作成に当たって
は、景観審議会、景観計画検討委
員会、景観計画検討庁内連絡会を
各３回開催し、学識経験者や区民な
どと十分な検討を行うとともに、意見
交換会を10回、区民説明会及びパ
ブリックコメントを各１回実施すること
で、区民意見を広く取り入れました。

景観行政団体移行に当たっての大
きな課題の一つとして、東京都との
協議を完了させることが必要です。
そのためには、区における検討組織
の意向や区民意見を踏まえ、東京
都からの意見との調整を充分に行
いながら、より良い景観計画(案)に
まとめ上げることが肝要です。

Ａ ―

①区民等が、地域への愛着
や誇りを持って、生き生きと暮
らせるまちが形成されるような
計画をつくってほしい。

②区政運営の公正さと透明性
の向上を図り、開かれた区政
の実現に資するため、景観審
議会委員及び景観計画検討
委員会委員の公募区民とし
て、それぞれ５名の方に参画
いただいています。

現状維持

189 景観まちづくり
文京区景観基本
計画

区民、区及び事業者が協働
し、文京区の魅力を生かした
個性豊かな景観づくりを推進
します。

景観基本計画及び景観条例
に基づく景観事前協議を実施
し、一定規模以上の建築物、
工作物、広告物などに対し、
色彩や形態意匠などが周辺の
まち並みに調和するよう指導・
誘導しています。また、普及啓
発事業として、景観形成に貢
献している建物や地域活動な
どを表彰する「文の京都市景
観賞」や区民等に区内の特色
あるまち並みを再発見してもら
うための「まち並みウォッチン
グ」を実施しています。

景観事前協議の届出物件数は、
170件あり、過去最多の届出となりま
した。良好な届出率は63％であり、
指標の計画値を下回りましたが、き
め細かく指導・誘導を行うことができ
ました。また、都市景観賞において
は、過去最多となる100件の応募を
募るなど、文京区の景観に対する区
民等の意識の高揚を図りました。

良好な届出率の向上を図るため、
区の考え方を景観ガイドラインを用
いて示すなど、景観に配慮すること
の重要性についての周知をさらに
図っていく必要があります。また、こ
れまで以上に区の景観特性を生か
した景観形成を推進するため、景観
計画を策定し、より実効性の高い景
観行政を実施する必要があります。

Ｂ ―

①まち並みウォッチングで得
た景観評価の結果や参加者
の声を、景観審議会等に報告
し、事前協議制度等の景観施
策に反映させられるようにして
ください。

②区政運営の公正さと透明性
の向上を図り、開かれた区政
の実現に資するため、景観審
議会委員の公募区民として、
５名の方に参画いただいてい
ます。

現状維持
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①区民要望等
②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
(B様
式)

目的 手段 成果 課題
指   標
達成度
(A様

方向性

190
バリアフリーの道
づくり

高齢者や障害者等を含むす
べての人が安全かつ快適に
利用できる道路に整備しま
す。

平成12年度に、既存の歩道や
階段等の現況調査を行い、障
害者等の利用に支障となる
3,969か所を抽出しました。こ
の調査結果を基に、必要性の
高い所から順次整備を進めて
いきます。

本駒込五丁目69～56（区道1076
号）、湯島一丁目4～7（同835号）、
千駄木四丁目4～7（同490号）の3路
線において、歩道巻き込み部の段
差解消等のバリアフリーによる道路
工事を行いました。事業実施から平
成23年度末までに計2,363か所の改
善を行い、道路の安全性を高めまし
た。
（平成23年度施工分）
○歩道巻き込み部等の段差、勾配
の改善122か所　○歩道内の障害
物移設、撤去29か所
○視覚障害者誘導用ブロックの設
置33か所

視覚障害者用誘導ブロックの設置
や歩道巻き込み部の段差解消等、
個別に対応できる整備か所は、ほ
ぼ完了しております。今後、車の出
入口があることによる歩道の連続し
た段差や車道方向への傾きなど、
個別では解消できないか所につい
て、路線単位で整備する必要があり
ます。このため、舗装の改修時期に
併せて整備することとなり、解消まで
に時間がかかります。

Ｃ ―
①可能な限り歩道を広げてほ
しい。手すりを設置してほし
い。（区民の声）

現状維持

191
都営住宅の区へ
の移管

平成12年3月決定の「地方自
治法の一部を改正する法律等
の施行による都区制度改革実
施大綱」により、概ね100戸程
度までの都営住宅は、都区の
協議の整ったものから区へ移
管することとしています。この
方針に基づき、区内の概ね
100戸程度までの都営住宅の
うち、条件の整備されたものに
ついて、区への移管を進めま
す。

東京都と協議を行います。

100戸程度までの都営住宅のうち、
条件の整備されたものについて、移
管を進める区の意向を東京都に伝
えました。

東京都は、現在策定中の新たな都
営住宅移管計画が完成した後に、
区との移管協議を行うこととしている
ため、これまで協議を行うことが出来
ませんでした。今後、都からの申し
出があり次第、速やかに協議を開始
します。

― Ｃ 現状維持

192
高齢者賃貸住宅
登録事業

第3次「文の京」住
宅マスタープラン

既存の住宅ストックを活用しな
がら、高齢者が安心して住む
ことができる住宅を確保するた
め、高齢者向け住宅を区に登
録・あっせんすることにより、高
齢者の居住の安定を図りま
す。

高齢者の入居にあたり、バリア
フリー化に必要な経費を助成
します。
高齢者の入居が決定した場
合、家主謝礼金、成約謝礼金
を支払うことにより、家主等の
高齢者受け入れを誘因してい
きます。
入居後、住宅に緊急通報装置
を設置し、高齢者の安否確認
を行います。
入居者に家賃助成を行うこと
で、住み替え後の家賃負担の
軽減を図ります。

バリアフリー工事助成については、
ほぼ２３年度の目標どおり、専用部
分５件、共用部分３件の実績を上
げ、登録住宅の確保を図りました。
登録住宅の成約が成立しなかった
ため、家賃助成、家主謝礼、緊急通
報サービス業務委託などが継続分
のみの件数となりました。

登録住宅を高齢者にあっせんして
も、成約するまでに至らないケース
が多いため、高齢者のニーズと登録
住宅にズレがあると考えます。
今後は住み替え時の高齢者のニー
ズを把握し、家主の協力を得なが
ら、高齢者の様々なニーズに対応し
た住宅の登録数を確保できるよう、
その方策を検討します。

Ｂ ―
①今住んでいる所より安い家
賃の所に住みたい。（窓口）

改善・見直し
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①区民要望等
②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
(B様
式)

目的 手段 成果 課題
指   標
達成度
(A様

方向性

193
マンション管理適
正化支援事業

東京都住宅マス
タープラン、東京
都地域住宅計
画、文京区住宅
マスタープラン

分譲マンションの管理の適正
化や円滑な建替え等を推進
し、安全で快適な居住環境を
確保します。

セミナーを開催し、マンション
の維持管理に関する情報や
基礎知識を提供します。
管理組合に相談員（専門家）
を派遣し、問題解決のための
アドバイスを行います。

セミナーでは、講演会と交流会を実
施し、合計１０９名の方が参加され、
多くの方から参考になったとの意見
をいただきました。
相談事業では、管理組合への相談
員派遣の外、区分所有者など個人
が抱える諸問題についても専門家
によるアドバイスを行い、相談者から
今後の管理組合の運営に生かせる
との意見をいただきました。

管理組合が管理の主体であることの
意識啓発を図る必要があります。そ
のため、事業周知をさらに強化し、
それぞれのマンションが抱える問題
点に対して、適切なアドバイスを行
えるよう、実績（参加者数、派遣件
数）の向上と事業の充実を図りま
す。

Ｂ ―

①管理会社や調査会社と
いった利害関係人以外の知
見豊富なアドバイザーの助言
は大変有益であり、派遣制度
はとても良策だと思う。（相談
員派遣結果報告書）

②セミナーにおいて参加者同
士の情報・意見交換を行い、
管理組合及び居住者組織の
活性化を図っています。

現状維持

194 公園再整備事業
公園再整備基本
計画

公園再整備基本計画に基づ
き、身近に緑や水に親しむこと
ができる区立公園、児童遊園
等をより安全・安心で快適なも
のとしていくため、公園整備を
行います。これにより、誰もが
気軽に憩い、ゆとりと潤いを実
感できるまちを目指します。

公園再整備基本計画に基づ
き、個別の公園の再整備プラ
ンを作成し、区民の意見を聞
きながら公園づくりを行いま
す。

パブリックコメントを実施し、区民意
見を反映した公園再整備基本計画
を策定しました。

公園再整備基本計画の策定が一年
遅れ、平成23年度策定となりました
が、今後、当該計画に基づき、全面
改修する公園・児童遊園について
は、意見交換会を行い、再整備に
取り組んでいきます。

Ｃ ―

①「緑が多く、木陰で休息や
散歩が楽しめる公園にしてほ
しい（パブリックコメント）」「年
齢、性別にかかわらず利用し
やすい公園がほしい（パブリッ
クコメント）」

②全面改修を行う公園につい
ては、意見交換会を開催し、
区民参画を図りながら公園等
の再整備プランを作成しま
す。

現状維持

195
新江戸川公園「松
聲閣」利活用事業

新江戸川公園集会所「松聲
閣」を魅力ある公園施設として
再整備し、公園の利用者サー
ビスの向上と公園機能の増進
を図ります。

住民要望を踏まえ集会所及び
休憩所を整備していきます。

平成22年度から23年度にかけて、
施設の設計と新たな事業の導入を
行う事業者を、公募型プロポーザル
方式により募集しました。しかし、プ
ロポーザル参加事業者は1社にとど
まり、提案内容も採択できる内容に
至っていなかったため、不採択にな
りました。

公募型プロポーザル方式による参
加事業者の提案が不採択になりま
した。今後は、住民要望を踏まえな
がら、区の方針を定め、新江戸川公
園集会所「松聲閣」の再整備を行い
ます。

Ｃ ―

①「新江戸川公園に集会所を
再整備してほしい。（近隣町
会）」「魅力ある公園施設とす
るため、公園利用者のための
休憩所を併設してほしい。（近
隣町会）」

改善・見直し

196
コミュニティバス運
行

区の拠点間を結び、公共交通
不便地域を解消することによ
り、区民等の交通利便性を高
めます。また、病院・福祉施
設、観光・文化施設、商業地
域を結ぶことで、人の動きを活
発にし、地域の魅力や活力を
引き出します。

運行事業者と連携を図りなが
らコミュニティバス（2路線）の
安定的運行を推進するととも
に、第二路線の利便性の向上
を図るため、第二路線沿線協
議会の設立等について検討し
ます。

①平成23年12月21日からの第二路
線運行開始に当たり、車両購入費
の補助及びバス停環境整備工事を
行いました。第二路線開業により、
全区に占める公共交通不便地域
は、23.2％から16.3％へと約7ポイン
ト改善しました。②ルートマップ・記
念乗車券の作成等を行うことにより、
バス利用促進を図りました。③第二
路線の開業に当たり、沿線上の4企
業、2大学から協賛を得ることができ
ました。これによりバスの安定的な運
行に寄与しました。

①バス利用促進に向けた取り組み
やPRを引き続き行う必要がありま
す。
②新たな協賛企業を確保するなど、
バスの安定的な運行に向けた収入
を確保する必要があります。

Ｂ ―

①「逆回りルートも欲しい。（区
民の声）」「運行本数を増やし
て欲しい。（区民の声）」
「第二路線のシビックセンター
での乗換（待ち）時間を改善し
て欲しい（区民の声）」
②学識経験者、関係団体、公
募区民等が中心となる第一路
線の沿線協議会を定期的に
開催します。
また、第二路線についても、
協議会のあり方について検討
を進めます。

改善・見直し
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①区民要望等
②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
(B様
式)

目的 手段 成果 課題
指   標
達成度
(A様

方向性

197 公害防止指導

騒音・振動・大気汚染等による
公害への対策を進め、区民の
安全で快適な環境を確保しま
す。

騒音規制法・振動規制法・大
気汚染防止法・東京都環境確
保条例等に基づいて、公害防
止対策の改善指導を行いま
す。公害の発生状況や原因を
より科学的にとらえるため、機
器の更新・増設を図り、複数の
計測器を用いて複数の箇所で
データを収集するなど、より詳
細な調査を行えるようにしま
す。

法律・条例により、規制基準の定め
がある事象に関する苦情受付件数
は、99件あり、解決に至ったものは
72件でした。

解決へ導くためには、規制値を守ら
せる指導だけでなく、事前の周知や
工事の進め方等、幅広い観点から
の指導が求められています。

Ｃ ―

①生活スタイルの多様化、エ
コロジーな生活への意識の高
まりにより、一般家庭での給湯
器等の設置例が増え、夜間運
転を行うことにより、苦情の原
因となるケースが出てきていま
す。

②苦情処理は、区民からの声
に基づき対応しています。苦
情発生件数は、ほぼ横ばいと
なっています。

拡充

198
歩行喫煙等の防
止啓発

文京区歩行喫煙等の禁止に
関する条例に基づき、喫煙マ
ナー向上を目指し、やけどや
ポイ捨てなどの迷惑喫煙によ
る被害のない快適なまちづくり
を推進します。

地域活動団体と協働し、駅周
辺で朝の通勤・通学の時間帯
に啓発キャンペーンの実施、
喫煙マナー指導員による個別
的な注意指導を人通りの多い
道路を中心に実施します。

22年度啓発キャンペーン実施箇所
に本駒込駅外4駅を加え実施、参加
者は延べ442人(22年度は延べ377
人）に達し、多くの区民の参画を得
た喫煙マナーの啓発を図ることがで
きました。また、喫煙マナー指導員
を巡回させ、喫煙マナー違反者に
対して個別的に注意・指導をするこ
とで、路上喫煙者率を0.05%（22年度
に比－0.04%）にすることができまし
た。

地域美化活動を定着させるため、今
後も地域活動団体との協働による施
策の取組みが求められます。
また引き続き、喫煙者に迷惑喫煙の
防止や地域美化への協力を求め、
安全で快適なまちづくりに取り組む
必要があります。

Ａ ―

①条例違反者に対して過料を
設けてほしい。（区民の声な
ど）

②町会や地域団体等、地域
の方々と協働で、各地下鉄駅
における啓発キャンペーンの
実施や、私有地内でのステッ
カー等掲示の協力を得ていま
す。

現状維持

199 環境改善舗装

治水対策や騒音対策、雨天時
における走行性の向上及び
ヒートアイランド現象の緩和な
ど、地球温暖化対策の一環と
して沿道環境の改善を図りま
す。

透水性舗装、排水性（低騒音）
舗装、遮熱性舗装、保水性舗
装等の環境改善舗装を施工し
ます。

【平成23年度施工実績】
○透水性舗装：7,028㎡
○排水性舗装：629㎡

排水性舗装は、幹線道路の整備に
併せて施工してまいります。

Ｂ ― 現状維持

200
みどりのふれあい
事業

屋上緑化・生垣造成等で緑化
推進によるヒートアイランド対
策等を図るとともに、区民が緑
と触れ合う機会を拡大します。

屋上緑化や生垣造成等をする
住民に、その経費の一部を助
成します。また、イベント等を
通じて緑化啓発事業を進めま
す。

生垣造成１２ｍに助成を行いまし
た。
スタンプラリー、自然散策会、園芸
教室といった啓発事業を計５回開催
し、前年度より13人多い、延べ430人
が参加しました。アンケート調査の
結果では、９割以上の参加者に満
足していただくなど、高い評価を得
ています。

屋上緑化は助成実績がなく、生垣
造成の助成実績も低迷しており、制
度利用者増に向けた取組みを強化
する必要があります。
また、イベント活動を一層推進し、新
たな参加者を確保する必要がありま
す。

Ｂ ―

①「屋上緑化助成について、
構造や植栽物の助成対象と
なる範囲を拡大してほしい。
（区民）」
「区内の自然や植物につい
て、様々な発見があり関心が
高まった。（啓発事業参加者
アンケート）」

②スタンプラリー事業の運営
に、区民や学生ボランティア
が参加しています。

現状維持
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②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
(B様
式)

目的 手段 成果 課題
指   標
達成度
(A様

方向性

201
環境活動団体と
の協働化の推進

区民をはじめ、様々な主体が
環境活動に関わることで、環
境保全活動に関する知識と理
解を深め、区との協働化を推
進します。

環境活動団体に活躍できる場
を積極的に提供し、活性化を
図るために、文京区の主催す
る事業を環境活動団体に委託
します。

ネットワークがある環境活動団体に
企画・運営を委託し協働することに
より、幅広い環境教育の提供ができ
ました。環境学習リーダー育成講座
の修了生が、24年度の親子環境教
室の運営に関わる予定です。親子
環境教室は、全４回のうち、３回の講
座が、定員を越えて応募があり、抽
選となりました。また、アンケートでは
概ねの方から好評でした。

環境学習リーダー育成講座は、講
座修了後の活動の場所が限られて
いるため、支援体制づくりが必要で
す。
また、環境活動団体との協働の方
策を探っていきます。

Ａ ―

①環境学習ﾘｰﾀﾞｰ育成講座
は、全講座を出席するのでは
なく、単発の講座に出席した
い旨の要望がありました。親
子環境教室は、人気のある教
室の再企画を期待される方も
いらっしゃいました。（アン
ケート結果より）
②環境学習ﾘｰﾀﾞｰ育成講座
は、委託事業者が、修了生の
区内環境活動参加に向けて
支援しています。
親子環境教室は、再度応募
する受講生の方も多い状況で
す。

現状維持

202
温室効果ガス排
出抑制に向けた
取組の推進

文京区地球温暖
化対策地域推進
計画

区が先駆者となって二酸化炭
素排出量の削減に努めるとと
もに、他の取組主体である区
民・団体及び区内事業者と一
体となり地球温暖化対策を推
進し、低炭素社会の実現を目
指します。

文京区の地域における二酸化
炭素排出量削減に関する取
組みを、文京区地球温暖化対
策地域推進計画に基づいて
行います。また、文京区役所
地球温暖化対策実行計画に
基づいて、区の事務事業にお
いて率先した二酸化炭素排出
量削減に向けた取組みを行い
ます。

さまざまな地球温暖化啓発事業等
の実施や、震災後の節電対応によ
り、温室効果ガス排出削減の必要
性を広く区民に周知することができ
ました。

文京区地球温暖化対策地域推進計
画を円滑に実施するとともに、より実
質的な検討ができるような協議会の
推進体制作りが必要です。

Ａ ―

①「具体的な節電対策（成功
例）を知りたいです。（区民に
よる意見交換会）」

②啓発事業は、ＮＰＯ法人等
と協働により実施しています。
また、平成２３年度より、公募
区民委員を含む文京区地球
温暖化対策地域推進協議会
を設置し、推進体制を構築し
ています。

改善・見直し

203
３Ｒ推進文京エコ
カレッジ

モノ・プラン文京

ごみ減量を目指した暮らしを
考え,ごみ減量の実践行動を
行うなど、ごみ減量について
意欲の高い区民をリサイクル
推進サポーターとして育成し、
地域での３Ｒ活動を広げてい
きます。

日頃のごみ減量や３Ｒの暮らし
方など、「エコ」に関する講座
を「文京エコカレッジ」として再
編し、区民が体系的に学べる
場を提供します。

講座等の実施数は21回、その内訳
はつぎのとおりです。
基礎講座4回、ステップアップ講座3
回、生ごみ減量塾4回、公開講座1
回、バス見学会1回、エコ・クッキン
グ2回、エコ先生の特別授業6回。
リサイクル推進サポーター新規登録
者8人。

エコ・カレッジ全般について、参加
年代に片寄りがあるため、幅広い年
代に対する参加意欲の促進、発掘
等を行っていく必要があり、講座の
内容や見学場所についても併せて
検討してくことが重要です。また、周
知活動の強化を引き続き図っていく
ことも今後の課題です。

Ａ ―

①【基礎講座】大変分かりや
すかった【ステップアップ講
座】1つのテーマを深く知るこ
とが出来る講座があれば良い
と思う【生ごみ減量塾】区民に
もっとＰＲするといいと思いま
す。なるべく土日にお願いし
ます。【エコ・クッキング】とても
エコに対して意識が変わった
と思いました。無駄のないよう
に作っていきたいです。（受講
者アンケートより）
②【文京流生ごみダイエット】
生ごみ堆肥の作り方をメイン
に区内ＮＰＯ団体と協働して
パンフレットを作成しました。

改善・見直し
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①区民要望等
②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
(B様
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204 ３Ｒ普及啓発事業 モノ・プラン文京

家庭や事業者から排出される
ごみに対する区民の意識向上
を図るための啓発を行い、３Ｒ
（リデュース・リユース・リサイク
ル）を推進し、ごみの少ない社
会の実現を目指します。

３Ｒ推進啓発誌等の定期的な
発行や３Ｒに関する講演会を
開催します。

区民の目線に立ち、ちょっとした工
夫で取り組んでもらえるようなごみ減
量の方法、ごみの排出時に気を付
けて欲しいこと、各種主催イベント・
講座情報などを周知することにより、
区民の３Ｒに対する意識を啓発する
ことができました。

３Ｒ推進啓発誌を計画的に発行でき
るよう、スケジュール管理を強化する
とともに、幅広い区民からのアイディ
アなども取り入れ、内容をより充実さ
せていく必要があります。

Ｂ ―

①いろいろな方が読めるよう
に配付方法の工夫を求められ
たため、啓発誌については、
23年度より町会での回覧に変
更しました。
②22年度まではモノ配慮友の
会との協働で「モノ友通信」を
発行していたが、活動の休止
により、23年度から職員が主
体となり「Bunkyoごみダイエッ
ト通信」を発行しています。リ
サイクル推進サポーター等か
らアイディアを募集し、記事を
掲載しています。

改善・見直し

205
新エネルギー・省
エネルギー機器
導入の促進

文京区地球温暖
化対策地域推進
計画

新エネルギー・省エネルギー
機器を設置する区民に対し、
その経費の一部及び発電した
売電分に対して助成すること
により、普及を促進し二酸化炭
素排出量の削減を目指しま
す。

太陽エネルギーを利用した機
器及び省エネルギー機器を設
置する区民に対し、その経費
の一部及び発電した売電分に
対して助成します。

震災以降、新・省エネルギー機器に
関する関心が高まるとともに、本事
業が区民に周知されてきていること
も加わり、助成件数の実績は増加し
ています。

本事業の助成対象者、助成対象機
器の種類、助成金額及び募集件数
について、区民・事業者からの要望
や社会情勢を踏まえて、再構築する
必要があります。また、売電助成事
業を、２５年度以降も存続させるか
否かについても検討が必要です。

Ａ ―

①「公共施設の屋根を太陽光
発電事業者に貸して、使用料
収入で住宅用太陽光発電の
助成を行ってほしい（区民の
声）」、「区民に太陽光パネル
を安価に提供する事業を始め
てほしい（区民の声）」

改善・見直し

206
区有施設の省エ
ネ診断

文京区役所地球
温暖化対策実行
計画

区有全施設の省エネ診断を実
施し、施設・設備等運用状況
を把握した上で、施設ごとの具
体的な設備の運用マニュアル
である「管理標準」の作成を行
う。各施設職員が「管理標準」
を基に省エネ対策に取組むた
めの支援を行います。

区が省エネ管理業務を委託す
るエネルギー管理士による現
地調査を行い、調査施設の職
員の立合いのもと、ソフト面（運
用管理面）、ハード面（設備
面）両面から提案を受け、各施
設の二酸化炭素削減目標（平
成17年度比△17％）達成に向
けて取組みを進めます。

①区有施設40か所について、エネ
ルギー管理士から設備面と管理運
用面の両方の観点で具体的な節
電・省エネに関するアドバイスを受
けました。
②エネルギー管理士による省エネ
診断の調査内容をまとめた報告書
を基に、省エネ法で定められている
「管理標準」に反映させました。

施設使用部署が設備機器を操作・
調整するためには、知識や経験と関
係機関への手続きが必要となる場
合もあり事務が煩雑となることが課
題です。また、複合施設では、建物
内に併設する他部署と連携をとり省
エネを推進する体制づくりが必要で
す。

Ａ ― 現状維持

207
資源の集団回収
支援

文京区一般廃棄
物処理基本計画

町会・自治会やＰＴＡ、マンショ
ンの管理組合等の住民団体
が資源を自主的に回収する活
動（集団回収）を促進すること
によって、より多くの資源を効
率的に回収し、ごみの減量を
図るとともに、ごみ減量及びリ
サイクルに対する区民意識の
高揚を図ります。

区報や区ホームページ、ちら
し等を活用して事業を周知し、
より多くの団体の実施を促すと
ともに、既実践団体に対して、
報奨金の支給や補助用具の
貸与、優良団体への感謝状贈
呈、施設見学会の実施等の支
援を行います。

集団回収未実施のマンションに職
員が訪問し、働きかけを行った結
果、実践団体が17団体増え、目標
をほぼ達成できました。なお、集団
回収では元々回収総量に対する古
紙類の比率が高い状況があります
が、近年新聞雑誌等のデジタル化
による紙媒体離れが進んでおり、全
体の回収量を押し下げています。そ
の影響で、資源回収量・総資源回
収量に占める回収割合が下がって
しまっていると考えられます。

資源回収量・総資源回収量に占め
る集団回収の回収割合が下がって
しまいました。これに対しては、実践
団体のさらなる増加に向けた働きか
けや、各団体に回収品目を増やす
よう呼びかけることで、量・割合を伸
ばしていきます。

Ｃ ―

①回収業者と収集に関する考
え方が折り合わないため、業
者を変更したいとの申し出が
ありました（電話）。

②集団回収は、資源回収に
おける区民参画であり、今後
も引き続き推進していきます。

改善・見直し
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①区民要望等
②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
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(A様

方向性

208 資源回収事業
文京区一般廃棄
物処理基本計画

資源となりうるものをごみと分
けて回収・資源化することで、
資源の有効利用とごみの減量
を推進します。

集積所で古紙・びん・缶・ペッ
トボトルを、回収拠点で紙パッ
ク・乾電池・食品トレイ・プラス
チック製ボトル・衣類・使用済
みインクカートリッジを、店頭回
収拠点でペットボトル・ペットボ
トルキャップを回収し、資源化
します。あわせて、金属系粗
大ごみを資源化します。

回収拠点数については、新たな施
設を開拓し、計画数を上回る拠点を
確保することができました。23年度
から新たに開始した粗大ごみの資
源化については、計画資源化率を
大幅に上回る実績を得ました。ま
た、資源の有効利用のため、23年
度から有色トレイ・プラスチック製ボト
ル・インクカートリッジの拠点回収、
ペットボトルキャップの店頭回収を
開始しました。

資源回収量は増加したものの、目標
には達しませんでした。今後は、資
源回収量を増加させるとともに、ご
みと資源の総量に対する資源の割
合をさらに増やしていくことが課題で
す。そのためにも、23年度から回収
を開始した新たな品目において、周
知に力を入れ、回収量を増やしてい
くことが課題だと考えております。

Ｂ ―

①「衣類の回収ボックスを区
役所の一階においてほしい
（広報・区民の声）」

②本事業は区民の方に参画
していただかなければ成立し
ない事業です。現状でも一定
の区民参画のもと分別収集が
出来ていると考えています
が、今後も多くの区民の方が
協力してくださるよう、周知や
回収方法の見直しを進めてい
きます。

改善・見直し

209
地域防災計画の
修正

0

平成19年度に修正した地域防
災計画を、地域防災計画に関
わる状況の変化に伴い修正を
行い、より現実に即した計画に
することで、災害に強いまちづ
くりの実現を図ります。

庁内に検討委員会を設置し、
東日本大震災への対応やそ
の他の状況変化について検
証を行い、その結果に基づき
対応方針を策定します。平成
24年度には、この対応方針を
踏まえ、平成24年夏に修正が
予定されている東京都の地域
防災計画との整合性を図りな
がら、地域防災計画の修正を
行います。

「災害（震災）における当面の対応
方針」では、地域防災計画（平成19
年度修正）では明記されていない、
震度5弱時における災害対策本部
の設置、避難所の開設・運営、帰宅
困難者への対応、災害時要援護者
への対応等について定めました。震
度5弱、震度5強以上それぞれにお
ける対応を明確にすることにより、災
害発生時に即応できる態勢を構築
しました。

東日本大震災における教訓、東京
都の新たな被害想定等を踏まえ、
災害時要援護者支援、建築物等の
安全化、区民の防災意識の啓発と
防災行動力の向上、応急対策の活
動態勢、情報連絡体制の整備、物
資の備蓄等を今回の修正における
主な課題としています。

― Ｂ

①避難所の運営について、区
と区民の役割分担を明確にす
る必要がある。（避難所運営
協議会）

②区報やHPを通じてパブリッ
クコメントを行うとともに区民説
明会を開催します。なお、男
女平等の視点を計画に反映
するため、防災会議に女性委
員を追加します。

拡充

210 地域防災訓練等
文京区地域防災
計画

町会や学校等で実施される防
災訓練に協力し、防災意識や
防災行動力の向上を図りま
す。

実際に災害状況を体験しても
らうために、町会や学校等の
防災訓練に、起震車や煙体験
ハウスを派遣します。また、体
験の際には、消防隊員ＯＢの
非常勤職員により、正しい防
災知識の普及に努めます。

定例的に実施している町会、学校、
事業所はもとより、中高層マンション
からの要請増加により、年間91回、
19,061人を超える方が参加しまし
た。

東京都帰宅困難者対策条例の施行
に向け、事業所に対して、震災対策
について一層の啓発が不可欠で
す。また、町会等未加入者が多いマ
ンション居住者に対し、防災訓練を
通じた防災意識の啓発が必要で
す。

Ａ ―

①　起震車により震度７を体
験したことにより、家具転倒防
止措置の重要性を再認識し
た。（防災教室参加者）

②　区民が、自主的に計画し
実施する防災訓練を積極的
に支援しています。

現状維持

211

事業継続計画（震
災編）の策定及び
計画に基づく訓
練の実施

職員が災害時に地域防災計
画、職員防災行動マニュアル
及び事業継続計画（震災編）
を活用して、迅速な対応をとる
ことができるか、図上訓練を通
じて検証します。

首都東京直下地震発災直後
の緊急措置に対応するため、
マニュアルにしたがって初動
期シフトから応急対策に対応
する中期シフトへ移行する際
の行動手順を確認するととも
に、事業継続計画（震災編）で
示した災害時に応急復旧業務
と平行して行う非常時優先通
常業務の体制を敷くまでの図
上訓練を行います。

○東日本大震災での経験を踏まえ
て策定した「災害（震災）時における
当面の対応方針」及び「文京区事業
継続計画【震災編】（Ver.1）」に基づ
き、その内容の検証を行うとともに、
職員の危機管理対応能力の向上を
図ることを目的に、勤務時間内に震
度５弱の地震が発生した想定のも
と、災害対策本部編成員を対象とし
た訓練を実施しました。

○訓練の結果を検証したところ、通
常業務に大幅な支障をきたしたとこ
ろはありませんでしたが、非常時優
先通常業務の選定などにおいて再
検討する必要があります。
○職員の危機管理能力の向上を図
るためには、訓練を繰り返し実施す
る必要があります。

Ａ ― 拡充
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①区民要望等
②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
(B様
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目的 手段 成果 課題
指   標
達成度
(A様

方向性

212
耐震診断費用助
成事業

文京区耐震改修
促進計画

建築物の所有者が、既存建築
物の耐震性能の程度を把握
し、耐震補強の必要性を理解
することにより、建築物の耐震
化の促進を図ります。

・区内の民間建築物で、昭和
56年以前に建築された建築物
の耐震診断に要する費用の一
部を助成します。
・戸別訪問及び耐震改修･建
替え相談会を毎月開催し、耐
震化事業の啓発を行っていま
す。

東日本大震災後、建物の耐震化に
ついて、問い合わせや相談が増え、
建替え相談会への参加者も急増い
たしました。
また、本年度から始めた高齢者優遇
制度の活用と相まって、助成申し込
み件数も前年に比べ木造建築物64
件と倍増しています。

文京区耐震改修促進計画に定めた
目標の実現に向け、さらに耐震診断
の件数を上げることにより、建物所
有者に耐震性の有無を確認してもら
う必要があります。

Ｂ ―

①防火地域について、耐震設
計、工事の助成に対する要望
があります。（電話、窓口要
望）
　耐震診断助成金交付申請
の急増に伴い、耐震改修設
計、工事も急増しています。

拡充

213
耐震改修促進事
業

文京区耐震改修
促進計画

文京区耐震改修促進計画に
定められた住宅の耐震化を目
指し、地震による被害を軽減
することにより、災害に強いま
ちの形成を図ります。

・耐震改修が必要な住宅の所
有者の意識啓発を図るととも
に、建物の耐震化及び不燃化
に要する費用の一部を助成し
ます。
・戸別訪問及び耐震改修･建
替え相談会を毎月開催し、耐
震化事業の啓発を行っていま
す。

東日本大震災後、建物の耐震化に
ついて、問い合わせや相談が増え、
建替え相談会への参加者も急増い
たしました。
また、本年度から始めた高齢者優遇
制度の活用と相まって、助成申し込
み件数も前年に比べ設計助成36
件、耐震化助成60件に増えていま
す。

文京区耐震改修促進計画に定めた
目標の実現に向け、耐震診断の結
果、耐震性の無い建物の所有者に
対して、拡充した助成事業を使い、
耐震化を行っていただくよう、さらに
啓発を行う必要があります。

Ａ ―

①家に住みながら耐震工事
ができるかどうかについての
質問があります。
毎月行っている耐震改修･建
替え相談会の来場者数が前
年の41件から137件に増えて
います。

拡充

214
緊急輸送道路沿
道建築物等耐震
化促進事業

文京区耐震改修
促進計画

緊急輸送道路沿道建築物及
び不特定多数の者が利用す
る特定建築物の耐震化を促進
することにより、地震発生時に
建築物の倒壊による道路の閉
塞を防ぎ、広域的な避難路及
び輸送路を確保するとともに、
建物利用者の安全の確保を
図ります。

対象建築物の所有者に個別
訪問及び耐震化アドバイザー
の派遣(平成24年1月から）等
を実施することにより、意識啓
発を図り、耐震診断の実施や
耐震化を工事を促します。

所有者への戸別訪問（約160か所）
や説明会（約80名参加）において、
都の耐震化推進条例や区の助成金
制度の説明を行い、耐震化への意
識啓発を実施しました。また、耐震
化セミナー（約60名参加）を開催し、
専門家の講義を通して、区民の方
に実際の耐震化までの流れを紹介
しました。他に、特定建築物の所有
者へのアンケート調査を行っていま
す。

耐震診断の実施だけでなく、診断を
した結果、耐震性が不十分と確認さ
れた建築物については耐震化工事
等を行うことが重要です。その為に、
建物所有者に対して積極的に区の
助成制度や耐震化アドバイザー制
度の周知を行います。

Ｂ ―

①耐震改修工事費用の負担
軽減、個々の建物に適切な改
修工法を紹介して欲しいなど
の要望をいただいています。

現状維持

215
区民防災組織の
育成

地域の防災力を強化するた
め、自主的な地域の防災訓練
の助成や貸与している防災用
資器材格納庫の更新を行い、
区民防災組織等の活動を支
援します。また、木造密集地域
に対する被害軽減等のため、
可搬式Ｄ級ポンプのを貸与等
により、初期消火体制の強化
を図ります。

①文京区区民防災組織等に
対する活動助成金交付要綱
に基づき、一団体３万円を限
度として、防災訓練の活動助
成費の４分の３の助成を行い
ます。②文京区区民防災組織
に対する防災資器材格納庫
の貸与等に関する要綱に基づ
き、昭和６０年以前に設置した
防災資器材格納庫（６棟）につ
いて更新を行います。また、町
会からの要望に対しても、現
地調査等を行い適宜対応しま
す。③文京区Ｄ級消防ポンプ
等の貸与及び管理に関する
要綱に基づき、可搬式Ｄ級消
防ポンプ等を区民防災組織に
貸与します。

①申請のあった47組織中、18組織
が始めて申請した組織であり、制度
が定着傾向にあります。
②劣化等による更新が3棟、緊急対
応による更新が4棟、新規設置が1
棟の計8棟の対応を図りました。
③西片町会にＤ級ポンプ、要綱によ
り関口一丁目南部会にＣ級ポンプを
貸与しました。

①マンションの防災意識の高まりに
より、前年度から助成金申請が倍増
しました。今後も増加する可能性が
あります。②設置後20年以上経過し
た防災格納庫もあり、老朽化が進ん
でいるため更新の必要があります。
③火災危険度の高い地域へＤ級ポ
ンプの配備を推進していますが、設
置場所の確保が問題となっていま
す。

Ｂ ―

①　経年劣化による防災資器
材格納庫が老朽化に対する
更新及び自助による防災資
器材の増加に伴う増設の要
望。木造密集地域や道路狭
隘地域における初期消火対
策としてスタンドパイプの配備
の要望。（区民防災組織）

②　東日本大震災による教訓
を忘れないため防災訓練が
継続的に実施され、防災行動
力の向上に努めています。

改善・見直し
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①区民要望等
②区民参画
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216
避難所運営協議
会の運営支援

災害発生時における避難所開
設・運営に備え、避難所運営
協議会の活動活性化及び防
災行動力向上を目的に、避難
所運営協議会の運営支援を
行い、避難所運営協議会のレ
ベルアップと活動レベルの平
準化を図ります。

⑴ルール作り（運営規約、運
営本部要領、運営管理マニュ
アルを作成し、避難所ごとの
ルール作りを支援します）
⑵防災行動力向上（総合防災
訓練、避難所運営訓練、講演
会等による防災知識習得、備
蓄資器材の取り扱い訓練等を
行い、防災行動力向上を図り
ます）
⑶コミュニケーション（協議会
の定期的開催、年１回以上の
避難所運営訓練を通じて、協
議会委員同士の定期的な顔
合わせの機会を作ります。）

・協議会設立後、未活動の協議会
に対し、震災後の危機意識の高揚
を契機に活動支援に取組んだ成果
として、半数以上の協議会が活動し
ました。
・各協議会の進取的な取り組みを積
極的に紹介したことにより、相互の
自主運営意識の高まりや活動レベ
ルの均等化が図れました。

・避難所運営協議会未設立が２箇
所あるため、問題解決に向け町会
役員等と密接に線形を図り早期に
協議会設立を目指します。
・３２箇所の避難所協議会を支援す
るためのマンパワー不足の改善を
図るため、地域活動センターとの連
携による支援強化を図る必要があり
ます。

Ｃ ―

①　避難所へ派遣される区の
職員が積極的に訓練等に参
加し、連携を図りたい。より実
践的な避難所運営訓練が実
施できるよう、訓練計画や訓
練資器材を提供して欲しい。
（避難所運営協議会役員から
の意見）

②　協議会組織員の高齢化
が危惧されていることから、若
い世代の協議会への参画が
望まれ、多くの協議会におい
て次世代への世代交代が喫
緊の課題となっています。

改善・見直し

217 細街路の整備

建築基準法第42条2項の指定
を受けている道路を、災害時
の避難路として、緊急車両の
乗入や消防活動が容易となる
４ｍ幅員の道路に整備し、安
全で災害に強いまちづくりを
進めます。

建築確認の申請前に、後退用
地の範囲及び管理・整備方法
について協議し、建築物の竣
工に合わせて道路の整備を行
います。

整備件数・整備延長が、若干増えて
います。

整備件数・整備延長が増えていま
すが、拡幅工事が未整備のまま建
築工事が完了しているケースがまだ
あります。

Ａ ―
①近隣が後退していないの
で、自分だけ拡幅整備をして
も意味がない。（建築主）

現状維持

218 地籍調査事業
土地一筆ごとに調査・測量し、
文京区の詳細な地籍図・地籍
簿を作成します。

国土調査法に基づく地籍調査
を実施し、地籍の明確化と地
図の電子化を行います。
一筆ごとの調査に先立ち、道
路を先行して調査しています
（官民境界等先行調査）。

東日本大震災に伴う地殻変動のた
め、地震前に整備した街区基準点
の座標が現状と合わなくなりました。
そのため、平成23年度は国・都の復
旧状況の動向を確認するに留まりま
した。これにより、進捗率は67％のま
まです。

平成24年度は基準点の改測・検証
測量を実施し、測量データを補正す
る必要があります。

Ｃ ―

①土地に関する様々な問題
を解決するため、基準点の早
期復旧及び地籍調査事業の
早期実施を求められていま
す。（区民要望）

現状維持

219
雨水浸透ます設
置工事

浸水被害の発生した地区を対
象に、計画的に雨水浸透ます
を設置します。

浸水被害が発生した地域への
対策として、流域の高台にある
雨水桝を雨水浸透ますに改良
していきます。

重点整備地区の一つである「千駄
木・本駒込地区」への浸透ます設置
を完了しました。また、道路工事に
併せ、雨水浸透ますを90か所設置
しました。

（参考）
Ｈ21年度～Ｈ25年度（5ヵ年計画）
○「大塚地区」　　  130か所(H21～
22)
○「千駄木・本駒込地区」180か所
(H23)
○「水道・関口地区」240か所(H24～
25)

都市型水害の軽減を図るため、今
後とも計画的に雨水浸透ますを設
置してまいります。

Ａ ― 現状維持

220
区有建築物耐震
補強実施設計

耐震改修促進
法、文京区耐震
改修促進計画

区有施設の耐震補強の実施
設計を行い、耐震補強工事を
実施し、区有施設の耐震化率
の向上を図るとともに、災害に
強い都市の整備を進めていき
ます。

耐震化が必要な区有施設の
耐震補強実施設計を計画的
に進めていきます。

順調に、耐震補強の実施設計２園
（第一・柳町幼稚園）を行うことがで
きた。

Ａ ― 改善・見直し
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221
災害時要援護者
の支援

地域防災計画

災害時に本人または家族等の
同居者のみで避難することが
困難な災害時要援護者に対
し、避難誘導及び安否確認を
行います。

災害時の避難誘導及び安否
確認を希望する災害時要援護
者を対象に、災害時要援護者
名簿への登録を行い、区と関
係機関（区民防災組織、民生・
児童委員、警察、消防）で名
簿を共有します。

　システム修正等を行い、名簿に要
介護度や避難方法等の項目を追加
しました。民生委員等を経由して、
全対象者に再調査を行い、名簿掲
載内容の充実を図りました。また、こ
れに併せて、災害時要援護者名簿
の周知を行い、登録者数のさらなる
増加を図りました。

　今年度、地域防災計画の修正を
行っています。修正に当たり、災害
時要援護者の避難誘導や安否確認
以外の支援方法についても、庁内
で検討を行う予定です。この結果を
受けて、災害時要援護者名簿の一
層の有効活用を図ります。

Ｂ ―

①名簿の更新頻度について、
年１回の更新では少ないので
はないか。（民生委員・児童委
員、区民防災組織）

②平成23年度は、民生委員・
児童委員を通じて、災害時要
援護者名簿登録者全員に対
し、避難誘導方法等に関する
訪問調査を行いました。

改善・見直し

222 安全対策推進
安全で安心して暮らすことが
できる地域社会をつくります。

文京区安全・安心まちづくり条
例に基づき、安全対策を推進
することで、安全で安心なまち
づくりの実現を目指し、区内の
犯罪発生抑止のため、青色防
犯パトロールの実施及び防犯
ボランティアへの支援を行いま
す。

○防犯への取組として、推進地区で
ある関口一丁目地区が防犯カメラを
設置するにあたり、区として助成を
行いました。
○町会や区民ボランティアによる青
色防犯パトロール隊（４団体）は、地
域の安全を守るために、通学時間
帯や夜間に区内を自動車で巡回し
ました。また、その青色防犯パトロー
ルに要する燃料費について、一部
助成しました。
○23年度の「文の京」安心･防災
メール配信件数は、80件でした。
○安全なまちづくり施策の一つとし
て、平成24年4月の条例施行に向
け、暴力団排除活動を推進するた
めの取組への準備を始めました。

○特定の安全対策を推進する地区
指定の拡大は、地域活動団体から
の申請が必要となり、さらに地域住
民、地域活動団体、事業者等それ
ぞれの賛同を得るため時間を要しま
す。また、地域のニーズの吸い上げ
とともに、さらに助成制度の周知が
必要であります。
○青色防犯パトロールを継続して行
えるよう支援します。また、急増して
いる還付金詐欺・振り込め詐欺の被
害防止に取り組むためにも、団体・
警察・区役所との連携の強化が必
要です。

Ｂ ―

①通学及び帰宅時における
子どもの安全・安心確保の徹
底や、安心メールについて、
事案発生から配信までの時間
の短縮化や続報（検挙情報）
配信への要望があります（「文
の京」安全・安心まちづくり協
議会・区民の声等）。
②青色防犯パトロールを、区
内４つのボランティア団体が
実施しています。
「文の京」安全・安心まちづくり
協議会では、区民参画をより
進めるために公募委員の枠を
6人から8人へ増やしました。
その結果、構成員全体に占め
る公募区民委員の割合は、
25％になりました。

拡充

223
交通安全普及広
報活動

文京区交通安全
計画

区民一人ひとりに交通安全意
識の普及・浸透を図り、交通
ルール及び交通マナーを身に
つけることで、交通事故発生
件数を減少させます。

区報・CATV等の広報媒体で
の広報活動とともに、春・秋の
全国交通安全運動期間中の
街頭キャンペーンを行いま
す。また、学校・警察・交通安
全協会等と連携し、交通安全
協議会・交通安全区民の集
い・自転車実技講習会・交通
事故再現体験教室や交通安
全ポスターコンクール等を実
施します。

平成２３年度に区内の行政機関（警
察・道路管理者）・学校・ＰＴＡ等と協
働し、交通安全普及広報活動を実
施しました。これにより、区内の交通
事故件数は７６５件（前年比７２件
減）・交通事故死傷者数は８５７人
（前年比７７人減）となり、第9次文京
区交通安全計画の目標数値（交通
事故死傷者数９００人以下）を達成
しました。また、区内の交通安全対
策の行動指針となる第10次文京区
交通安全計画（計画年度　平成２３
年度～２７年度）を策定しました。

平成２３年度の区内の自転車乗車
中の交通事故死傷者数は、成人層
及び高齢者層の占める割合は約８
５％です。自転車乗車中の交通事
故死傷者数を減少させるには、この
年代層が交通ルール及び利用マ
ナーを遵守することが重要です。こ
のため、この年代層を対象とする自
転車利用教室を開催する必要があ
ります。

Ｂ ―

①歩行者が歩道上において、
自転車との接触事故やヒヤリ
体験を無くすために、自転車
利用者が交通ルール
　や利用マナーを守るよう指
導してほしい。（区民の声）
②区内の行政機関等が一堂
に会して交通安全対策を話し
合う交通安全協議会に、町
会・小中学校ＰＴＡ・幼稚園等
の代表委員として参画してい
ます。また、自転車実技教室
や春・秋季の交通安全週間駅
頭キャンペーン等において、
区民と協働して事業を実施し
ています。

改善・見直し
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224
幼児・児童用ヘル
メット購入費補助

東京都自転車商協同組合文
京支部が実施する幼児・児童
用ヘルメット普及事業に対し
補助金を交付することにより、
幼児・児童用のヘルメットの普
及を図り、自転車の転倒事故
の際の頭部負傷を軽減させる
ことを目的とします。

東京都自転車商協同組合文
京支部加盟店において幼児・
児童用ヘルメット購入の際、1
台につき2,000円補助します。

平成２３年度の計画達成率は７３％
ですが、従来の普及啓発とともに、
幼児２人同乗用自転車の購入時
に、ヘルメット着用の必要性・有効
性のＰＲを行い普及が促進し、目的
を十分に達成しました。

補助事業は平成２３年度をもって終
了しましたが、今後も引き続き普及
啓発に努めます。

Ｃ ― 終了確定

225
３人乗り自転車購
入費補助

東京都自転車商協同組合文
京支部が実施する幼児２人同
乗用自転車普及事業に対し
て、補助金を交付することによ
り、幼児２人同乗用自転車の
普及を図り、自転車使用時の
安全性向上を目的としていま
す。

組合が事業を行うにあたり、
BAAマーク又はSGマーク付き
幼児２人同乗自転車の販売額
の半額（上限額　平成２２・２３
年度３万円、平成２４年度１・５
万円）を補助します。

平成２３年度の補助達成率は７８％
ですが、購入補助券の交付は７月
に補助予定台数の３００台を達成し
ており、区民に基準適合車の利用
の必要性・有効性についての認識
が高まり普及が促進しました。

平成２２年度事業開始当時と比べ、
区民に幼児２人同乗規格自転車が
認知され普及が拡大しました。ま
た、同程度機能の自転車市場価格
も、事業開始当時よりも低下しまし
た。したがって、東京都自転車商協
同組合文京支部の普及事業への補
助の必要性は低くなっています。

Ｃ ― 廃止・休止

226
総合的自転車対
策の推進

自転車の都市内交通手段とし
ての安全利用を促進し、安全
な道路環境を実現します。

放置自転車の撤去により安全
な道路環境を確保するととも
に、レンタサイクル事業、自転
車駐車場の整備により自転車
を利用しやすい環境を創出
し、自転車利用を促進します。

①新たに茗荷谷駅前に自転車駐輪
場を整備しました。この結果、毎年１
0月実施の放置自転車数調査で、
同駅周辺の放置台数が前年比54台
減（28.3％減）となりました。②春日・
後楽園駅を放置自転車対策重点地
区として、当駅での撤去回数（概ね
月２回）を増やすことにより区内全体
の放置台数が、前年同月比で423
台減（15.5％減）となりました。

①自転車駐車場未整備地区が２箇
所あるので、民設・民営を含めた早
急な整備の必要があります。　②長
時間の放置自転車については、定
期的な撤去を行い減少しています。
しかし、警告時間帯後や夕方の時
間帯の放置自転車について、有効
な対策を講ずる必要があります。

Ａ ―

①自転車放置禁止区域以外
の歩道上に、放置自転車が
多いので指導・撤去してほし
い。（区民の声）
自転車駐車場を設置（新設・
増設）して欲しい。（区民の
声）
現在、登録制自転車駐車場
の利用登録選考基準では、
近隣住民は走行距離の長い
他区住民より受付順位が遅く
なっているので、区民優先に
改めて欲しい。（区民の声）
時間貸し制自転車駐車場に
ついて、定期制の導入等によ
り利用者の負担軽減を図って
ほしい。（区民の声）

改善・見直し

227
コミュニティ道路
整備

文京区コミュニ
ティ道路整備計
画

歩行者が、安全かつ安心して
利用できる道路環境の整備を
行います。

地域住民とともに地域特性を
反映させた整備計画を策定
し、歩道の拡幅や交差点の明
確化、車両の速度抑制を図る
ための整備を行います。

コミュニティ道路整備計画に基づ
き、白山四丁目1番～千石二丁目46
番先（区道812号）及び白山三丁目7
番～白山二丁目36番先（小石川植
物園周辺道路整備工事（第一期））
にて道路工事を行いました。

ハンプ（スピード抑制のための道路
の盛り上げ）・狭さくの設置に当たっ
ては、地元住民の理解と協力が必
要です。

Ａ ―

①・幹線道路からの通過車両
を減らすため、道路を蛇行さ
せたり、狭さく設置等の対策を
行ってほしい。全国的に登校
中の児童の列に車が飛び込
む事故が多発しており、速や
かな安全対策を行ってほし
い。（区民の声）

②白山・千石地区の住民等か
らなる協議会において、整備
計画を策定しました。

現状維持
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228
橋梁アセットマネ
ジメント整備

橋梁アセットマネ
ジメント基本計画

橋梁の予防保全的な修繕を
行い、長寿命化を図るととも
に、計画的な架け替えによる
維持管理費の縮減・平準化を
図ります。

「橋梁アセットマネジメント基本
計画」を策定し、計画に基づ
いた維持管理を行います。

「橋梁アセットマネジメント基本計
画」を策定しました。これにより、これ
までの対症療法型の修繕から予防
保全型の修繕に変更でき、大幅な
コスト縮減が可能となります。
修繕及び架替えに要する経費は、
今後80年間で約32億円必要であっ
たものが、約20億円（▲約12億円）と
なり、約40%のコスト縮減が見込まれ
ます。

「橋梁アセットマネジメント基本計
画」において、安全性・耐久性の問
題から、清水橋の架替えが必要で
す。そのため、平成24～27年度にか
けて架替え工事を予定しておりま
す。工事にあたっては、地域住民や
関係機関との事前調整及び協議等
が重要です。

― Ａ 現状維持

229
職員育成基本方
針の推進

職員育成基本方
針

「職員育成基本方針」に基づ
き、職員一人ひとりの能力開
発や意識改革を推進し、新し
い時代の職員の育成を図りま
す。

区、特別区職員研修所、第２
ブロック等で実施する各種研
修（職層、実務、専門、清掃
等）への参加を呼びかけ、該
当する職員や希望する職員が
受講します。

①ＮＰＯ等地域団体活動の体験研
修の実施により、協働・協治の理念
と地域活動への理解を深めました。
②「政策創生塾」では、グループ
リーダーが助言を行いながら、実効
性のある提案を目指し、政策立案に
ついての知識を高めました。
③ホスピタリティ研修や推進月間を
中心に、職員の接遇向上の取り組
みを行いました。

①「職員行動指針～チーム文京スピ
リット～」を全職員に浸透させる必要
があります。
②政策創生塾では、政策提案の実
現化に向けた効果的な研修の企
画・運営が必要です。
③改革志向の職員の育成及び新た
な公共との協働を進めるための研修
を実施していく必要があります。

― Ｂ

①「区民の声」では、依然とし
て職員の接遇などに関する意
見や苦情が寄せられていま
す。

②協働・協治に対する正しい
知識を理解するため、ＮＰＯ
等地域団体の方に講義を依
頼するとともに、その活動に職
員を派遣しています。

改善・見直し

230

ＩＴの活用による
利便性の高い区
民サービスの実
現

第４次電子自治
体推進プラン

ＩＴの活用により、区民にとって
一層利便性の高い行政サー
ビスの実現を目指します。

「第４次電子自治体推進プラ
ン」に基づき、「いつでも」「どこ
からでも」サービスを受けること
が可能なシステムを構築し、ま
た、住民情報システムの安定
運用を図る。

・電子申請で手続ができる講座・催
し物について、全て携帯電話からの
申請を可能とする等メニューを増や
し、区民の利便性向上を図りまし
た。
・税や国保年金等の適切なシステム
修正により、制度改正への対応が図
られました。
・住民情報システムについて日々適
切に運用し、安定的な稼働が図ら
れました。

①電子申請の手続き数を増やし、
区民の利便性を高める必要がありま
す。
②住民情報システムは、住基法や
税制等の改正に確実に対応するこ
とや、基幹システムとして安定的に
運用することが求められています。
　また、より効率的なシステム構築・
運用に向け、IT技術を活用したハー
ドウェアの最適化が求められていま
す。

― Ａ 拡充

231 コンビニ交付
文京区第４次電
子自治体推進プ
ラン

区民の求める窓口サービス
は、平日昼間だけでなく休日、
早朝、夜間などいつでも利用
できることや、区の施設まで行
かなくても身近で便利な場所
で用件を済ますことができるこ
とです。
このような要望を実現するた
め、住民基本台帳カードなど、
ＩＴを活用して利便性の高い区
民サービスを提供します。

コンビニエンスストアに設置さ
れたキオスク端末を利用し、住
民基本台帳カードを使用して
「住民票の写し」「印鑑登録証
明書」を全国にある店舗で、早
朝から深夜まで発行します。

住民基本台帳カードはニーズが高
まったためか、計画していた発行数
に達成することができました。
また、事業の導入について、システ
ム開発や運用に係る経費の試算及
び業務の効率化について検討して
まいりました。

・住民基本台帳カードの更なる普及
が 必要です。
・交付手数料の負担について考慮
する 必要があります。
・証明書の複製防止のための十分
なセキュリティ対策を考案する必要
があります。
・既に設置済みの自動交付機や休
日、夜間交付業務との比較検証を
行う必要があります。

Ａ ―

①近隣区を含む他の自治体
で実施していることもあり、区
民の需要も高まっています。 現状維持
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①区民要望等
②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
(B様
式)

目的 手段 成果 課題
指   標
達成度
(A様

方向性

232
わかりやすいホー
ムページの構築

ホームページを閲覧するすべ
ての利用者を対象に、最新の
情報を正しくわかりやすくかつ
迅速に提供するとともに、区政
に対する意見収集を行うこと
で、利用者の満足度の高い
ホームページを目指します。ま
た、文京区を積極的に全国に
PRします。

利用者の満足度の高いホーム
ページを実現するため、利用
者視点に立ったページづくり
や技術習得のための研修を実
施します。また、定期的な「文
京区ホームページ見直し強化
月間」を実施することで、アク
セシビリティ（高齢者や障害者
などすべての人にとって、問
題なくホームページが利用で
きること）に配慮したホーム
ページを構築します。

①職員を対象とした、区ホームペー
ジ作成方法説明会や情報分類等の
改善作業に関する説明会を実施
し、コンテンツ作成に関するスキル
や意識を高める機会を提供しまし
た。
②平成23年10月を「文京区ホーム
ページ見直し強化月間」と位置付
け、情報分類の見直しなど、全庁的
な取組みを実施しました。
③メディアパートナー（公募区民）や
ホームページ専門業者の提案を参
考に、区ホームページトップ画面の
見直しを実施しました。
④利用者アンケートの結果を区ホー
ムページに掲載し、あわせて庁内に
も周知しました。

①利用者が求める情報を迅速に提
供するため、職員のページ作成スキ
ルの向上や利用者視点による広報
マインドの醸成を一層推進する必要
があります。
②ホームページの情報分類に改善
の余地があるため、継続した見直し
を行う必要があります。
③利用者アンケートの結果や他自
治体のホームページを参考に課題
を抽出し、よりわかりやすいホーム
ページの構築に向けた作業を展開
していく必要があります。

Ｃ ―

①これからも、幅広い年齢層
の方や外国人の方など、誰で
もすぐに必要な情報が正確・
迅速かつわかりやすい内容を
心掛けたホームページであっ
てほしいと思います。（区ホー
ムページ利用者アンケート）

②メディアパートナー（公募区
民）から、わかりやすいホーム
ページに関するご意見・ご提
案（「東日本大震災関連情報」
の整理や「文京区のできごと」
の見出し挿入など）を頂戴し
ています。

拡充

233
有線テレビ広報
活動

広報番組を制作・放送し、区
からの情報をテレビの特性を
活かして区民に提供していき
ます。また、番組制作を通じて
地域コミュ二ティの活性化を促
進します。

制作した番組を有線テレビで
放送することにより、映像を使
用した広報活動を行います。
また、放送済みの番組につい
て、インターネットによる動画
配信を行います。

より区民のニーズに合致した番組内
容とするため、「広報メディアに関す
る意識調査」の調査結果やメディア
パートナーからの意見聴取に基づ
き、大幅な番組の改編を行いまし
た。これに対しては、地域へ出て取
材した番組が増えたことで興味を
持って視聴することができるように
なった・番組で団体・サークルの活
動が紹介されることで「地域」のテレ
ビである意識が強く持てるようになっ
たとの意見をいただきました。また、
番組の制作にあたっては、より新しく
正確な情報を区民にわかりやすく伝
えることに努めました。

世論調査や広報メディアに関する意
識調査、並びにメディアパートナー
からの意見聴取以外に視聴者の反
応を知る機会が無いことから、これら
の結果を十分に分析・活用して番組
制作に反映させていくことが求めら
れています。

― Ａ

①「文の京介護予防体操の時
間を変更しないでほしい。」
（区民）、「区内の旬なスポット
や散歩コースなどの紹介があ
ればよい。」（広報メディアに
関する区民意識調査）など

②番組制作ボランティア
「ずーむ文京」による定期的な
番組制作とメディアパートナー
による番組モニタリングや番
組制作等の実施

現状維持

234 区民参画の推進 自治基本条例

だれもがあらゆる機会を通じて
区政に参画でき、より幅広い
区民の意見を反映した区政運
営を進めます。

「区民参画の手続きに関する
指針」(平成21年2月)に、区民
参画手続きの方法や審議会・
説明会等の公開方法を定め、
区民参画を推進しています。
特に、審議会等における公募
委員の割合については、指針
において25％以上の目標数
値を設定しています。

行財政改革推進計画や地域福祉保
健計画の策定等において、区民協
議会、パブリックコメント、区民説明
会などの機会を通じて、区民の多様
な意見を聴取し、区の施策への反
映を図りました。

公募区民委員の採用を行っている
審議会等における区民委員の割合
が25％以上の会議体は、専門性を
要する会議体が増えたため、22年
度の57.1％から47.0％に減少しまし
た。
公募25％未満の会議体について
は、改選時期等に合わせて指針に
適合するよう構成員の見直し等の検
討が必要です。
ワークショップや無作為抽出による
委員の選出など、区民参画の多様
な手法を検討し、全庁的に取り組む
ことが必要です。

― Ｂ

①平成24年第2回定例会にお
いて、無作為抽出の拡充につ
いて要望がありました。（区議
会）

②全庁的な区民参画の状況
については、毎年度区民参画
現況調査を行っています。

改善・見直し

行
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①区民要望等
②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
(B様
式)

目的 手段 成果 課題
指   標
達成度
(A様

方向性

235
公の施設の有効
活用

第３次行財政改
革推進計画

公の施設について、施設の複
合化・集約化により有効活用
を図るとともに、地域の施設需
要に効率的に応え、地域の活
性化が図られるような整備しま
す。

老朽化している施設の改築に
併せて、地域の特性や区民
ニーズを踏まえ、関係部署と
連携し、他の施設との複合化
や集約化を進めます。

・行財政改革推進計画を策定し、区
有地及び国有地の有効活用につい
て、基本的な考え方を整理するとと
もに、礫川地域活動センターをはじ
めとした10の公有地・施設等につい
て、新たな活用の方向性を示しまし
た。
・小石川5丁目国有地について、
ショートステイを中心とした高齢者福
祉施設を整備することが決まりまし
た。

・職員住宅のあり方や４交流館の耐
震補強、現福祉センターの跡地利
用については、全庁的な検討を行う
ため、分科会で、大塚地域活動セン
ターや現アカデミー向丘の跡地利
用については、所管部で検討を始
めました。
・国有地等の情報収集を積極的に
行うとともに、地域の施設需要を的
確に把握していく必要があります。

― Ｂ

①公有地の整備にあたって
は、地域住民への周知を十分
に行われたい。（行財政改革
区民協議会での意見）

②行財政改革区民協議会に
おいて、無作為抽出、公募及
び団体推薦による区民委員を
選出し、協議会での議論を踏
まえ、行財政改革推進計画を
策定しました。

改善・見直し

236
教育センター等
建て替え整備事
業

教育センター、福祉センター
療育部門、（仮称）青少年プラ
ザを、複合施設として一体的
に整備します。

「教育センター等建物基本プ
ラン」に基づいて建て替え整
備事業を進めます。23年度は
基本及び実施設計事業者を
プロポーザル方式により選定
するとともに基本設計を行いま
す。24年度は実施設計を行
い、工事着工は平成25年秋頃
を予定しています。

設計者をプロポーザル方式で公募
し、9月13日に契約を締結しました。
その後、各主管、担当と設計受託業
者とヒアリングを行い、3月に「基本
設計（案）」の区民説明会を実施しま
した。

福祉センター及び総合体育館の整
備事業との関係を考え、工事工程
等の日程の検討・管理を行っていく
必要があります。

Ｃ ―

②基本設計案に関する区民
説明会を実施しました。
新教育センター施設に関係
する児童・生徒の保護者に対
する説明会を実施しました。

現状維持

237
公の施設におけ
る民間事業者等
の活用

行財政改革推進
計画【平成24年度
～28年度】

区の公の施設について、多様
化する区民ニーズに効果的・
効率的に対応するために民間
事業者等のノウハウ等を有効
活用し、一層の効率的、効果
的な運営の推進と、利用者に
合わせた多様で満足度の高
いサービスを提供し、区民
サービスの一層の向上を図り
ます。

公の施設について、指定管理
者制度導入をはじめとした管
理運営の見直しを進めます。
また、指定管理者の管理運営
実績に対する評価を行い、そ
れに基づいた改善を行いま
す。

平成24年度より文京江戸川橋体育
館・森鷗外記念館に指定管理者制
度を導入することとしました。
加えて行財政改革推進計画【平成
24年度～28年度】の中で、千石児
童館及び勤労福祉会館について民
間活力の活用を図ることを計画いた
しました。
また、管理・運営実績の評価におい
て、多くの施設でＡ・Ｂ評価を受ける
結果となりました。

指定管理者制度運用ガイドライン
(平成24年７月策定予定）を活用し、
区としてさらに一体的な制度運営を
図っていく必要があります。
また指定管理者制度の導入により、
施設目的の達成、区民サービス向
上等が期待できる施設については、
引き続き導入の可能性を検討する
必要があります。

Ｂ ―

②所管部による評価検討会に
は、施設利用者等の第三者を
委員として入れることを原則と
しています。

改善・見直し

238
シビックセンター
改修方針の策定

文京区区有施設
の中長期改修計
画

シビックセンターの建物劣化・
社会的劣化を踏まえた改修方
針を策定し、利用しやすい施
設の環境整備を進めていきま
す。

改修方針策定に向けた全庁
的な組織を立ち上げ、検討を
行っていきます。

文京シビックセンターの改修に係る
検討を行うため、文京シビックセン
ター改修方針検討委員会を設置し
ました。

― Ａ 現状維持

239
行政評価を活用
した事務事業の
見直し

第３次行財政改
革推進計画

限られた財源の中で、事務事
業を効果的、効率的に執行
し、行政サービスの質を高めま
す。

行政評価手法を活用し、既存
の事務事業の徹底した見直し
を行います。
新たな評価手法については、
24年度を始期とする新たな行
財政改革推進計画で示してい
きます。

・行財政改革推進計画（24年度～28
年度）の検討においては、行財政改
革区民協議会から、様々な意見を
聴取することができ、同計画へ適切
に反映することができました。
・「行政評価を活用した事業見直し」
の具体的な仕組みについて、行財
政改革区民協議会の学識経験者か
ら助言等を受けながら、構築するこ
とができました。

・行財政改革区民協議会において、
効率よく議論を進めるために、見直
し対象事業の資料提供や事業選定
過程の明確化など、円滑に運営を
行う必要があります。
・行政評価の実施結果を、効率的か
つ効果的な区政運営に繋げていく
必要があります。

― Ｂ

①行財政改革区民協議会に
おける資料について、作成に
当たっての着眼点や問題を明
らかにしてほしい。（行財政改
革区民協議会委員）

②行財政改革区民協議会に
おいて、新たな行政評価手法
について、様々な意見をいた
だきました。

改善・見直し
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①区民要望等
②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
(B様
式)

目的 手段 成果 課題
指   標
達成度
(A様

方向性

240
財政状況等の継
続的な公表

区の財政運営についての区
民の理解を深めるため、区財
政に係る資料を継続的に公表
することで、公正性と透明性を
高めます。

歳入・歳出に係る資料、財務
諸表、主要事業の予算一覧な
ど区の財政に係る資料を、継
続的に公表します。

当初予算における①各部要求額②
企画政策部査定額③区長査定額の
公表を行い、予算編成過程を明ら
かにしました。それにより、予算編成
の透明化を図るとともに、区財政に
対する区民のさらなる理解を深める
ことに努めました。

区民にとって、よりわかりやすく、興
味・関心を持てるような財政状況及
び予算に関わる各種の資料を作成
することにより、区財政に対する区
民の理解を深めていく必要がありま
す。

― Ａ 現状維持

241
効率的な組織体
制の構築

第３次行財政改
革推進計画、行
財政改革推進計
画（平成24年度～
28年度）

多様な区民ニーズに柔軟に対
応し、効果的な施策・事業を
展開できるよう、区民にもわか
りやすい、簡素で効率的かつ
機能的な組織体制の構築を
目指します。

社会経済情勢等、区政を取り
巻く環境の変化や、各組織の
現状と課題を踏まえた上で、
必要な組織の見直しを行いま
す。

社会情勢への対応、効果的な施
策・事業の展開の視点から、福祉部
について、組織の見直しに取り組
み、区民ニーズの実現、迅速な業
務執行に寄与しました。

すべての子どもについて、就学前か
ら継続性を持って一体的に支援し、
子ども・子育て施策を効率的、効果
的に推進するための具体的な組織
整備について、子ども・子育て新シ
ステムの検討状況等も踏まえ、取り
組む必要があります。

― Ａ
①利用者目線に立った組織
にして欲しい。（区民の声）

改善・見直し

242
ＩＴの活用による
迅速で効率的な
区政の実現

第４次電子自治
体推進プラン

情報基盤を整備することによ
り、一層の効率的かつ迅速な
行政事務の執行をめざしま
す。

「第４次電子自治体推進プラ
ン」に基づき電子自治体の基
盤整備を図ります。

①情報基盤を整備することにより、
文書や法令等の情報を全職員が共
有でき、電子メールや電子掲示板を
活用することで、迅速で正確な情報
を提供しています。
②事務処理に必要なデータをファイ
ルサーバに蓄積することにより、事
務処理のマニュアル化が容易とな
り、事務の迅速化、平準化が図れ、
区民サービスの向上に寄与してい
ます。
③情報政策課ＢＣＰを策定したこと
で、発災時の職員の行動手順や事
前に行うべき対策が明確になりまし

①情報基盤の安定稼働を確保する
ために、セキュリティ対策を含め、定
期的なシステムの更新が必要です。
②ネットワークシステムの信頼性や
安定性を維持向上させるために、
ネットワーク網の再構築や定期的な
機器更新が必要です。
③情報政策課ＢＣＰについては、点
検と見直しを常に行い、不測の事態
に備えていく必要があります。

― Ａ 拡充

243
職員定数の適正
化の推進

第３次行財政改
革推進計画、行
財政改革推進計
画

簡素で効率的かつ機能的な
組織体制に必要な職員数を
配置するため、組織の見直し
及び各部署の事務量の変化
に応じて、職員定数の適正化
を進めていきます。

各組織の現状と課題をふま
え、既存事業の見直し、増員
の抑制等を徹底することによ
り、時代の変化に即した職員
定数の適正化を図ります。

24年3月策定の行財政改革推進計
画に基づいて、民間活力の活用、
既存施設・既存事業の見直し等を
行うことにより、区全体の職員数を削
減しました。

本事業の実施にあたっては、国の
制度改正等や行政需要の変化等を
的確に捉えながら、各部署の事務
量の増減や効率的な庁内体制の構
築に呼応した職員数の適正化を推
進していく必要があります。そのため
には、各部署と連携しての全庁的な
取り組みが必要です。

― Ａ

① 「ただ減らせば良いというも
のではなく、行政が行うべき部
分には必要な人材をきちんと
確保していくという体制の中
で、職員数を考えてもらいた
い。（行財政改革区民協議会
委員）」

② 行財政改革推進計画の策
定に伴う区民協議会の開催

改善・見直し

244
行政コストの明確
化

区民が利用する行政サービス
に係る経費等を公表すること
により、サービスの内容と区の
負担についての区民の理解を
深めることで、区民サービスの
一層の充実及び区民間の負
担の公平を図ります。

「行政サービスの受益と負担」
を作成し、公表することで、事
業ごとの税負担額を明確に
し、適切な負担を検討します。

・引き続き人件費を含む行政サービ
スと各施設の経費と負担額を公表
することで、歳入歳出決算書からは
見えてこないコストの状況につい
て、区民に明確に示すことができま
した。
・昨年度策定した行財政改革推進
計画で、行政サービスの受益者負
担の適正化を図ることとし、コストの
算定方法の見直しや定期的な改定
サイクルの設定などを行いました。

・非現金支出等フルコストを把握し
た減価償却等のコスト分析を行うた
め、具体的な導入手法を検討する
必要があります。
・25年4月の使用料、手数料等の改
定に向けて、各施設のコストを明確
にするとともに、原価と現行料金との
かい離や施設形態なども考慮しな
がら、改定額を決め、条例改正を
行っていく必要があります。

― Ｂ

①行財政改革推進計画【素
案】のパブリックコメントで、受
益者負担の適正化について、
賛否両論の意見をいただきま
した。

改善・見直し

行
財
政
運
営
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①区民要望等
②区民参画

項目 No. 事業名 個別計画
達成度
(B様
式)

目的 手段 成果 課題
指   標
達成度
(A様

方向性

基
本
構
想
の
進
行
管
理

245
基本構想推進区
民協議会の運営

基本構想実施計
画

基本構想実施計画の策定及
び基本構想の進行管理など
基本構想の実現度の審議を、
区民参画により実施します。

区民委員及び学識経験者に
よって構成されている基本構
想推進区民協議会を、議論が
活発になされ、多様な区民の
意見を反映できるように運営し
ます。

本協議会での事務事業評価及び基
本構想実現度評価に対する多くの
意見をいただくとともに、審議結果を
評価に反映することができ、区民参
画による基本構想の進行管理を行う
ことができました。

・評価の審議よりも、事務事業の内
容説明に多くの時間を要したため、
限られた時間の中で十分な審議が
できるよう、分かりやすい資料の作
成や、丁寧な説明をするなどの工夫
が必要です。
・本協議会での意見を踏まえ、指標
のたて方や評価方法等について、さ
らなる検討が必要です。

― Ｂ

①区の評価と区民が受け取る
印象が異なる部分があるの
で、課題の記述について見直
しされたい。（基本構想推進
区民協議会委員）

②無作為抽出、一般公募及
び団体推薦により選出した区
民に委員として参加いただい
ています。

改善・見直し
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